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序文 

「風力発電大量時の電力システムの設計と運用」に関する研究開発部会は、2006

年に IEA Wind Task 25 として設置された。本部会の目的は、風力発電が電力システ

ムに与える影響に関する知見および研究から得られた情報を収集・共有し、使用さ

れた方法論、ツール、および使用データを再検証することである。以下の国および

機関が共同研究に現在参加している。 

1. カナダ：ハイドロケベック研究所 (IREQ) 

2. 中国：国家電網研究所 (SGERI) 

3. デンマーク：デンマーク工科大学 (DTU); Energinet; Ea Energy Analyses 

4. 欧州風力エネルギー協会 (WindEurope) 

5. フィンランド (プロジェクト代表者)：フィンランド技術研究所(VTT)；

Recognis Oy 

6. フランス：フランス電力公社研究開発センター (EDF R&D); フランス送電公

社研究開発センター(RTE R&D) 

7. ドイツ：フラウンホーファー風力エネルギーシステム研究所 (Fraunhofer 

IWES) ; エネルギー経済研究センター (FfE) 

8. アイルランド：アイルランド持続可能エネルギー局 (SEIA); アイルランド大

学ダブリン校 (UCD)；エネルギーリフォーム 

9. イタリア：テルナ・レテ・イタリア社 

10. 日本：電力中央研究所 (CRIEPI)；京都大学 

11. ノルウェー：ノルウェー科学技術大学  (NTNU); 産業科学技術研究所 

(SINTEF) 

12. オランダ：デルフト工科大学 (TUDelft); TNO 

13. ポルトガル：国立エネルギー・地質学研究所 (LNEG); システムコンピュー

タエンジニアリング技術研究所 (INSEC-TEC) 

14. スペイン：カスティーリャ・ラ・マンチャ大学 (UCLM); ポンティフィシ

ア・コミージャス大学 

15. スウェーデン：スウェーデン王立工科大学 (KTH) 

16. 英国：インペリアル・カレッジ・ロンドン 

17. 米国：国立再生可能エネルギー研究所 (NREL); エネルギーシステム統合グ

ループ (ESIG); 米国エネルギー省 (DOE) 

IEA Wind Task 25 は 2007 年にこれまで集められた最新の風力発電統合に関する知識

と結果に対する報告を作成し、VTT 研究成果報告書シリーズとして公表した。また、

その後の 4つのフェーズの最終報告書もVTTから 2009年 (VTT Research Nots 2493)、

2012 年(VTT Technology T75)、2016 年 (VTT Technology T268)、2019 年 (VTT 

Technology T350)と出版されている。これらの報告書では最近完了した調査の中から
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選択したものの概要を紹介した。これらの報告書は全て IEA Wind Task 25 のウェブ

サイトで閲覧可能である(https://iea-wind.org/task25/ )。 

さらに、IEA Wind Task 25 では、風力発電統合の電力システムへの影響とコスト

を試算するときに推奨される方法論に関するガイドラインを作成した。これは 2013 

年に IEA Wind の RP16 として発表され、2018 年に太陽光発電も含めた更新がなされ

た。推奨実施手法に関する報告書は、ウェブサイト上で公開されている (https://iea-

wind.org/iea-publications/ )。作業は第 6 期(2021〜2024 年)でも継続され、「風力と太

陽光の統合研究のための推奨実施手法」の更新を目指している。 

風力発電統合検討から、風力と太陽光発電の両者、そして電力システムとエネル

ギーシステムの両者を網羅する作業に発展したため、2018 年に Task 25 の名称が

「変動性電源大量導入時のエネルギーシステムの設計と運用」に変更された。本報

告書は、IEA Wind Task 25(2006〜2020 年)の第 1 期から第 5 期の 3 年毎のフェーズの

主な結果をまとめたものである。 

 

2021 年 9 月、著者 

  

https://iea-wind.org/task25/
https://iea-wind.org/iea-publications/
https://iea-wind.org/iea-publications/
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要旨 
 

電力・エネルギーシステムの設計と運用は、進化しつつある分野である。ネット

ゼロカーボン・エネルギーシステムにむけた野心的な目標が世界的に発表される中、

将来の脱炭素電力システムに向けた多くのシナリオが描かれているが、その多くは

風力や太陽光などの変動する再生可能エネルギーを大量に利用したものである。電

力システムの安全な運用は、ますますやりがいのあるものとなっている。変動する

再生可能エネルギーと新たに電化(エレクトリフィケーション)された負荷の両者が

ともに増加し、送電と配電のシステム間の調整を必要とする配電システム資源も増

加することで、システムごとにいくらか異なる課題をもたらすことになる。将来の

電力・エネルギーシステムを研究するためのツールや手法も進化する必要があり、

短期的な運用面(電力システムの安定度など)と長期的な運用面(供給力のアデカシ

ーなど)の両者で、おそらく新しい運用・設計のパラダイムが見られるようになる

と考えられる。大量の変動発電を伴う電力システムの運用と計画の経験が蓄積され、

インバータを用いた非同期発電の課題に取り組む研究が進んでいる。また、エネル

ギー転換とデジタル化によって、短期的にも長期的にも、新たな柔軟性の機会がも

たらされる。 

本報告書は、国際エネルギー機関(IEA)の風力発電技術協力プログラム(TCP)Task 

25 における国際協力に取り組む 17 ヶ国から得られた経験と研究結果をまとめたも

のである。主な報告事項は以下のとおりである。 

• 風力・太陽光発電の出力と予測をシステム運用とシミュレーションに

組み込む方法(第 2 章) 

• 送電システムと発電容量の長期的なアデカシーを計画する方法(第 3

章、第 4 章) 

• 安定面を含む電力システムの運用の管理方法(第 5 章) 

• 将来の電力・エネルギーシステムにおける風力エネルギーについて、

不必要な出力抑制を避け、風力発電所から電力システムに対する支援

を提供し、運用方法と柔軟性を改善しつつ、風力エネルギーの価値を

高める方法(第 6 章) 

• 再生可能エネルギー100%システムの実現に向けて現状を打破し、課題

を浮き彫りにし、評価に必要な方法論を進化させる(第 7 章) 

附録には、2021〜2024 年の Task 25 に貢献するいくつかの進行中の研究プロジェ

クトへのリンクが記載されている。 

Task25 の参加国では、電力消費に占める風力発電の割合が平均して増加している

ことが報告されている。2020 年には、米国アイオワ州、ノースダコタ州、カンザス

州で電力消費に占める風力・太陽光発電の割合が 60%以上、デンマークで 50%、ア

イルランド、米国オクラホマ州、サウスカンザス州で 35%以上、ドイツ、米国ワイ

オミング州で 30%以上、ポルトガル、スペイン、ギリシャ、英国、オランダ、スウ

ェーデン、米国テキサス州と他の 5 州では 20%以上であった。ある時間帯では、風

力発電の瞬間的シェアがデンマーク(213%)、ポルトガル(109%)で 100%を超え、ア

イルランドでは需要の 95%を風力発電が占め、イタリアとドイツでは風力・太陽光

発電で 80%以上を記録している。アイルランドやイギリスの孤立電力システムやテ

キサスの同期システム以外では、こうした風力の高いシェアは電力システム全体に

及んでいない。中欧や米国の東部系統、西部系統といった大規模な大陸系システム

における風力・太陽光の割合は、まだ 10～15%と中程度である。 
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風力発電の変動性と不確実性－課題と入力情報の重要性 

電力システムや需給調整地域において、風力発電の実測データや集合化されたデ

ータの量が増えている。その一方で、気象学的な入力も品質が向上し、地上からの

さまざまな高さにおけるより良い風のシミュレーションデータが提供されている。

これにより、平滑化の影響を捕らえ、将来のシミュレーションのための代表的なデ

ータセットを提供できる。 

電力システムのエリアにおける風力発電所の分散は、変動性に影響を与えると考

えられる。欧州の大規模電力システム全体のデータでは、定格容量の 5%未満と風

力発電の出力が低くなることは非常に稀であり(年間 1 時間)、設備容量の 10%未満

となる期間は最長でも 40時間未満である。暴風雨があると、風力発電の出力変化速

度が最大となり、予測誤差も最大化する。風車の技術開発により、風力発電所の変

動は少なくなってきている。風力と太陽光は日中、年間を通じて補完性があり、そ

の集合化された変動性はそれぞれの供給力が単独で存在する場合よりもかなり小さ

くなる。 

短期予測の精度は今も向上している。確率的な予測は、システム運用のためのよ

り多くのデータを提供し、予測の不確実性をよりよく評価することができる。風予

測の誤差のシミュレーションの事例を積み重ねることは、今後の電力システムのシ

ミュレーションに役立つ。 

 

広域送電計画に向けて－オフショアグリッドの利用 

火力発電の廃止や電化による需要増に加え、風力や太陽光発電の大幅な増加が、

将来の電力システムの計画シナリオを後押ししている。送電容量の増大は、すべて

の将来シナリオで見ることができる。送電によって、風力の変動による影響が軽減

され、電力システムの信頼度が高まり、利用可能な発電資源をより効率的に利用す

るのに役立つ。電力システムを広域に拡張するためのコストは大きいが、シナリオ

ではそれが年換算コスト全体に占める割合は比較的小さく、良い費用便益比が得ら

れる。風力や太陽光の発電電力量が多ければ多いほど、送電設備の便益はさらに大

きくなる。広域レベルや大陸レベルの送電のための連系線への投資は、その価値が

高まっている。 

他のエネルギー部門(セクター)の脱炭素化やセクターカップリングにより、グリ

ーン転換における洋上風力の重要性はさらに高まると予想される。オフショアグリ

ッドやエネルギー島構想は、将来的には相互接続された送電システムの一部になる

と考えられている。 

 

資源アデカシー：風力発電の容量価値の推定から将来のシステムアデカシー評価 

方法の変化まで 

風力には容量価値がある。この価値は風力発電の容量が十分に分散した広域にな

るほど高くなる。風力や太陽光が主流となる将来の電力システムにおいて、発電容

量(資源)のアデカシーが懸念されている。ピーク容量を増やす従来の方法がコスト

高になる時代がいずれ来るため、現在のツールでは把握できない需要や電力貯蔵の

柔軟性を考慮した新しい指標と方法が必要である。複数のエリアを考慮して電力シ

ステム全体の資源アデカシーを考慮することは重要であり、欧州では近年実践され

ている。将来、より頻繁に起こる可能性がある異常気象を把握するためには、より

多くの気象年のデータが分析に必要である。 
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短期的な需給調整：必要な運転予備力要件の見積りから安定度の評価まで 

風力・太陽光エネルギーが短期的信頼度に与える影響には、短期的な需給調整へ

の影響や周波数制御のための適切な量の運転予備力の設定などが含まれる。太陽光

発電や風力発電のシェアが拡大するにつれ、電力システムの動的変化に対する影響

を評価することがますます重要になっている。変動や不確実性の影響を評価するこ

とに加え、インバータのような非同期電源の接続も考慮することが必要になる。 

従来の統合検討では、風力や太陽光が運転予備力に与える影響を検討していた。

ドイツ、米国テキサス州、米国西部系統の経験からは、次のような別の結果が見え

ている。運用方法を変更することで、風力や太陽光の変動がもたらすよりも大きな

予備力利用の節約になる。需給調整の共有、予備力の動的な設定の高速化、風力発

電所による高速応答などが、システム運用の強力なツールになることが示されてい

る。 

風力や太陽光に関する安定度の問題を初めて経験したことで、風力および太陽光

発電所における制御や保護設定の重要性が、事故発生時の対応において浮き彫りに

なった。システムの安定度解析は、主に周波数安定度から始まり、慣性監視のため

の新しいツールが開発された。同期発電機を十分に稼働させること、周波数応答制

御の高速化、同期調相機の市場投入などに重点を置いた緩和策をとっている。また、

短絡電流レベルの低下や、同期発電機の変動による電圧維持機能の低下により、電

力システムの事故の結果として電圧低下の影響を受けるエリアが拡大するため、脆

弱な電力システムの問題についても検討されている。風力発電所のグリッドフォー

ミングコンバータにより、強化されたシステム支援機能を発揮することができる。 

 

風力発電の価値の最大化と出力抑制の最小化：運用方法の改善、柔軟性、システム

支援サービスの提供 

柔軟性の高い電力システムは、変動エネルギー源をより高い価値で利用できる。

したがって、風力発電の価値を最大化する主な方法は、風力発電自体ではなくその

外部に存在する。しかし風力発電は、システムサービスを提供することによっても

その価値を高めることができる。こうすることで全ての風力発電所は、特に余剰電

力がある場合に風力発電所従来型発電からシステムサービスを調達したり、風力発

電の出力抑制をさらに強いられる事態を回避できる。 

一部の出力抑制はシステム運用上効率的であるが、変動電源を広範囲に出力抑制

することは、電力システムの柔軟性が不十分であることを示すものである。最近の

出力抑制の情報によると、中国では以前は大きかった出力抑制が、主に新たな電力

システムの構築によって緩和されたことが明らかになっている。欧州では、風力や

太陽光の比率が高まるにつれて、徐々に出力抑制が強まっている。電力システムの

混雑が主な原因だが、安定度の問題によるシステム制約も一因となっている(アイ

ルランド、米国テキサス州、イタリア)。 

風力発電所や太陽光発電所は、周波数維持や電圧支持サービスを提供する能力が

あることがすでに立証されている。グリッドコードでこうしたサービスを義務付け

るのではなく、それらのサービスやその報酬をより広く活用することは、変化の途

上にある。市場設計は、予測誤差の影響を回避または軽減するために、少量かつほ

ぼリアルタイムでの入札サービスを可能にする役割を担っている。新しい機能が研

究の対象となっており、例えばグリッドフォーミング機能のニーズを将来のシステ
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ムがどのように定義するかは、今後検証されるべきである。 

セキュリティマージンを決定するためのほぼリアルタイムの情報に加え、有効電

力管理(移相変圧器、動的線路定格、潮流制御)および無効電力管理(リアクトル/コ

ンデンサ、同期調相器、STATCOM)を用いた電力システム運用により、既存の電力

システムインフラを最大限に利用することができるようになっている。混雑管理は

進化しており、配電システムに接続された資源から柔軟性を引き出す新たな方法が

開発されている。 

柔軟性の向上、動的価格、新たな柔軟性供給源を認める市場設計は、将来的に風

力発電所発電電力量の主な収入としていた風力発電所に影響を与えると考えられる。

特に現在、価格が急落し余剰電力量が出ている状況は、新たな需要、さらには輸出

やエネルギー貯蔵 によって緩和されると考えられる。これによって、余剰時間帯

の風力発電の価値が維持される可能性がある。 

将来の電力システムにおける風力エネルギーの価値を見積もることは、統合コス

トを見積もるという古い取り組みに取って代わるものである(システム統合コスト

という考え方は、用いられている方法に対して完全な合意に至らず、その有用性は

失われてしまった)。 

 

再生可能エネルギー100%の電力システムおよびネット・ゼロ・エネルギー・シス

テムの実現に向けての現状の打破 

再生可能エネルギー100%の電力システムにおいて、時間あたりのエネルギー需給

バランスをどのように維持するかについては、多くの技術・経済的な研究がなされ

ている。ネットゼロカーボン・エネルギーシステムに向けた意欲的な目標が世界中

で発表される中、将来の脱炭素電力システムに向けた多くのシナリオが描かれてい

る。運用の内容は適用する手法によって大きく異なるが、一般的に電力システムの

安定度は、時間ごとの消費と出力の一致に主眼を置いた(発電電力量ベースでの需

給の一致という観点からの)100%研究において見落とされてきた。 

インバータ・ベース 100%の電力システムの安定度について初めての研究が行わ

れ、有望な結果が得られている。風力と太陽光発電は、将来の電力システムに大き

く貢献し、現在の電力需要の 150%から 300%という意欲的な電化需要の増加に必要

な再生可能エネルギーを確実に提供する。これらはまた、インバータの能力をフル

に活用することで、将来の電力システムの基幹となる可能性を秘めている。これは

まだ進行中であるが、非同期電源が支配的な電力システムの運用と長期的な資源ア

デカシーの新たなパラダイムが開発されつつあり、システム運用者のために一連の

新しいツールや方法が実装されている。 
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1. はじめに 

風力発電の統合による実用化の経験も積み重なっている。2016 年、風力発電は欧

州連合のエネルギー需要の約 10%をカバーしていた。この割合は 2020 年には 15%

に増加した。欧州の消費量における年間の風力シェアを図 1 に、米国の出力におけ

る風力と太陽光のシェアを図 2 に示した。2020 年には、主に電力需要の減少により、

電源構成(エネルギーミックス)はロックダウン対策後に再生可能エネルギーへ大き

くシフトした。米国アイオワ州、ノースダコタ州、カンザス州で電力消費に占める

風力・太陽光の割合が 60%以上、デンマークで 50%、アイルランド、米国オクラホ

マ州、サウスカンザス州で 35%以上、ドイツ、米国ワイオミング州で 30%以上、ポ

ルトガル、スペイン、ギリシャ、英国、オランダ、スウェーデン、米国テキサス州

と他の 5 州では 20%以上であった(IEA Wind, 2021; USDoE, 2021)。 

アイルランドやイギリスの孤立システムやテキサスの同期システム以外では、こ

うした風力や太陽光の高いシェアは同期システムレベルでは記録されていない。中

欧や米国の東部系統、西部系統といった大規模な大陸レベル電力システムにおける

風力・太陽光の比率は、まだ 10～15%といった中程度のレベルである。 

また、表 1 や図 4 に示したように、風力発電の比率が瞬間的に高くなるのも興味

深い。デンマークでは、変動性再生可能エネルギーが 845 時間にわたって需要を上

回り、2020 年には需要の 213%という高水準に達した。デンマークの西部エリアで

は、100%以上の比率が2,117時間にわたって記録され、最も極端な時間帯では 350%

に達した(需要 1,041MW に対して 風力+太陽光 3,637MW)。ポルトガルでは、風力

発電が 100%超となる事象も発生しており、2018年は最大で需要の 109%になった。

アイルランドでは需要の 95%を風力発電が占めることもあるが、それに対して輸出

も含む非同期電源の許容比率は 70%である。スペインとドイツでも高い比率が記録

されている。風力発電の平均的な比率から、電力システムへの風力発電の統合の課

題のすべてが分かるわけではない。図 3 に示すように、風力発電の設備容量が最小

負荷と輸出能力に対する比率として示される指標も使われている。 
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図 1 2020 年における欧州の総電力消費量に占める風力発電のシェア 

( 出典：IEA Wind TCP Annual Report 2020 and WindEurope statistics, https://windeurope.org/ ) 

赤字：変動電源(風力＋太陽光発電)のシェア 

 

 
図 2 2020年の米国における風力・太陽光発電の総出力に占める割合 

アイオワ州の平均風力発電のシェアは 50%を超え、カンザス州は 40%を超える。 

いずれも風力発電が中心となっている。(出典: ACP, 2021) 

 

 

https://windeurope.org/
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表 1 需要に対する風力発電出力の平均値と最大値の比率 

(2020 年。赤字の値は過去のもの) 

 

国・エリ

ア 

デ
ン
マ
ー
ク 

ア
イ
ル
ラ
ン

ド 

ア
イ
ル
ラ
ン

ド
島 

米
国
テ
キ

サ
ス
州 

ポ
ル
ト
ガ
ル 

ド
イ
ツ 

ス
ペ
イ
ン 

英
国
グ
レ

ー
ト 

ブ
リ
テ
ン
島 

ス
ウ
ェ
ー
デ

ン 

フ
ラ
ン
ス 

イ
タ
リ
ア 

風力発電
設備 

容量 [GW] 
6.2 4.3 5.6 31 5.4 62.2 27 23.4 10.1 17 10.6 

風力発電
発電 
電力量 

[TWh/年] 

16.2 11.1 13.8 95 12.1 131 53.8 72.9 27.5 39 18.5 

太陽光発
電設備容量 

[GW] 
1.3   0.3 6   54.1 14     10   

太陽光発電
発電 

電力量 [TWh/ 
年] 

1.2   0.1   1.3 51.4 19     13   

ピーク負
荷 [GW] 6.7 5.3 6.9 75 8.7 75.7 40 50 26.6 83 56.6 

最小負荷 
[GW] 1.6 2 2.4 27 5 33 16 18.1 8.9 29 19 

消費電力
量 [TWh/年] 35 29 37   49 553 238 324 136 445 302 

連系線最
大輸出容量 

GW 
6.3 1 1 1.2 3.8 16.8 8.1 4 10 17 3.6 

風力+太陽光
最大 

比率(1時間単
位) 

213% 96% 89% 59%   74% 70%     32%   

風力+太陽光
最大 

比率(日単位) 
138%           59%     26%   

風力+太陽光
最大 

比率(月単位) 
67% 56% 56%       34%     14%   

年間発電
電力量に占
める風力 
発電のシェ

ア 

47% 38% 37% 24% 25% 24% 23% 23% 20% 9% 6% 

年間発電電
力量に占める
風力＋ 

太陽光のシェ
ア 

50% 38% 38%   27% 33% 31% 23% 20% 12% 6% 

ピーク負荷
に占める風力
の比率 

93% 81% 81% 41% 62% 82% 66% 47% 38% 21% 19% 

最小負荷
に占める風
力の比率 

78% 146% 165% 109% 61% 125% 110% 106% 53% 38% 47% 
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図 3 2020 年の消費電力量、ピーク負荷容量、重大な低負荷局面(最小負荷＋最

大輸入容量)に対する風力発電の比率(出典: 表 1 に同じ) 

 

 

風力発電の年間発電電力量に対するシェア 

図 4 1 時間、1 日、1 ヶ月単位の風力発電の比率と年間発電電力量に対する 

シェア 

デンマーク、フランス、ドイツ、ポルトガル、アイルランド、米国テキサス州、イタリアの 2017

年、2019 年、2020 年の記録値。三角印は 2017 年の風力と太陽光の合算データ。 

 

負荷や他の発電方式に加え、風力発電によって電力システムの運用に新たな変動

性と不確実性が発生する。この問題に対処するためには、電力システムのさらなる

柔軟性が必要となる。柔軟性の必要性が高まるかどうかは、風力発電がどの程度シ

ステムに組み込まれているか、電力システムに既にどの程度の柔軟性が存在してい

るかなど、いくつかの要因に左右される。電力システムに対する影響の研究は、国

内または電力システムの制御エリア内で可能な風力発電の導入目標を定義するため
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の第一歩であることが多いため、このような問題に関連して一般に受け入れられて

いる標準的方法論を適用することが重要である(Holttinen 編著: 風力・太陽光発電統

合検討 推奨実施手法に関する専門家会合報告書(2018)を参照のこと)。これまで経

験や研究結果から得られた知見をまとめた報告書からは、風力発電の統合の課題、

便益、緩和策の可能性に関する貴重な情報が得られている(Holttinen et al, 2009; 2012; 

2016; 2019)。本報告書は本シリーズの最新版であり、より新たな結果からの更新内

容を含んでいるが、今も有効な過去の結果も部分的に記載されている。 

事例研究の結果は、7 つの章にまとめられている。まず第 2 章では、大規模風力

発電の変動性と不確実性に関する最新情報を提供する。第 3 章と第 4 章は風力発電

に伴う長期的計画の問題、システム計画と容量アデカシー(供給信頼度)を取り上げ

る。第 5 章と第 6 章では運用の影響、すなわち短期的信頼度(安定度および予備力)、

および運用タイムスケールにおける風力の価値の最大化(需給調整に関する問題)に

ついて述べる。第 7 章では風力発電のシェア向上のための最新の風力統合検討を紹

介し、第 8 章に結論を述べる。付録には、2021〜2024 年の Task 25 に貢献するいく

つかの進行中の研究へのリンクが記載されている。  
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2. 電力システム全体にわたる風力・太陽光発電の 

変動性と不確実性 
 

地域全体や電力システム全体の需給調整に関わる風力発電のデータは、統合検討

のための重要な情報である。集合化されたサイトや将来の風力発電の予測を十分把

握できないと変動性や不確実性の平滑効果を捉えることができないため、風力発電

の電力システムに対する影響の見積もりが不十分なものとなる。 

風力発電の変動は、他の電源の運用に変化をもたらす。風力発電の初期計画での

不確実性に対応するとなると、より短い時間スケールでの変更となる。風力発電は、

電力システムの変動要因、不確実要因のひとつに過ぎない。電力需要、計画外の機

器の故障、流れ込み式水力発電や太陽光発電が、電力システムにおける集合化され

た変動性の一因となる。システム運用者は、電力システムの正味の変動性や不確実

性に対応しなければならない。変動性要因や不確定性要因ごとに個別に設定された

影響を単純に加算することは、電力システムの非効率な管理につながる。 

風力や太陽光のシェアが大きくなると、変動性や不確実性に加え、インバータに

よる非同期電源の接続が電力システムの運用に変化をもたらす。これは第 5 章で議

論する。 

 

2.1 変動性 

電力システム全体のエリアを見た場合、風力発電の変動性と不確実性のいずれに

ついてもかなりの平滑効果がある。平滑化効果の程度は、地域の大きさ、地域内の

風力発電所の位置や分散具合、地域の気象条件などに依存するとことになる。これ

までの研究では、平滑効果は極値的な変動の測定値や極値的な予測誤差に対しても

生じており、これらは広域のエリアのほうが相対的に小さくなる。変動性と予測可

能性の間には線形に近い関係があることが明らかになっており、風力発電の変動性

が小さいほど、予測誤差も低くなる。洋上風力発電については、発電所の大部分が

狭いエリアに集中している場合には、変動性や不確実性がより大きくなる。また変

動性は短いタイムスケールの場合に小さくなる(Holttinen et al., 2016)。 

 

2.1.1 風力発電の実測値からの変動性 

図 5 は、1 つの国および需給調整した地域の風力と負荷の例であり、ドイツの風

力発電を集約した場合の全般的な変動性状況を示している。 

いままで研究対象であった大規模風力発電の実側データが、より入手できるよう

になってきている。欧州連合(EU)における実際の風力発電の変動性は、欧州風力発

電協会(WindEurope)のウェブツール “Daily Wind Power Numbers” で分析されている

(https://windeurope.org/about-wind/daily-wind/)。欧州全体の発電と需要のプロファイ

ル、および各国の風力発電のシェアは、欧州送電システム運用者ネットワーク

(ENTSO-E)の「トランスペアレンシー・プラットフォーム」を通じて提供される前

日情報を基に、WindEurope の年間設備容量と合わせて毎日発表されている(図 6)。

月毎の出力の分布を図 7 に、風力発電の設備利用率毎の頻度分布を図 8 に示す。 

 

  

https://windeurope.org/about-wind/daily-wind/
https://windeurope.org/about-wind/daily-wind/
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図 5 ドイツにおける風力発電の平滑化効果 

風力発電所の集合化が進むにつれ、相対的な変動が平滑化される。 

(出典: Fraunhofer IWES, 2015) 

 

 

 

 

図 6 EU における 2017 年の 1 日の風力発電出力(上段)と EU および英国におけ

る 2020年の 1日あたりの風力発電出力と需要(下段)  

(出典: WindEurope) 

  



 

23 

 
図 7 EUおよび英国における 2020年の時間あたり出力の分布 

月ごとに中央値、10 パーセンタイル、90 パーセンタイルの値が表示されている  

(出典: WindEurope) 

 

 

 

図 8 2017 年の 1 時間毎の風力発電データに基づく設備利用率(設置定格容量に

対する平均出力)の確率曲線および出力の持続曲線 (出典: WindEurope) 

 

2017 年は 6 月 2 日 10 時に 7.8 GW(風力発電設備容量の 5%)の最小値、10 月 28 日

20時に 88 GW(風力発電設備容量の 52%)の最大値が記録されている。設備利用率は

平均で 22.3%であった。洋上風力発電の設備利用率は、より大きな範囲により均等

に分布しており、頻度分布の値は陸上よりも概して大きな値を示している(図 8)。

洋上風力は陸上風力よりも設備容量が小さく、主に北海に集中しているため、陸上

風力の分布が 10〜30%であるのに対し、洋上風力のそれは最小 0%、最大 75%であ
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った。 

2020 年の欧州の 1 年間の風力発電出力(陸上と洋上の和)は、8 月 27 日 08:00 の最

低 8.7 GWから 3月 13日 13:00の最高 109 GWまでであった。記録的出力に達したの

は 2 月 10 日で、全施設の平均設備利用率は全日で 60%だった。2 月全体の電力需要

のうち、24%を風力がまかなった(EU と英国を合わせた 2020 年全体で見れば 16.6%

であった)。 

 

風車技術が変動性に与える影響 

設置場所の地理的分布に加え、設置された技術も風力エネルギーの変動性に影響

を与える。ハブの高さを高くし風車定格を小さくすると、設備利用率が増大する。

また、MW 換算の変動性は大きくなるが、相対的な変動は小さくなる傾向がある 

(Koivisto et al., 2019)。つまり、同じ量の年間 TWh を、変動性を抑えてかつ、より低

い設備容量で発電することが可能となる。 

選択された風力技術は嵐の際の挙動にも影響を与える。これは洋上風力の設置密

度の高い地域での洋上風力の極端な出力変化率に対して特に重要である (Murcia 

Leon et al., 2021)。 

 

風力発電の少ない時期 

より広域な地域では、どこかで必ず風が吹いている。これは、欧州の 1 時間毎の

データで証明されている。しかし、風の弱い時期には、出力が平均よりはるかに低

くなることがある。 

欧州の弱風期間を調べるために、2017 年のデータに対して閾値を変えることによ

りた分析が WindEurop によって行われた(図 9)。今回の分析に利用した設備容量は

2016 年末のものであり、12 月末の設備容量が 1 月初めの設備容量より 10%高いた

め、設備利用率が若干過大評価される可能性がある。風力発電の総出力が設備容量

の 5%未満となったのは、1 回だけであり、期間は 2 時間だった。風力発電が設備容

量の 6%未満となるのは 17 時間あったが、これは 5 時間未満の事象が個々に発生し

たものである。風力の設備容量が 10%未満であった時間は 430 時間であり、事象の

ほとんどは 10 時間未満しか継続せず、最長のもので 38 時間継続した。 

2019 年については、設備容量の 5%未満は 1 時間のみ、設備容量の 8%未満は最大

で連続 13 時間、設備容量の 10%未満は連続 34 時間だった。 

 

 
図 9 2017 年、欧州で風力発電が一定の設備利用率を下回った事象数と期間 

 (出典: WindEurope) 
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暴風雨時の極端な出力変化 

暴風時の極端な出力変化は、以下の各国で記録されている。 

• ドイツ：1 時間で設備容量の 12%という最大の出力低下を記録したのは、

2014 年 2 月 14 日の暴風雨の時であった。3 年分のデータから、最も大きな

出力変化を記録したのは、15分以内に設備容量の–5.8%から+5.1%、1時間以

内に–12.5%から+11.9%、5 時間以内に–38%から+45%にそれぞれ変化したと

きであった。2019 年と 2020 年は、1 時間当たりの最大出力変化が設備容量

の 10%未満であった。 

• ポルトガル：2019 年に観測された最も厳しい風力発電の出力変化は、5 分間

で–6.5%と+6.9%の間、1時間で–16.6%と+19.5%の間、5時間以内に–48.7%と

+55%の間での変化であった。これらは、過去に観測された–19.2%から

+24.6%(1 時間以内)、–50.6%から+63.6%(5 時間以内)という出力変化よりは

小さい。データの出典：TSO REN 

• デンマーク： 2013 年 10 月、風力発電が 2 時間以内に 3000 MW から 1000 

MW に減少した最大の暴風雨がシステム運用者の Energinet によって報告さ

れた(1 時間で容量の 25%、15 分で容量の 6%)。 

• スペイン：2019 年の最大の出力変化は、設備容量に対して 1 時間で+15.7%

と–17.9%の間、10 分間で+4.4%と–4.0%の間の変化であった。2018 年の 1 時

間ごとの出力変化は、設備容量に対して最大で+15%と-13.4%の間であった。 

ドイツの場合、極端な出力変化は 3年以上のデータ(2012年 1月の風力発電 28,575 

MW から 2015 年 4 月の 38,104 MW まで)によるものである。最大の出力変化速度と

予測誤差は、その間に記録された 130 回の暴風雨の際に発生した。 

特別なストーム制御技術を適用して、暴風雨時の予想出力変化率を下げることが

できる。これは特に(洋上の)風力発電所の大規模集中地域に影響を与えると考えら

れる(Murcia Leon et al., 2021)。 

 

2.1.2 電力システムの大きさと風力発電の分散に関する平滑化の影響と指標 

入力データが変動性を過大または過小に予測していないことを確認するために、

データの変動や平滑化の影響をチェックすることが必要な場合がある。これは、既

存の風力発電データを等倍する場合や、まだ配備されていないサイトでの将来の風

力発電を模擬する場合である。 

Kiviluoma et al. (2014) では、複数の電力システムの風力発電の変動性に対する指

標が算出されている。この指標は、3 つのタイムスケールにおける風力発電の出力

変化速度を、3 つの出力変化超過レベルで組み合わせたものである。風力発電設備

利用率と風力発電設備容量の中心からの平均距離を用いた回帰モデルで、変動性の

大部分を説明することができている(図 10)。 
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図 10 設備利用率、平均距離、平均距離の対数を従属変数とした leave-one-out

法による実現変動性指数(青丸)と予測変動指数(赤十字) (出典: Kiviluoma et al, 2014) 

 

電力システムの大きさと風力発電所の分散に対する指標に対し、Olauson et al. 

(2016) によって等価システム半径(REQ)が提案されている。ポイントは、風力発電

システムは、それぞれの間の距離によって出力の相関が指数関数的に減少すると仮

定すると、実際の電力システムと同じ分散を持つ一様な円で表すことができること

である(図 11)。 

 

 
図 11 ドイツと BPA(米国ボンネビル電力局)の等価システム半径(REQ)の図解 

なお、BPA の発電所は比較的小さなエリアに集中しているため、電力システム全体の大きさに比

べて REQ は小さくなる。特に、(–300,100)にある小さな発電所は、REQ にあまり影響を与えない 

 (出典: Olauson et al., 2016) 

 

2.1.3 風力エネルギーのシミュレーション値からの変動性 

再解析データセットは、統合検討のための風力発電のモデル化に日常的に利用さ

れている。電力システム全体の風力発電の実測データが出始めると、2016 年には推

定データの方が実測データより変動性が大きいことが示された。再解析(ドイツ)や

測定(オランダ)による風速データを使用すると、たとえ広く分散したデータを用い
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て大規模風力発電のシミュレーションをしても、実際に測定された大規模風力発電

のデータよりも時間ごとの変動性が大きい結果となった(Kiviluoma et al. 2016)。 

しかし、ECMWF(欧州中期予報センター)による新しい欧州の再解析 ERA5 は、

国全体の出力と個々の風車について、よく用いられる MERRA-2(研究・応用のため

の現代遡及解析バージョン 2)よりもかなり良い性能を有する(Olauson et al., 2016)。

平均すると、ERA5 では誤差が約 20%小さくなっているが、国によってその減り方

はさまざまなである。 

米国では、国立再生可能エネルギー研究所(NREL)が、太陽時系列データには全国

日射量データベース(NSRDB)を、風データには風力統合全国データセット(WIND)

ツールキットを組み合わせて利用している  (https://www.nrel.gov/grid/wind-

toolkit.html)。どちらも北米大陸を何年間分もカバーしている。 

フランスでは、Jourdier (2020)によって、次のようなさまざまな再解析プロダクト

とモデルを用いた風力発電のシミュレーションが比較されている。米国航空宇宙局

(NASA)の MERRA-2や ECMWFの ERA5、さらに高解像度の地域別データ(ドイツ気

象局 DWD の COSMO-REA6 やメテオ・フランスの AROME 数値気象予測モデル)、

メソスケールの新しい欧州風況アトラス(NEWA)などがある。2015 年のフランスと

各地域の風力発電のモデル値と実測値の比較を図 12 に示す。図 12(a)は、各地域(マ

ーカーのスタイルで識別)と各モデル(マーカーの色で識別)について、設備容量の

割合の偏差(モデル観測、y 軸)と 30 分風力発電時系列の相関係数(x 軸)の関係を示

す。図 12(b)-図 12(e)は、(b)フランス全土、(c)ブルターニュ、(d)イル・ド・フラン

ス中央圏、(e)オクシタニー地方圏およびプロバンス＝アルプ＝コート・ダジュール

地域圏の風力発電設備利用率の平均日周変動(黒)とモデル(各色)である。図 13 で

は、平均電力の偏差(モデル・観測)を設備容量に対する割合で表している。データ

は 2015 年のものであり、損失係数は 15%である。 

 

 

図 12 2015 年のフランスと各地域の風力発電のモデル値と実測値の比較 

(出典: Jourdier, 2020) 

  

https://www.nrel.gov/grid/wind-toolkit.html
https://www.nrel.gov/grid/wind-toolkit.html
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図 13 都市スケールで DSO データベースと比較した風力発電出力模擬の 

    局所的偏差 

(a) MERRA- 2, (b) ERA5( 予 測 ), (c) COSMO-REA6, (d) NEWA, (e) AROME に 基 づ く 

(出典：Jourdier, 2020) 

 

時系列シミュレーションツールは、風力発電や太陽光発電の導入量が変化する将

来シナリオに特に有効である。さまざまなタイムスケールでの風力と太陽光の時間

的、空間的な相互関係を捉える必要がある。また、隣接するエリアにおける再生可

能エネルギー電源の時系列を正しい相関関係で用いることが重要である。デンマー

ク工科大学の風力エネルギーツール CorRES(再生可能エネルギー源の相関)は、大

規模な大陸横断システム上の風力太陽光を合わせた時系列を生成している(図

14)(Nuño et al, 2018)。これは、ENTSO-E が年 2 回発行する「10 年ネットワーク開発

計画」において、汎欧州大陸電力システムの長期計画に用いられている原注1。 

特に近接して設置された大規模な洋上風力発電所が暴風雨により停止した場合、

最も重要なタイムスケールは 1 時間ごとよりも高い頻度となる可能性があり、1 時

間未満の出力変化率の正確なモデル化が必要となる(Koivisto et al, 2020a)。 

  

 

 

原注1 https://tyndp.entsoe.eu/ 

https://tyndp.entsoe.eu/
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図 14 太陽光発電と風力発電の時系列生成ツール CorRESの模式図 

(出典: Nuño et al., 2018) 

 

2.1.4 風力と太陽光の相補性 

風力と太陽光エネルギーにはかなりの補完性があり、太陽光資源が少ない日は風

力資源が多く、その逆もあり得る。フランスの例を図 15 に示す。 

 

 
 

図 15 フランスにおける 2020 年の 3 週間の風力と太陽光の時系列の例 

(出典: ENTSO-E Transparency: https://transparency.entsoe.eu/) 

 

風力発電と太陽光発電の相補性を利用して、需要に対応する能力を向上させるこ

とができる。負荷と残余需要の変動性を考慮した電力システムの風力と太陽光の最

適化したシェアは、ポルトガルの場合で 2,020 MW の太陽光発電＋3,560 MW の風力

という結果になった(図 16)(Couto & Estanqueiro, 2020)。 

https://transparency.entsoe.eu/
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図 16 風力と太陽光の比率を最適化し、相補性を最大化するポルトガルの例 

上図：各シナリオにおける風力/太陽光発電容量、下図：年間 5%のエネルギー余剰がある場合の

全シナリオの日別プロファイル。STD と HSC は、年間標準偏差に基づく残余需要の年間変動性、

および 1 時間残余需要ステップ変化の標準偏差をそれぞれ最小化基準としたものである。 

(出典: Couto & Estanqueiro, 2020) 

 

2.2 不確実性 

変動性と同様に、電力システムの運用においては、極値的な予測誤差は運転予備

力の設定に重要な要素である。大きな出力変化を伴う事象や風力・太陽光の発生を

予測することは、有用である。電力システムのシミュレーションにおいて、将来の

予測誤差が現在よりも小さくなることを考慮する場合や、既存のデータがない新し

い地域に設置される風力発電の模擬を行う場合には、シミュレーションによる予測

が必要となる。 

風力発電の出力の不確実性は、集約された分散型風力発電の方が小さくなる(図

17)。風力発電は今後、より正確な予測方法が開発され、運用方法もより良い予測

精度でより迅速な判断ができるように進化することで、不確実性が減少していく。

短い時間軸の場合、風力発電所や気象観測所から直接、リアルタイムで正確かつ代

表的な測定を行うことで、精度が向上する。 
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図 17 ドイツにおける風力発電の予測誤差に対する集約の便益の例 

より多くの風力発電所を集約することで、すべての予測期間において相対的な予測誤差(二乗平均

平方根誤差として測定)が減少する。(出典: Fraunhofer IEE, adapted from Dobschinski, 2014) 

 

2.2.1 観測可能なナウキャスト 

観測可能性も分散型発電の課題であり、出力の一部をリアルタイムで予測する必

要があることを意味することになる。コスト面や建設時の技術的要件から、個々の

太陽光パネルや第 1 世代の風車、あるいは一部の小水力発電装置には、リアルタイ

ム計測装置がないことが多い。ドイツでは、送電システム運用者(TSO)が直接監視

している風力(および太陽光)発電はごく一部であり、大部分はナウキャストを用い

てリアルタイム推定が行われている(Biermann et al., 2005)。 

スペインでは、すべての小規模発電事業者がディスパッチセンターを通じて報告

することを義務付け、98%以上の風力と太陽光がリアルタイムで監視されるように

なった(Holttinen et al., 2011)。系統システム運用者の REE は、再生可能エネルギー制

御センター(CECRE)を通じて、設置されている風力発電の 98.6%の遠隔測定データ

を受け取っており、そのうち 96%は制御可能(15 分以内に所定の設定値に出力を合

わせることができる)である。スペイン全土に広がる約 800基の風力発電所への通信

配置は、10 MW 以上のすべての分散型電源を CECRE に集約し接続することを実現

した。風力発電をリアルタイムで監視・制御することで、電力供給の品質とセキュ

リティを維持しながら、再生可能エネルギーの統合を最大化し、出力抑制を減らす

ことができる。 

2021 年、フランスでは風力発電の 81%が直接計測可能である。これは、短期的な

予測が大量のリアルタイムのモニタリングに基づいており、そのため予測が非常に

正確であることも意味する。しかし、太陽光発電については、現在、フランスの設

備容量の 3 分の 1 以上がリアルタイムでの出力測定や推定を行うことができない。

発電所の出力と近傍にある他の監視対象発電所の出力とに大きな相関があることが

確認できれば、計測機器を直接接続しなくてもリアルタイムに出力を推定可能であ

る。発電機の出力を推定できない場合、通常、リアルタイム出力は直近の予測に一

致しているとみなされる。フランスでは、ほとんどの小規模分散型太陽光発電設備

がそうであり、それらは一つに集合化され扱われている。フランス全土で約 5 km×5 
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km の空間分解能で地上の日射量を推定し、15 分更新の画像衛星を利用し、機械学

習手法、つまり「物理」モデルと組み合わせることで、将来的には地域の太陽光出

力をリアルタイムで高品質に推定することが可能になる。衛星画像と雲動ベクトル

法を組み合わせれば、超短期の太陽光出力予測の妥当性が向上すると可能性がある

(Kasmi, 2021)。 

 

2.2.2 極値的な予測誤差イベント 

極値的な予測誤差は、運転予備力の必要性を増大させる。5.1 節を参照のこと。

予報の誤差は通常、風の弱い日に小さくなり、極端な誤差は暴風雨時に生じること

が多い。 

ドイツでは、2012年から 2014年までの 3年間の予測誤差は、寒冷期に誤差が大き

くなったり頻度が高くなったりする季節依存性を示し、平均絶対誤差は設備容量の

2.3%であった。主観的な解析では、風力発電の予測誤差が大きかった 88 日のうち

60.2%で、サイクロンや気圧の谷が北海やバルト海、あるいは直接ドイツ上空を通

過していた(図 18)。観測された前日予測の最大誤差は、風力発電設備容量の–19.2%

と+21.5%(0.01%および 99.99%パーセンタイルは–18.5%および 18.3%)であった

(Dobschinski et al., 2016)。大きな誤差のある事象は、気象予測に加え、最近の風力発

電の測定値を利用した当日の追加電力予報に基づくザラ場の当日取引で需給バラン

スを取っている。 

 

 

図 18 風力発電の予報誤差が大きい日における総観スケールの気象要素の 

主観的評価 

一番外側の緑色の線は、小規模な低気圧や気圧の谷が大きな予測誤差につながる可能性がある場

合(60.2%)を示す。(出典: Steiner et al., 2017) 

 

2.2.3 出力変化速度の予測 

ドイツでは、EweLiNE プロジェクトにおいて、2.2.2 節で述べた困難な気象状況を

認識するための自動サイクロン検出アルゴリズムが開発されている (Steiner et al., 

2017)。サイクロン検出は、平均海面気圧に基づき、気圧場のラプラシアンを準地衡

風的な相対渦度の代わりに用い、サイクロンの影響を受ける領域を示すものである。
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曲率および時空間移動の閾値を主観的に設定することで、自動サイクロン検出アル

ゴリズムが完成する。 

ポルトガルでは、Lacerda et al, (2017)において、暴風やサイクロンによって引き起

こされる風力発電の出力変化速度が分析された。この研究では、著者らは一般的な

気象低気圧・暴風雨検知アルゴリズムを適用し、風力発電の出力変化のトリガーと

なるこれらの現象の基本的な役割と主な特徴(場所、強度、軌道など)を把握した

(図 19)。 

 

 
図 19 (a) LNEG が実装したサイクロン(緑)と暴風(青)の検出アルゴリズムによる

Xynthia暴風雨の軌道、および公式の軌道(黒); (b) ポルトガルにおける正規化した風

力発電の総観測量。出典：Lacerda et al., (2017)から引用 

 

2.2.4 風力・太陽光低出力事象の予測 

特に風速が低い時間が長い場合の風速の減少を予測することは、電力システムに

とって重要である。Li et al.(2020)では、2018 年 4 月にオランダで発生したいわゆる

曇天無風(Dunkelflaute, 風力および太陽光発電の低出力が同時発生する)現象で見ら

れた風速低下が、全球予測システム(GFS)の運用データによって 3日未満前に初期化

されたときのメソスケール気象研究予測モデル(WRF)の予測によりよく捉えられて

いることが示されている。 

また、2017 年中にベルギーで 1 週間弱の間隔で発生した 2 回の曇天無風現象につ

いて、10 日前までの予測がどの程度可能であるかが調査されている。最初の期間は

WRF の実行で適切に把握されていた。しかし、時期と継続期間を予測するには、2

つ目の現象により近いところで初期化した WRF モデル(WRF-GFS+)を実行する必要

があり(図 20、Li et al, 2021)、予測期間が約 3～4 日しかないことが確認された。陸

上と洋上をカバーするさまざまな測定データを用いた検証により、これら 2 つのケ

ーススタディでは、風速が雲量よりも予測しやすいことが示された。太陽電池につ

いては、衛星リモートセンシングに基づく放射線データを潜在的に含めた、より多

くの検証作業が必要である。 
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図 20 1 月 14 日〜28 日の曇天無風間中の風力発電の実測値とシミュレーション

値(左図) 

1 月 21 日に初期化された WRF-GFS+の実行によるシミュレーション結果を右図に示す。昼間の曇

天無風の時間帯は、薄いグレーの影で表されている。夜間(太陽光発電がない時間帯)に発生する

弱い風の状態を濃い色で区分けしている。風力発電の実測データは Elia から入手。 

 

2.2.5 予測の改善 

予報手法や数値気象予報は、今もなお改良が続けられている。スペインにおける

さまざまな(前日)予測期間の平均絶対予測誤差の例を図 21に示す。各年の平均誤差

は依然として減少傾向にあり、5 年間で平均絶対誤差が約 20%改善され、24 時間前

予測値は全風力発電設備容量の約 2%になった。 

 

 

図 21 予測精度の向上 

スペインの近年のシステム運用における様々な事前予測期間の平均予測誤差の例    

(出典：スペイン REE) 

 

風力発電のシェアが高くなると、システムの制約や市場価格(ゼロまたはマイナ

ス)により、風力発電所で不本意な出力抑制や自発的な抑制が行われることになる。
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これを適切に考慮しないと、予測誤差に現れる可能性がある。例えば図 22 は、「利

用可能な出力」の予測は良好だったが、発電事業者が自主的に風力発電所からの出

力を減らした例である。 

 

 

 

図 22 出力抑制、暴風雨によるカットオフ、ネガティブプライスなどが予測精度

に与える影響 

(出典: Fraunhofer IEE Gridcast) 

 

気象・電力予測の最適化を図るため、数値気象予測に関して以下のような改善点

が指摘されている(Dobschinski et al, 2016; Siefert et al, 2017)。 

• 風車や太陽光発電システムの出力データ、ハブ高さでの風速測定値など、

新たに入手可能なデータを同化させることによる、数値気象予測モデルの

初期状態の改善 

• 数値気象予報における関連する大気プロセスの物理的パラメータ化の改善 

• モデル出力統計と呼ばれる、測定値を考慮した予測結果の後処理手順の改

善 

• アンサンブル予測システムの改善 

• 確率的予測の較正の改善 

風力と太陽光発電のデータを同期する際には、風力から出力への変換を考慮し、

このプロセスが従来の気象・出力予測の能力を劣化させないようにする必要がある。

出力予測に関しては、以下のような改善の可能性が指摘されている。 

• 風力・太陽光発電のデータをより多くの地点で構成し、発電所の状態(運転

中、出力低下、メンテナンスなど)を考慮したより良い基盤情報 

• 出力予測モデルへの入力としてのオフサイト測定の活用 

• 気象状況の分類 
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• 風力・太陽光発電所の大規模地域への集合化の改善 

• 風力・太陽光発電所と系統ノードのマッピングの改善 

• 較正した確率的予測を使った、予測の不確実性の事前評価 

• アンサンブル情報を確率的予測に変換する手法の改善 

• 既存の気象状況や送電網の状態に関して、異なる予測モデルを組み合わせ

る手法の改善 

風力発電の予測に関する IEA Wind TCP Task 36 (https://iea- wind.org/task-36/) は、予

測の方法が個別ケースによって異なることを強調している。場合によっては、適切

な用途のために適切な予測をすることで、予測精度が向上することがある。また、

季節ごとの予測の活用や改善にも取り組まれている。 

 

2.2.6 予測誤差データのシミュレーション 

電力システムのシミュレーションにおいて、将来の予測誤差が現在よりも小さく

なることを考慮する場合や、既存のデータがない新しい地域に設置される風力発電

のシミュレーションを行う場合には、シミュレーションによる予測が必要となる。

純粋な統計的手法による合成予測のシミュレーションには、特に複数の予測期間が

必要な場合や、リアルタイムの風力発電と組み合わせる場合などに課題がある。 

EU プロジェクト「最適システム - 欧州電力のための柔軟性ソリューションの組み

合わせ(OSMOSE)D2.1」では、風力、太陽光、需要に関するさまざまな基本的な特

性を反映して、予測誤差をシミュレーションする新しい方法が用いられた(OS- 

MOSE D2.1, 2019)。市場や運用判断のシーケンスに対応した様々な事前予測時間を

捉えることが重要である(図 23)。市場シミュレーションで生成される時系列は、実

時間の動きを模擬するインフィード時系列に収束することが望ましい。したがって、

将来予測の誤差は、別の方式(通常は気象データを使用)で生成されたインフィード

時系列の上に模擬され追加される(図 24)。この方法は、さまざまな事前予測時間で

測定された大量の予測誤差の観測値が得られることが前提となる。予測経路のモデ

ル化では、対応する分布関数を多変量に定式化し、コピュラベースの方式で実装す

る。 

予測誤差の評価方法は一般的に適用可能であることが証明されているが、較正や

市場ゾーン間の予測誤差の地理的相関を正確にモデル化する性能については、さら

なる研究が必要とされている。 

Olauson (2018)では、再解析から出力をシミュレーションしており、1 週間先まで

の合成予測は気象学的な「再予測」と統計的後処理に基づいている。 

Miettinen et al.(2020)では、予測誤差の分布を推定する方法が提案されている。そ

の方法は、エリアサイズとエリア内の風力発電所の分散状況に基づいている。 

  

https://iea-wind.org/task-36/
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図 23 フランスにおける風力出力の正規化二乗平均誤差(nRMSE) 

左は供給期間および予測期間ごとの観測値、右はシミュレーション予測経路に関するもの。 

(出典: OSMOSE D2.1, 2019) 

 

 
 

図 24 単一シナリオかつ隣接するディスパッチ期間での予測シミュレーション  

(出典: OSMOSE D2.1, 2019) 
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3. 送電計画 

技術的には、再生可能エネルギーの安全な統合には、第 4 章および第 5 章で述べ

る安定度、系統アデカシー、運転予備力に加え、一つの条件として大幅な電力シス

テム整備が必要となる(IEA-RTE, 2021; EU-Sysflex D2.1, 2018)。補強の必要性は、利

用する風力資源の既存の電力システムや地点によって異なることになる。風力発電

のシェアが高い将来のシステムには、新しいツール、不確実性の分析、地域協力が

必要となる(Statnett, FG, Energinet, SvK, 2016)。洋上の大型設備、オフショアグリッ

ト、エネルギー島などのハイブリッド化の流れは、多くの国や電力システムに影響

を与え、電力システム計画の課題を増やすことになる。他のエネルギー部門の脱炭

素化やセクターカップリングにより、グリーン転換における洋上風力の重要性はさ

らに高まると予想される。 

今後について検討すると、将来のすべての風力シナリオに対して新しい送電が必

要となることが分かる。その多くの場合で参考事例が求められる(例えば米国東部

系統；EWITS, 2010)。送電は、風力の変動性による影響を軽減し、系統信頼度を高

め、利用可能な発電資源をより効率的に利用するのに役立つ。既存の送電網を積極

的に拡張するためのコストは大きいものの、調査したシナリオの年間総コストの中

では比較的小さなものである(EWITS, 2010)。送電線敷設のシナリオを比較すると、

送電回廊に共通する「コア」な部分が存在する。そこからは、将来変わっていくシ

ナリオに関係なく、これらの送電回廊が有用な送電線の確固たる選択肢となること

が示唆される。 

各国の研究によるシステム増強コストは、これまでもグラフとしてまとめられて

公表されている(Holttinen et al., 2009)。ただし、送電網への投資には、さまざまな便

益がある。ボトルネックの解消に加え、システムの柔軟性と電力の安定供給を向上

させると考えられる。これはすなわち、コストを風力発電に完全に割り当ててはい

けないということを意味する。これまでの研究では、さまざまなニーズの間でコス

ト配分を試みているのはポルトガルだけであった。信頼度と柔軟性向上の便益を定

量化することは難しく、その結果、TSO は提案されたシステム増強の主な便益を推

定することだけに焦点を当てることとなった。欧州のシステム運用者による系統開

発十ヶ年計画(TYNDP)のための複合研究は、一般的なレベルで、再生可能エネルギ

ーや電力市場やセキュリティ上必要となる部分の電力システムを示している

(Holttinen et al, 2016)。イタリアの国家開発計画 2020(Terna, 2020)に示されるように、

ほとんどのラインが脱炭素化、市場の効率化、電力の安定供給という 3 つの重要な

牽引役すべてに貢献している(図 25)。 
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図 25 イタリアでの送電システム投資 

計画(青)、認可済み(緑)。投資にとって主なドライバーは、脱炭素化、市場の効率化、電力の

安定供給(OHL: 架空線)であると記されている。(出典：Terna, 2020) 

 

3.1 地域送電計画 

地域送電計画では、近隣の地域や電力システムに送電システムを拡大・強化する

ことで得られる便益が示されている。地域間で発電資源と柔軟性を共有することで

より多くの電力システムが構築されるが、そこにはコスト以上の明確な便益がある。

これは、欧米の研究で示されているように、風力や太陽光の比率が高ければ、さら

に顕著になる。 

最近の米国の研究では、遠隔地にある大量の再生可能資源を同期ゾーンを越えて

ロードセンターまで超長距離移動させる超高圧スーパーグリッドは、費用対効果が

高いことも示されている(NREL, 2020)。欧州の研究プロジェクト「e-Highways」で

は、オーバーレイ型のマクログリッドは必要ないとされ、そこで提案された構想は、

現在の欧州全域の送電網の統合を基本としている(Sanchis et al., 2015)。 

電力システムの柔軟性向上など、送電の拡張・強化の便益については 6.6 節でも

述べている。 

 

3.1.1 風力発電の比率が高い場合の欧州電力システムのシナリオ 

欧州の送電計画は、ENTSO-Eによる地域的、欧州全域的な取り組みへと発展して

きた。TYNDPは 2年ごとに発行される。また、以下のすべての段階において、ステ

ークホルダーの積極的な関与のもとで取り組みが実施される。(1)シナリオ作成、(2)

電力システムのニーズの特定、(3)費用便益分析。どの段階でも、使用される方法論

は時間とともに進化している。報告書、インタラクティブマップ、インタラクティ

ブなデータツールが ENTSO-E TYNDP (2020)で公開されている。 

「電力システムのニーズの特定」の段階では、ニーズを特定し、それを欧州諸国

間のインフラ回廊に反映させる。その他のソリューション(電力貯蔵、需要側管理、

スマートグリッドソリューション、セクター統合ソリューションなど)も可能かも

しれないが、直接評価されたことはない。特定された回廊は最も高い価値を持ち、
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その便益は費用よりも高いことを意味する。最も強固な拡張計画の場合、将来の需

要と発電のいくつかのシナリオにおいて、電力線はより高い便益をもたらす可能性

がある(図 26、ENTSO-E TYNDP、2020 年)。 

 

 

図 26 低炭素社会の実現に向けた最も強固な欧州全体の電力システム構想 

(出典: Completing the Map 2020 – Power System Needs in 2030 and 2040; EN- TSO-E, Nov 2020) 

 

3.1.2 北米の地域電力システム研究 

北米再生可能エネルギー統合検討(NARIS)は、送電、発電、需要の効率的な地域

計画を通じて、北米の電力システムを近代化するための道筋を分析したものである。

米国、カナダ、メキシコの電力システムの相互接続について、計画から運用、5 分

分解能での需給調整まで検討した。再生可能エネルギーの高いシェアを実現するた

めの、調整の取れた電力システム計画・運用、国境を越えた送電、電力システムの

柔軟性、その他の戦略や技術について、評価が行われた。NARIS はこの種の研究で

は最大規模であったため、最先端の手法、シナリオ、データセットを開発したこと
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になり、これらは将来の分析にもつながる(Brinkman et al., 2021)。 

送電計画に関して主に明らかになったことは、地域および国際協力によって 2050

年まで大きなシステム便益をもたらすことができるということである。国家間の電

力貿易を増加させることで、100億〜300億ドルの純便益を電力システムにもたらす

ことができる。地域間送電の拡大により、最大で 1,800 億ドルの純便益を達成する。

これらの値は、5 兆〜8 兆ドルの総システムコスト(すべての資本と発送電システム

の運用コストを含む)に占める割合は 4%未満と小さいが、送電はコストを最小化す

るために重要な役割を果たし、将来の系統運用に柔軟性をもたらす主要な要素の一

つである(図 27)。 

 

 

図 27 NARIS調査の 4つのシナリオにおける送電線拡張の大陸全体での正味価値 

(出典：Brinkman et al., 2021) 

 

NREL が米国エネルギー省のために実施した連系接続検討(NREL, 2020)では、

HVDC 送電線を利用して米国東部系統と米国西部系統の間の送電を増やし、米国内

の発電と送電資源の両方をコスト最適化した場合の経済価値の可能性を検討してい

る。その結果、費用便益比は 2.9 となり、地域間の発電資源と柔軟性を共有するこ

とにより、東西システム間の送電容量を増加させることに大きな価値があることが

示された。さらに、独立系システム運用者の研究では、より地域ベースの計画され

たプロジェクトの便益がコストを大幅に上回ることを実証している(MTEP, 2019; 

SPP, 2020)。 

この NREL の連系接続検討は、HVAC リンクで拡張された米国電力システムの

HVDC オーバーレイを調査するための基礎となった。このアイデアは、遠隔地にあ

る大量の再生可能資源を、同期ゾーンの継ぎ目を越えて長距離の大規模需要地まで、

経済的かつ信頼度の高い方法で移動させる必要性から生まれた。既存の送電インフ

ラはこの目的に対して不十分であり、パリ協定や米国新政権の政策目標のような意

欲的な目標を達成するためには、2 倍以上の拡張が必要となることはよく理解され

ている。 

米国のクリーンエネルギーシナリオのためのその後の送電計画には、SPP(サウス

ウェストパワープール)と MISO(大陸中部独立システム運用機関)の地域送電網にお

ける風力に富む地域の大規模な地域内拡張や、SPP、MISO、SERC(サウスウェスト

信頼度協議会)間の地域間接続、そして MISO と SPP から PJM への強固な東西接続
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が含まれている (Brown & Botterud, 2020)。エネルギーシステム統合グループ(ESIG)

の白書(ESIG, 2021a)では、10 年分の送電線拡張研究が文献調査されている。そこで

は、最も低いコストで脱炭素化目標を支援する上で、送電網の拡張が不可欠な役割

を果たすことが明らかにされている。連系接続検討のシナリオに基づき、個々のリ

ンクが協調的な国家計画の一部として追加され、やがて大陸規模の HVDC オーバー

レイ電力システムが構築される。再生可能エネルギーの優先開発区域や、国内の電

力システムを統合するマクログリッド設計計画などを導入し、全国的に協調した計

画プロセスを推奨している(図 28)。 

 

 

 

図 28 米国の電力システムを統合するマクログリッドの概念図 

(出典: ESIG, 2021a) 

 

3.2 国内送電計画調査 

高圧レベル、中圧レベルのいずれの投資も、長期計画、コスト評価、社会的受容

性に関する市民との協働において、強力かつ積極的な措置と市民参加が必要となる。

アイルランドとドイツでは、透明性を高めるために、段階的なプロセスが開発され

ている。電力網への投資は、老朽化した電力設備の更新に部分的に統合できる。フ

ランス、ドイツ、オランダ、デンマークでは、送電システム運用者が洋上風力発電

所の接続も担当している。 

フランスでは、RTE TNDP (2019)において、再生可能エネルギー源の地理的分布、

電力消費、原子力施設の変化などに関するいくつかのシナリオとともに、15 年間の

時間スケール(2021～2035 年)がカバーされている(図 29、図 30)。また、今後 15 年

間に北海、英仏海峡、大西洋、地中海に合計 10 GW～15 GW の洋上風力発電所を設

置することも検討されている。変動する再生可能エネルギーの割合が高い場合、電

力網の 4 つの部分に異なる影響が出る。 
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• 地域の高圧電力網は、変動する再生可能エネルギーのさらなる開発によっ

て強い影響を受ける。フランスの RTE が運用するこれらの 63 kV、90 kV、

225 kV の電力網は、ほとんどの需要を供給するためにこれまで建設されて

きた。近年は中小規模の太陽光発電や陸上風力発電を連系するために適応

措置が取られてきた。この電力網には、2030 年まで主な系統投資が行われ

る。 

• 超高圧電力網(400 kV 幹線)は、大規模電源、連系システム、主要な大規模

需要地を結び、国土に分散する変動性再生可能エネルギー電源の需給バラ

ンスを取るのに役立っている。これらの電力ラインの容量は、電源、大規

模需要地、連系システムの現在の地点に合わせて最適化されている。しか

し、再生可能エネルギー電源に最適な場所は、たとえ分散型発電であって

も、大規模需要地に近い地点にあることはほとんどない。再生可能エネル

ギー電源の展開(および従来型電源の廃止)は、電力システム全体の送電電

力量を増加させ、400 kV インフラの拡張を必要とすることが予想される。

フランスの 400 kV 網では、弱い回廊がいくつか確認されているが、投資ニ

ーズは 2030 年以降に多く見られる。 

• 連系システムは、欧州の発電、需要、柔軟性の組み合わせを最適化すると

同時に、供給の安全性を向上させることができる。また連システムは、欧

州規模では、変動性再生可能エネルギー電源の需給バランスを取るのにも

役立つ。連システムの必要性は、欧州各国の発電、需要、柔軟性の組み合

わせの進化によって変わる。 

• オフショアグリッドは、変動性の高い再生可能エネルギー電源による発電

ミックスで重要な役割を果たす洋上設備の接続に必要なだけでなく、陸上

の架空送電線の社会的受容性が低い場合には、本土諸国間であっても連系

を実現するために必要である。 

 

 

 

図 29 ドイツの風力発電がフランスの送電網に与える影響 

 (出典: IEA-RTE, 2021) 
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図 30 出力と負荷の典型的な分散(2019年と 2035年) 

注意：フランスの複数年エネルギー計画に基づく 2035 年シナリオ(出典：IEA-RTE, 2021) 

 

2030 年以降、再生可能エネルギーの開発が進むにつれて、送電設備への投資ニー

ズは、1970 年代から 1990 年代にかけての原子力発電所の開発時に経験したような

規模になる可能性があり、過去 10年間の推定よりもさらに組織だったものになり、

さらに高まると考えられる(図 31)。この期間の投資ニーズは、地域、超高圧、連系

システム、洋上など、電力網の種類を問わず増加することが予想される。2035 年か



 

45 

ら 2050年にかけては、超高圧電力網とオフショアグリッド、そしておそらく連系シ

ステムが、2020 年から 2035 年の間よりも大きな投資シェアを占めることが望まし

い。 

 

 

 

図 31 フランスの送電システムの南北方向の流れに予想される進化 

現在および 2035 年。(出典：IEA-RTE, 2021) 

 

アイルランド島では、需要の増加(大規模データセンターを含む)、大量の火力発

電の廃止、再生可能エネルギー電源の増加という点で、大きな変化のある 10年にな

る(EirGrid & SONI, 2019)。 

• アイルランド島全体の再生可能エネルギー発電容量は、2020 年の約 6 

GW から、考慮する将来シナリオに応じて 9 GW〜12GW に増加すると

予想されている。多くの場合、これは送電・配電電圧レベルで接続さ

れたリパワリングプロジェクトに支えられた新しい陸上風力発電の形

を取ることになるが、アイリッシュ海の洋上風力発電や、系統規模や

小規模の太陽光発電(現在、北アイルランドで最も顕著に見られる)の

形態もある。 

• 陸上風力発電の多くは西側に接続されるため、北西部、西部、南西部

の電力網補強が必要となる。 

• 短絡レベルやその他の検討では、北アイルランド東部とダブリン北部

には、(エネルギー使用量の多い場所に合わせて)とりわけすぐれた新

規の発電機会があることが示されている。 

• 変動性再生可能エネルギー(VRE)の輸出入機会の拡大と、外部電力市場

への参入のため、イギリスとのさらなる HVDC 連系線(500MW)と、フ

ランスへの 700 MW HVDC プロジェクトが計画されている。 

• アイルランドと北アイルランドを結ぶ 2 番目の交流(400kV)架空送電線

の南北連系が今後 5年間に計画されており、これは島全土の安定供給と

出力のアデカシーを改善するために不可欠な要素であると見られてい

る。この特別なプロジェクトは、計画の遅れや裁判に何度も直面し、

地下ケーブルを含むさまざまなオプションが提案・検討された。 

ドイツでは、電力システム拡張の必要性について幅広いコンセンサスが得られて

いる。新しいルートの建設と正確な位置決めは、多くの人が参加する 5 段階の過程

を経て行われることになる(www.netzausbau.de)。 

https://www.netzausbau.de/
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o 規制当局であるドイツ連邦ネットワーク庁が、シナリオの枠組み、そ

の結果としての電力網開発計画、環境アセスメント(ステークホルダー

が繰り返し参加する)を承認することになる。 

o 州政府は、その連邦州内の電力網プロジェクトのための立法手続きを

開始する。 

o 計画されている超高圧ケーブルが国や連邦の境界を越える場合、連邦

ネットワーク庁は、戦略的環境アセスメントを含む連邦部門計画にお

いて、TSO が提案する回廊を決定する。TSO は、各回廊についていく

つかの代替ルートを検討する必要がある。その提案は公開で議論され、

環境適合性が評価される。最終的には、人や環境への影響が最も少な

いルートで計画認可の判断が下される。 

ドイツの TSO が実行する 2019 年から 2030 年の電力システム延長計画では、2030

年までに約 10,150 km を整備する必要があり、そのうち 3300 km が直流の新設、500 

km が交流の新設、300 km が直流の連系、5,750 km が交流のシステム増強、300 km

が交流／直流変換である。現在、10,150 km のうち 7,850 km がすでに承認されてお

り、連邦要求計画の素案として機能している(Bundesnetzagentur, 2019)。 

 

3.3 オフショアグリッドのインフラ 

欧州連合の洋上戦略(EC, 2020)では、2050年までに合計 300 GWの洋上風力発電が

接続されると予測されており(英国の設備を除く)、その中で最も高い割合を占める

のは北海などの海域であると期待されている。洋上風力発電の配置は、古典的な放

射状の洋上接続や一対一の連系から始まったが、洋上ハイブリッドプロジェクトで

は、多数の個別の洋上風力発電所を組み合わせてメッシュ状の構造を形成する可能

性もある。これにより、各国間の相互接続性を高めることができると考えられる。 

欧州の研究プロジェクトPROMOTioN (メッシュ状HVDC洋上送電網の進展、2016

〜2020 年)では、最も可能性の高いトポロジーとして少数の大型洋上ハブが提示さ

れた。経済・規制の枠組みに関連する提言としては、洋上風力発電の拠点に個別の

価格帯を設けることなどがある(PROMOTioN, 2020)。 

同様の検討は、バルト海についても存在する(EC/COWI, 2019)。 

オフショアグリッドは、特に電力システム接続を含む場合に、洋上風力発電のコ

ストの大きな割合を占める。洋上風力発電の均等化発電原価(LCOE)を低減するため

に、電力網設計の最適化は研究開発の新たな分野であり、これにより洋上風力発電

のさらなる発展と陸上システムへの経済的な接続と連系が促進される(Pérez-Rúa et 

al., 2020)。洋上風力発電の接続技術に焦点を当てた送電拡張最適化のデータ基盤を

見直し、改良版の入力コストデータセットを作成するために、HVDC コストの入力

データが処理された(Vrana & Härtel, 2018)。技術的な HVDC 送電リンクの制約に対

処している(Vrana, 2016)。また、この文脈で海底ケーブル式 AC 送電の長距離性能も

検討されている(Vrana & Mo 2016; Gustavsen & Mo 2017)。 

HVDC 技術は、洋上の電力システムよりも費用対効果と信頼度を高め、陸上の電

力システムを支援できるものにするために、さらに開発が進められている。EU プ

ロジェクト PROMOTioN(2016〜2020 年)では、HVDC システムに関連する必要な保

護技術や障害除去技術の運用経験を積む上で欠かせない 2 つの技術、すなわち

HVDCシステム保護システムと HVDC遮断器が実証された(PROMOTioN, 2020)。EU

プロジェクト BestPaths(2014〜2018 年)では、電圧源コンバータ(VSC)による HVDC

コンバータなどの電気部品の相互運用性の問題に取り組み、TSO が標準化団体内で
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電力供給者と議論するための素案を示されている(BEST PATHS D9.3, 2018)。 

 

3.3.1 オフショアグリッドを用いた電力システム計画の研究 

欧州送電システム運用者ネットワーク (ENTSO-E)の 10 ヵ年電力網開発計画

(TYNDP)：現在、AC と DC の両者の技術を用いたさまざまな設計が計画研究に使わ

れている。 

• 一対一の連系 

• ラジアル型洋上風力発電の接続(単一またはハブ経由) 

• ハイブリッドプロジェクト(洋上風力発電の接続と連系の組み合わせ) 

• 連系を組み合わせたマルチターミナル洋上プラットフォーム 

モジュール式で段階的なオフショアグリッドの開発が想定されており、技術的・

経済的なパラメーターを評価しながらケースバイケースで選択していくことになる。

連系と風力発電の接続に必要なスケジュールと技術が(DC または AC の電圧レベル

で)一致する場合、コンパクトなハイブリッド型洋上設計を想定することができる。

どの選択肢を取るかは、政治レベルで決定される。 

欧州のフォローアップ計画 TYNDP2018 と TYNDP2020 では、2030 年までに予定

されている北海などの海域を横断する個々のプロジェクトをまとめ、一つの大きな

プロジェクトであるかのように分析した。これらの分析により、便益がコストを上

回ることが示された。しかし、適用された方法は最適化された電源接続に焦点を当

てていないため、洋上ハイブリッドプロジェクトはニーズの特定作業において特定

されていない(ENTSO-E TYNDP, 2020)。これは、ENTSO-S の今後の TYNDP に発展

することが期待されている。 

北海沿岸諸国オフショアグリッド構想(NSCOGI)：関連する加盟国、欧州委員会、電

力会社が協力し、洋上発電の統合とインフラへの関連する影響が分析された

(NSCOGI, 2012)。洋上システムに対する主な結論は、メッシュ型オフショアグリッ

ドの便益を得るためには、洋上風力発電所の数量を非常に多くする必要があるとい

うものであった。 

国別目標は後年さらに減少したが、2020 年に発表された EU の目標は再び高い洋

上インフラ整備を示しており、NSCOGI の調査による過去の結果は、一部の要素の

場所や実現年が変わったとしても、有効であると考えられる。 

北海エネルギー協定(NSEC)：この NSCOGI のフォローアップ組織では、計画中の

洋上風力発電所とインフラの近隣をベースとした、潜在的なハイブリッドプロジェ

クトクラスターが特定されている(Kern et al., 2019)。さらに 20 のクラスター候補を

調査した結果、2030 年までに実現可能な 5〜6 件のプロジェクトがリストアップさ

れた。その実現のためには、関係するすべての国のステークホルダーの協力が不可

欠である。NSEC の目標は、このような欧州の気候変動目標の実現に役立つと考え

られるプロジェクトに道を開くことである。 

北海オフショアネットワーク (NSON-DK)：デンマークのこの研究プロジェクト

(www.nson-dk-project.dk, 2016〜2020 年)では、将来のオフショアグリッド開発がデ

ンマークの電力システムにどのような影響を与えるかが研究された。洋上風力発電

所 と北海の送電インフラを統合したメッシュ型電力システムのシナリオは、国家間

および洋上風力発電所から陸上風力発電所 への放射状接続のみのシナリオと比べて、

システムコストが低い(Gea-Bermúdez et al., 2020)。メッシュ型電力システムシナリオ

では、陸上の風力や太陽光発電に比べて洋上風力がわずかに有利に働くが、風力と

https://www.nson-dk-project.dk/
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太陽光発電の組み合わせは、すべてのシナリオにおいて欧州規模で有益であること

がわかっている(Koivisto et al., 2020b)。2050 年の平均電力価格は、より低く、より不

安定になると予想されるが、放射状システムシナリオとメッシュ型システムシナリ

オとでは価格変動に有意な差は見られなかった。メッシュ型電力システムシナリオ

では、エネルギー島ソリューションの実現可能性を示した。 

セクターカップリングにより、グリーン転換における洋上風力の重要性はさらに

高まると予想される(Koivisto et al., 2020c)。システム需給調整、アデカシー、政策、

規制の側面に関する主な結論と提言は、NSON-DK (2020)に示されている。北欧の

電力網におけるリアルタイムの需給の不均衡に関しては、メッシュ型電力システム

シナリオの方が放射状シナリオよりも低い数値を示している。デンマークのアデカ

シーの結果は、放射状シナリオとメッシュ型シナリオで非常によく似ている。定量

的な分析により、異なる北海の国々をつなぐ統合的なオフショアソリューションが、

全体として正味の社会的便益を生み出すことが確認されている。しかし、その便益

とコストは各国間で均等に分配されるわけではない。公平な分配を実現し、すべて

の国で相互接続された洋上ハブを実現するための十分なインセンティブを得るため

には、費用便益の分配メカニズムが必要となる。洋上入札区域を別に設けることで、

より効率的な電力システムを実現できる。 

北海洋上電力網(NSON-NO)：ノルウェーのこの研究プロジェクトでは、洋上での

電力貯蔵を含む技術のレビューとギャップ分析が発表された(Vrana & Torres Olguin 

2015)。DC システムのためのパワーエレクトロニクス技術について詳しく文献調査

されている(Adam et al., 2019)。2015 年の報告のフォローアップとして、北海地域を

ケーススタディとした多国間送電拡張計画のための最適化とシミュレーションの方

式により、以下の点が判明している。(1)送電拡張計画モデルにおいて運用状況の変

動を捉えるためには入力データの高レベルの分解能が必要であること、(2)長期不確

実性とその情報価値をヘッジとタイミングの観点から考慮するためにシナリオを活

用すべきこと、(3)オフショアグリッド計画において従来の送電拡張計画最適化ツー

ルと協調ゲーム理論やシステム工学の手法との組み合わせによって、さらに大きな

利益が得られること。市場統合や再生可能エネルギー研究・柔軟性アセットの活用

を考慮した電力システム計画内での協力にインセンティブを与えるため、多国間費

用便益配分制度の枠組みが提案されている(Kristiansen, 2019)。 

 

3.3.2 エネルギーアイランド 

北海風力ハブ(NSWPH)は、系統システム運用者である TenneT TSO B.V.(オラン

ダ)、Energinet(デンマーク)、TenneT TSO GmbH(ドイツ)が共同で立ち上げた取り

組みである。人工島を建設することで、海上プラットフォームに関するコスト削減

の可能性が想定され、分野横断的な設備も統合される可能性がある。近隣にある大

量の洋上風力を交流方式でこれらの島に接続し、島から複数の HVDC で北海周辺諸

国へ接続する。このコンセプトには、以下の利点がある。 

• 風力発電所の接続と地域連携システムの組み合わせにより、インフラ

の相乗効果を可能にする。 

• 従来は高価だった洋上設備(洋上 HVDC プラットフォームなど)を陸上

で建設できるようになる。 

• 洋上風力発電所の物流、組立センター、作業員の島内配置に関する利

点。 
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このコンセプトを図 32 に示す。 

 

 

 

図 32 北海風力発電ハブの概念とエネルギーアイランドの概念(左)、地域間相互

接続を増やしたオプション(右)。 

 

1 つの島の面積は 6 km2で、最大 3 つの島が交流線で結ばれ、約 30 GW の洋上風

力発電を可能にする構想である。島々は、それぞれ 2 GW規模の 15本の HVDCリン

クで相互に接続される。これらの島々には、全体で 70 GW から 100 GW、下部構造

が約 4.4 km2の面積をカバーすることになると考えると、面積にして 1.1 万 km2から

2 万 km2 の洋上風力発電が接続される可能性がある。このような規模のプロジェク

トを実施するためには、インフラが環境に与える影響についてかなりの調査が必要

になると考えられる。このアイデアを見積もったところ、現在の近海の AC 接続型

洋上風力発電と比較して、洋上風力の LCOE を 7%削減できると試算されている。

技術的な課題、適切な市場設計、必要な規制の枠組み、必要な柔軟性、コンセプト

に関連するコスト削減の可能性については、現在も分析中である。 

デンマーク政府は 2030 年までに、北海に 3 GW の洋上風力、バルト海に現在のピ

ーク負荷の 75%に相当する 2 GW の洋上風力を接続した 2 つのエネルギー島を構築

する方針である。これらの島では、例えば P2G(ガスから電力網への転換)ソリュー

ションの適用など、セクターカップリングを行う可能性がある。北海に浮かぶ島は

人工島となり、後に 10 GW の洋上風力を接続できるように拡張され、近隣諸国と接

続される予定である。 

 

3.4 送電線への風力設備容量の過剰設置 

容量の最適化によって、TSO との接続契約で定められた以上の風力発電容量を現

地に設置する、いわゆる過剰設置になる可能性がある。技術的には簡単な概念だが

(図 33)、過剰設置の価値は、主に規制体制によって決まる。英国の洋上風力発電所

は、過剰設置で便益が出ることが示されている(Wolter et al., 2016)。 
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図 33 過剰設置の概念図 (出典: Wolter et al., 2016) 

 

過剰設置の概念は、過剰容量と呼ばれることもあり、ポルトガルでは 2007年から

風力発電所に適用されてきた。これにより、当初の系統接続許可量の最大 120%の

風力発電容量の設置が認められている。2019 年には、この過剰設置方式が、風力の

代わりに太陽光発電を追加するなど、一次エネルギー源を複数追加したり、いわゆ

るハイブリッド発電所内にエネルギー貯蔵設備を設置する可能性にも拡大された。

これにより、地域の補完的な資源の活用が可能となり、電力インフラの負荷率を高

めることができると考えられる (DL-76/2019, Diario da Republica. Presidência do 

Conselho de Ministros, Lisboa, pp. 2792–2865, 2019)。 
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4. 長期的供給信頼度と電力の安定供給の確保 
 

風力発電は新たな容量を提供し、電力システムの信頼度を向上させることになる。

しかし新たな容量の便益は、ピーク負荷時にどの程度の風力資源を利用できるかに

大きく依存する。多くの国では、導入の黎明期にはこれは重要な問題ではないが、

すでに従来型電源の中には経済性が損なわれるほど運用時間が減少しているため、

市場から撤退するものも出ている。ここから電力システムの資源アデカシー(また

は発電アデカシー)という問題が生じることになる。 

資源(発電)アデカシーを評価するためには、風力発電の容量クレジットを評価す

る必要がある。容量価値は、風力の出力が既存の風力と相関がない地域を新たに追

加しない限り、減少する傾向にある。風力発電はその容量価値で戦略的予備力の大

きさに影響を与えるはずだが、これまでのところ容量支払いや戦略的・計画的予備

力を評価する際、多くの国で風力は考慮されていない。アデカシー分析に調査対象

地域と隣接地域の両者の風力発電設備容量を反映させる(実現可能な輸入の可能性

を考慮する)ことが推奨されている。風力発電には、他の電源と同様に、アデカシ

ーへの貢献度に応じて対価を得ることができる(Söder et al.2020)。 

風力や太陽光が主流となる将来のシステムにおいて、発電容量(資源)のアデカシ

ーを検討するためには、現在のツールでは把握できない需要や電力貯蔵の柔軟性を

考慮した新しい指標と方法が必要である。マルチエリア方式で電力システム全体の

資源アデカシーを考慮することは重要である。将来増加すると考えられる異常気象

を把握するためには、より多くの気象年のデータが分析に必要である。 

将来のエネルギーオンリー市場からの収益が十分にあるかどうかは、関連事項と

して関心が持たれており、第 6 章で議論する。 
 

4.1 風力発電の容量価値の推定 

風力発電の容量価値は、さまざまな状況下での電力システムのアデカシー、すな

わち容量不足のリスクを推定することに基づいている。容量価値の計算では、電力

不足確率(LOLP)に基づく実効負荷容量を用いることが推奨されており(Holttinen et 

al., 2012)、統計的な指標やリスク分析に基づいた分析が行われている。風力、太陽

光、需要に関する変動性や不確実性のため、天候に依存するデータ間の空間的・時

間的相関を網羅することが重要である。 

さまざまな研究による風力発電の容量価値のまとめは、Holttinen et al.(2016)に記

載されている。電力システム内の風力発電の容量価値は、最初の数パーセントであ

れば、その設備利用率(平均出力)に近い値となる。負荷がピークになる時間帯の設

備利用率が、平均出力より高いまたは低い場合、容量価値に反映されることになる。

これは特に、洋上風力と陸上風力の容量価値を比較した米国の研究で見られている。

洋上風力の容量価値が著しく大きいのは、設備利用率が高く、電力システムのニー

ズとの相関が強いためである。 

2020 年の米国西部において、陸上 8.4%洋上 0%の風力発電のシェアに対して限界

容量を追加しながら、陸上と洋上の両者の風力発電の設備価値が広範囲に定量化さ

れた(Jorgenson et al, 2021)。この分析では、NREL の確率的資源アデカシーツールで

ある「確率的供給力アデカシーセット」(PRAS)を活用し、7 年分のシステム負荷、

風力、太陽光のプロファイルを用いて、年ごと、地域ごとに風力発電の容量価値を

算出した。風力発電の平均容量価値は、陸上風車が 16%、洋上風車が 41%で、地域

差が大きい。風力発電の平均容量価値は、設備利用率の上位 25%に入るサイトのみ
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を考慮すると、陸上で 20%、洋上で 53%に増加する。 

風力発電を電力システムに追加すると、容量価値が減少することになる。電力シ

ステムの面積が小さいほど、風力発電のシェアが高い場合の容量価値の減少が速く

なる(Holttinen et al, 2016)。 

 

4.1.1 容量価値推定に必要な複数年分のデータセット 

複数年のデータセットは、1～5 年の評価と比べて、容量価値の結果のロバスト性

を大幅に向上させる。これは、風力資源の経年変動性によるものである。アイルラ

ンドでは、風力の容量価値について確かな結果を得るには 8 年間が必要であると考

えられている(Hasche et al., 2011)。風力発電の容量価値について確かな結果を得るた

めに、10年以上のデータが必要なシステムもある(図34のフィンランドの例参照)。

フランスでは、フランス電力庁が、55 気象年の時刻同期された需要、水力、風力、

PV の 1 時間ごとの解像度(実データ)と発電稼働率のシナリオ(停電シミュレーショ

ンによる)を組み合わせて 1年を考察している。これにより、さまざまな気候条件と

発電所停止を表す 165 年間のシミュレーションが行われる(EU-SysFlex D2.5, 2020)。 

 

 

 

図 34 さまざまな評価年数を用いたフィンランドの風力発電の容量価値 

このデータは、NASA(アメリカ航空宇宙局)の MERRA の 35 年分のデータをもとにしている。 

青マーカーは独立した時系列、緑マーカーは他の時系列の一部と重複していることを意味する。 

(出典：Milligan et al., 2017) 

 

4.2 風力発電を含む電力システムにおける資源アデカシーの

評価 

資源アデカシーの評価や、電力の安定供給のために必要な計画的限界予備力の評

価を行う場合、面積が広いかどうかで違いが生じる。例えば、米国の SPP に対して

(より大きな集合化エリアとの相互接続を含めて)計算された計画的限界予備力の要

件は、1998 年以前は 17%以上であったが(EWITS, 2010)、2016 年には 13.6%に減少

し、さらに 2017 年には 12%に再減少している(Nickell, 2017)。風力や太陽光のシェ

アが高まれば、その便益はさらに大きくなると考えられる。 
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極値的事象を把握することも重要であり、ここでは空間的、時間的、モード間

(すなわち需要、風力、太陽光の間)のハザード相関を利用することが重要であり、

より長い時系列のデータを網羅することが確実な結果を得る上で欠かせない。フラ

ンスでは、送電システム運用者の RTE が、欧州の 200 通りの気象シナリオ(地上高

100 m の風、同 2 mの気温、全天日射量、雲量)を 50 kmの分解能で使用し、地域や

国ごとの風力出力と太陽光出力を決定している。 

風力や太陽光が支配的な将来の電力システムに対して、現在の資源アデカシーツ

ールのままでは、電力の安定供給のためにピーク電源の増設を推奨することに終始

することになる。電力貯蔵や需要の柔軟性をツールに含めるところから始めるなど、

新しい方法や指標が必要である。 

 

4.2.1 極値的事象の把握 

米国では、2007 年から 2013 年まで、ハリケーン、冬期の嵐、熱波・寒波などの

異常気象が、風力・太陽光資源の利用率上昇に与える影響が評価された。また、大

きな影響を及ぼす気象事象の発生時の系統運用を評価するため、生産コストモデリ

ングを用いて事象の一部が調査された。確実な結論を得るには、より多くの事象を

調査する必要があると考えられる。しかし、限られたデータセットから得られたい

くつかの観察によると、穏やかな気象事象では、風力と太陽光の資源が少ない期間

が長くなる可能性がある。したがって、計画立案者にとって穏やかな気象事象は注

視すべきものである。寒波の場合、風速が小康状態にある空間的・時間的範囲に不

確実性があるため、最初の寒冷前線の後の数日間でエネルギーアデカシーのリスク

が最大となる。熱波時には、太陽光発電の容量によって系統運用が変わるが、特に

日没後に風力が総発電電力量に貢献する度合いもシステムストレスのレベルに影響

を及ぼすことになる。熱帯低気圧が再生可能資源に与える影響は局地的であること

が多く、発電、送電、配電インフラへの直接的な被害と比べれば影響は小さい。風

力と太陽光の資源が資源アデカシーに貢献するには、これらの特性と多様性を大小

の地理的スケールで理解することが鍵となる(Novacheck et al., 2021)。 

英国では、英国の気象・気候関連の感応度や再生可能性の高いエネルギーシステ

ムに伴うリスクを理解するため、関連する研究の主要な知見が、Dawkins(2019)によ

ってまとめられている。この結果は、米国で報告されたものと同様で、気温によっ

て変化するエネルギー需要や、風速によって変化する再生可能エネルギー電力供給

の極値的な大きさや変動が、エネルギーシステムに極度のストレスをもたらすこと

を示唆している。風による悪天候状況には、冬季のピーク時残余需要(需要から再

生可能エネルギーによる供給分を差し引いたもの)、冬季の風力発電の出力変化(短

時間での大きな出力変動)、夏季の風力不足などがある。極値的事象に対処するた

めには、エネルギー貯蔵や安定した(天候に左右されない)発電容量に加えて需要の

柔軟性など、十分なバックアップ容量が必要となると考えられる。これには、熱、

電気、ガス、水素などあらゆる種類のエネルギー貯蔵が含まれ、長期的なエネルギ

ー貯蔵のためのいくつかの代替選択肢もある。 

 

4.2.2 マルチエリア方式 

調査対象地域のアデカシーを評価する際、隣接地域からの電力を輸入する可能性

は、それが実際の供給不足の事態になれば通常は可能だとしても、不測の停電を検

討しない限りは考慮しないことが多い。風力発電の導入量が増えれば、地域間の送

電を増やすことがますます有益になる。アデカシーの計算にこの電力の輸入の価値
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を考慮することは、方法論の進化が続く研究分野の一つとなっている。 

スウェーデンでは、マルチエリアシステムにおける電力システム信頼度の評価手

法が開発され、各エリアの相関風力を考慮した北欧の電力システムに適用されてい

る。電力の輸入の可能性を考慮した場合や、近隣エリアから対象エリアへの送電を

制限した場合に対して、エリアごとの LOLP が推計されている。これは、マルチエ

リア電力システムのアデカシーを推定することを意味する(Tomasson & Söder, 2017; 

Tomasson & Söder, 2018)。またこのことは、隣接エリアのアデカシーを高める可能性

も考慮すると、あるエリアの風力発電によって若干高い容量価値を得られることを

意味している(Crosara et al.2019)。3 つの将来シナリオ(2020 年、2025 年、2030 年)の

シミュレーションでは、最も脆弱な地域(フィンランドとスウェーデン南部)が今後

数年で原子力発電所の廃炉に直面する地域でもあることを指摘されているが、シナ

リオで考慮した連系線と風力発電への投資が、現在の信頼度レベルを維持するには

十分ではないことを浮き彫りにしている。今日の信頼度レベルが必要であると考え

られる場合、可能な解決策は、より柔軟な需要、より高い発電能力、および／また

は連系線の増強である(Terrier, 2017)。 

ENTSO-E は毎年、中期アデカシー予測(MAF)報告書を発表している

(https://www.entsoe.eu/outlooks/midterm/)。今後 10 年間の電力システムのアデカシー

を欧州全域にわたって評価するものである。これは、電力供給に悪影響を及ぼす可

能性のある事象をモデル化し、分析することを目的とした確率論的分析に基づいて

いる。その結果、最新のモンテカルロ・シミュレーション手法を用いて得られた、

地域ごとの不足電力期待値(LOLE)の最小値と最大値が示された。発電・送電資源の

利用可能性は、確率的に評価されている。ランダムに起きる停電は、容量資源や送

電線の利用可能率によって異なることを表しており、事前に予測できない故障が発

生し、資源アデカシーに大きな影響を与える可能性があることを示している。モン

テカルロサンプル年は、以下のように、気象依存変数とランダム停電とを組み合わ

せる。(1) まず、気象年を一つずつ選択する。(2) 各気象年は、ランダム停電サンプ

ル、すなわち、火力発電ユニットおよび連系システムについてランダムに割り当て

られた計画外停電パターンと関連付ける。(3) 気象年とランダムな計画外停電パタ

ーンの組み合わせで、分析したモンテカルロサンプル年を定義する。モンテカルロ

サンプル年の数は、結果の収束を保証するものとする。直接的・間接的なデマンド

レスポンスは、モデルゾーンにおける最良の予測に基づく需要の削減、延期、シフ

トの可能性に関するデータとともに、評価において考慮される(EU, 2019)。2020 年

版では、2012 年から 2016 年までの過去のデータを組み合わせて目標年 2025 年と

2030 年のすべての需要プロファイルを導き出し、1982 年から 2016 年までの気象年

に基づいて予測した(MAF, 2020)。 

ENTSO-E では、より短い 1 週間前の評価にも資源アデカシーツールを用いられて

いる。ある国で電力量が不足した場合、他国からの援助が得られるかどうかは、電

力量やその電力量を必要とする国への送電網の容量の全体的な利用可能率に依存す

る。集中型地域セキュリティ協調機関である CORESO は、欧州西部の TSO に調整

サービスを提供し、短期のアデカシー評価サービスを実施している。ENTSO-Eで合

意された手法に基づき、短期・中期的な有効電力のアデカシーを地域ごとに診断す

る。このアデカシー評価は、地域のアデカシーインプット、VRE と負荷の予測シナ

リオ、国境を越えた取引の系統容量を比較して行われるものでなければならない。

この診断には、国境を越えた取引を最適化するための是正措置や、協調された需給

調整エリア内の需給調整サービス事業者に対する稼働状況の変更要求などの勧告を

含めることができる。 

 

https://www.entsoe.eu/outlooks/midterm
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4.2.3 新たな指標と方法 

通常の発電や固定された負荷に基づく従来型の資源アデカシー手法や指標は、風

力、太陽光、蓄電池エネルギー貯蔵、柔軟な需要からなる発電構成の変化に対して、

もはや適切なものとはいえない。需要側の参加が増え、資源の柔軟性が増す中、社

会のニーズを適切に反映するために、アデカシーの指標を更新する必要がある。例

えば、最も一般的な指標(例えば、停電時間確率 LOLP)は、社会的な要求に対して恣

意的に採用する。データと方法は、より多くの運用を考慮したものに進化しており、

その結果得られる測定基準は、潜在的な負荷損失事象の規模、期間、頻度、タイミ

ングを把握すべきであるという合意形成がされつつある。容量の制約ではなく電力

量の制約がより支配的になれば、不足電力量期待値(EUE)のような指標がより意味

を持つ可能性がある(ESIG, 2019)。 

LOLP と EUE の指標は、全体的に柔軟性の乏しい需要、つまり「必ず」サービス

を提供しなければならない需要が一部に存在する場合に意味を持つ。十分な柔軟性

あるいは応答性のある需要があれば、従来のアデカシー問題は後退し、コスト最小

化問題に取って代わられる。そこでは、投資コストは、需要を削減あるいはシフト

することで消費者に補償する期待コストとバランスが取られる。従来の方法は、シ

ステムを適切に維持するために追加する必要のあるピーク電源(ガスタービンなど)

の量を定量的に把握することを目的としている。風力や太陽光のシェアが高い場合、

この従来の方法は、需要の柔軟性や電力貯蔵の強化、近隣エリアからの電力輸入を

考慮する場合と比較して、コストの高い電力システムとなる(ESIG, 2019)。 

アデカシー計算方法は、従来、再生可能エネルギー100%への移行を可能にする重

要な要素である送電、配電システムに組み込まれた発電、電力貯蔵、需要参加、セ

クターカップリングの影響を適切に表現できなかった。そのため、アデカシー計算

方法の適応と強化が必要である。ESIG プロジェクト「資源アデカシーの再定義」

(ESIG, 2021b)により、現代の電力システムに対する一連の新しい指針が策定された。 

• 原則 1：設備容量不足の規模、頻度、期間、タイミングを定量的に把握

することは、適切な資源ソリューションを見つける上で非常に重要で

ある。 

• 原則 2：時系列の運用は、多くの気象年にわたってモデル化する必要が

ある。 

• 原則 3：完全な容量というものは存在しない。 

• 原則 4：負荷の参加は、資源アデカシーの構成を根本的に変えるもので

ある。 

• 原則 5：近隣の電力システムと送電は、容量資源としてモデル化される

ことが望ましい。 

• 原則 6：信頼度基準は透明で経済的であることが望ましい。 

さらに、再生可能エネルギー100%の未来に向けた最初の提言に関し、Task 25 の

共同文書(Holttinen et al., 2020)では、以下のように記されている。 

• 信頼度レベルを検討すること。一般的な不足電力目標(不足電力期待値

LOLE、負荷に対応する容量が不足する予想日数を定量化したもの)は

10年に 1回だが、年 2回のようなより低い信頼度目標も適切であろう。

負荷(価格)応答性が不十分な場合は、計画停電を認めることもあり得

るる。 

• 年間のエネルギー信頼度において、経年的な資源変動性の影響を考慮

すること。 



 

56 

• 極値的事象を把握するためのデータと感度を向上させること。現在の

モデルは、データで表現されていれば相関のある事象を捉えることが

できるため、10 年以上のデータが必要である。 

• モンテカルロ法を用いた最近のモデル開発を用い、隣接するエリアを

対象に含めること。 
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5. 短期的システム信頼度の確保 

風力発電や太陽光発電が短期的信頼度に与える影響には、短期的な需給調整、す

なわち周波数制御のための適切な量の運転予備力の設定の影響が含まれる。太陽光

発電や風力発電のシェアが拡大するにつれ、電力システムのダイナミクスへの影響

を評価することがますます重要になっている。また、変動性や不確実性の影響を評

価することに加え、インバータを介した非同期電源の接続を考慮する必要がある。 

風力発電は電力システムを支援できる可能性がある。このことは、将来の電力・

エネルギーシステムにおいて変動電源のシェアを増やすことを検討する際には、他

の新しい柔軟性の選択肢とともに考慮する必要がある(6.2 節および 6.5 節を参照の

こと)。 

大規模な風力・太陽光発電の統合検討の例として、米国の ERGIS(東部再生可能

エネルギー電源統合研究)がある。東部連系系統における年間ベースで最大 30%の

VRE シェアがもたらす運用上の影響について、送電設備の増強に関するいくつかの

シナリオが検討された(Bloom et al., 2016)。風力・太陽光発電の大規模導入による 1

時間未満の単位での影響を理解するため、5,600個以上の発電ユニットと 6万個以上

の送電ノードを 5 分の時間分解能のユニットコミットメント・経済的ディスパッチ

モデルで東部連系系統をモデル化した。火力・水力発電の運用、送電線の電力潮流、

日の出・日の入り時の運用、需給調整エリアの運用方法のそれぞれにおいて、系統

運用に大きな変化が見られた。しかし検討されたすべてのシナリオにおいて、電力

システムを確実に運用できることが確認された。 

年間エネルギーの 30%～40%の風力発電のシェアを持つ 7 つの統合検討の結果に

よって、電力システムレベルの需要－発電バランス調整のために新たな電力貯蔵は

必要ないことが示された。さらに、より広いエリアで風力と太陽光のバランスを取

れることにより、需給調整の課題が減り、送電を増やすことで出力抑制の課題も減

る(Söder et al., 2017)。さらなる統合検討の結果について、過去の Task 25 報告書にま

とめられている(Holttinen et al., 2009; Holttinen et al., 2012; Holttinen et al., 2016 and 

Holttinen et al., 2019)。 

 

5.1 運転予備力 

風力発電が需給調整や周波数制御のための運転予備力に与える影響は、この数十

年の間多くの統合検討の主たるテーマとなっている。電力システムは、運転予備力

によって需給調整エリア内の負荷および発電のバランスを取る。風力発電のインバ

ランスは、電力システムの他のインバランスと混ぜ合わされることになる。需給調

整や周波数制御のための運転予備力は、いくつかの応答タイムスケールに分けられ

る。極めて一般的な分類は、自動で応動する予備力(秒単位のタイムスケール)と手

動で応動する予備力(10 分程度のタイムスケール)とされる。本節では、風力発電の

導入率が高いシステムについて、運転予備力の配分と利用に関する経験と研究をま

とめる。また風力発電は運転予備力を提供することもできる。これは 6.2 節で述べ

る。 

 

5.1.1 風力発電の比率が高い地域での運転予備力の経験 

太陽光発電や風力発電は、系統運用に不確実性と変動性をもたらす。これは、ま

ず運転予備力の利用の増加として現れ、ある時点では電力システム内に配備される

予備力の増加として現れる。意外なことに、最近になって予備力の要求が減少した
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例も報告されている(ドイツとテキサス州)。これは主に、風力や太陽光が予備力の

利用に与える影響が運用方法の変更によって相殺されたためである。このことから、

風力や太陽光による需給調整に必要な努力が増加することを大きく緩和する策とし

て、非効率な部分があると考えられる運用方法を変更することの重要性が浮き彫り

になっている。 

フランスでは、送電システム運用者 RTE が用いる必要な予備力とマージンを評価

する予測戦略は、計算が頻繁に更新されていれば、VRE 電源の割合が増えつつある

電力システムの管理に適している。MAUI と呼ばれる新しいツールは、必要な予備

力とマージンをローリングホライズン方式(事前予測時間を順次変えながら予測す

る方式)で自動的に計算する。マージンの評価では、各発電ユニットの動的制約か

ら生じる最小限の事前通知を考慮する(図 35)。 

 

 

 

図 35 RTE によるローリングホライズン方式を用いた自動化された必要なマージ

ンの評価 

(出典：RTE 内部資料) 

 

また、TSO で需要調整を分担する運用方法を変更すると、風力や太陽光による需

要調整のニーズの増加を上回るほどの便益がある。ドイツでは、風力・太陽光が電

力システムに与える影響の増加よりも、4 つの TSO 間で需給調整責任を分担するこ

との便益の方がはるかに大きい(Kuwahata & Merk, 2017)。 

二次周波数制御用予備力の応動が劇的に減少していることが図 36に示されている。

需給調整の共有がもたらす大きな便益を示すもう一つの例が、米国の西部エネルギ

ー・インバランス市場(EIM)である。2014 年の開始以来、エネルギー・インバラン

ス市場は、電力システムの信頼度を高め、参加者に数百万ドルの便益をもたらし、

再生可能エネルギー資源の統合を向上させている。純便益は 10億ドルを超え、二酸

化炭素(CO2)排出量は 50万トン節約できたと推定されている(www.westerneim.com)。 

 

https://www.westerneim.com/
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図 36 ドイツでは、新しい運用ルールと市場ルールのおかげで、再生可能エネル

ギー比率の増加にもかかわらず、二次的予備力の起動(SRL)が減少している 

(出典: Kuwahata & Merk, 2017) 

 

テキサス州では、2010 年 12 月 1 日に 15 分ゾーン制市場から 5 分ノード制市場へ

移行したことが、二次的予備力の必要量の減少の主な要因となっている。その減少

を図 37に示す。興味深いことに、テキサス電気信頼性評議会(ERCOT)からは、風力

発電所の効果的な一次周波数応答による別の効果も報告されている。風力発電の設

備容量の増加に伴い、必要な調整用予備力は減少し続けている(図 38、さまざまな

時間スケールで対応する予備力設備がどのように連携しているかについては、例え

ば図 41 も参照)。なお、2017 年半ばには、上方調整要件はさらに低下し、350～

400MW となった(風力発電容量はほぼ 19GW)。ERCOT では、風力や太陽光を含む

すべての電源が一次周波数応答(PFR、ガバナまたはガバナ的応答)を提供するとい

う要件を導入することにより、大きな正の効果があることが見出された。要件を導

入した当時は、既存の電源には可能な限り新しい部品を追加することが求められて

いた。風力発電所は、稼働中は常に超過周波数応答するが(すなわち周波数が高い

場合は出力抑制する)、他の理由で出力抑制された場合にのみ不足周波数応答する

(すなわち、特に上方応答するために事前に出力抑制するのではなく、供給過剰や

送電混雑のために出力抑制された場合に上方応答する)。 

 

 

図 37 ERCOTの上方調二次予備力の必要量(青)と風力発電の総容量(赤) 

(出典: The University of Texas at Austin energy institute, 2017) 



 

60 

 

 

図 38 テキサス州 ERCOTの 2011年から 2015年までの平均上方調整の必要量 

同じ期間に風力発電の累積設備容量は 9.4 GW から 15.8 GW に増加した。 

(出典：Julia Matevosjana, ERCOT) 

 

5.1.2 運転予備力の要件の推定 

変動性再生可能エネルギーを統合する場合、残余需要の不確実性を補うために一

定量の予備力を調達するのが一般的である。こうした予備力は、主に需要、風力や

太陽光の予測誤差、発電所や連系システムの計画外停止などの影響を受ける(図 39)。 

 

 
 

図 39 発電と需要による不確実性と、信頼度(LOLP)を信頼度レベルとして使用す

ることによる不確実性を組み合わせて、風力発電の追加による必要運転予備力への

影響を判断した例 (出典: Fraunhofer IEE) 

 

風力発電による運転予備力の増加については、さまざまな試算が出ている。風力

発電のシェアを 10%～30%とする研究では、応答が遅く手動で起動する予備力(10～
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15 分)に対して主な影響があり、応答の速い予備力への影響は小さい(Holttinen et al., 

2016, 5.2節)。不確実性の時間スケールは結果に最も大きな影響を与える。前日また

は 4 時間前の不確実性を考慮すると、風力発電の影響はより大きくなる。例えば、

北欧の研究(Miettinen & Holttinen, 2018)では、風力のシェアが高まると予測誤差を当

日に修正することの重要性が示されている。また、調査結果に大きな影響を与える

のが、需給調整エリアの大きさ、つまり複数の需給調整エリアが調整を共有するか

どうかという点である。ドイツの経験は、これらの知見を裏付けるものである(前

章参照、図 36)。 

風力と太陽光の予測の品質は、信頼度と運転効率、そして運転予備力の割り当て

量に影響を与えると考えられる。過剰な予備力を調達することは非効率的な運用に

つながり、逆に予備力が不足すると信頼度に問題が生じる可能性がある。しかし、

風力や太陽光の予測誤差は時間的に変動するため、経済性とリスクマネジメントの

トレードオフを適切に判断する必要がある。従来の電力システムでは、長期(数ヶ

月)の容量を決定する決定論的な基準で運転予備力の大きさを決めればよかった。

しかし、変動電源の割合が増加すると、将来の電力システムにはより高い変動性が

もたらされ、需給調整の必要性もより高くなる。動的な予備力の設定(前章のフラ

ンスの例など)は、より費用対効果の高い、信頼度の高いシステム運用を実現する

ことになると考えられる。 

アイルランドでは、必要な運転予備力を動的に決定するために提案された方法にお

いて、風力発電の不確実性と変動性の非正規性、および風力発電予測への確率的依

存性が考慮されている(Mousavi & Flynn, 2018)。既存の手法とは異なり、風力発電の

不確実性と変動性の確率密度を、風力発電の予測レベルごとに特徴付けている。ア

イルランドのケースで得られた結果は、正規性と独立性の仮定に敏感であり、運転

予備力の必要量を過大／過小評価する可能性があることが分かる。この誤差は、風

力発電のシェアが 37%の場合、–95%(正規性の仮定による過小評価)から+400%(独

立性の仮定による過大評価)の範囲となり、主に風力発電の予測値が高い時期に発

生する。このような誤差が生じると、従来型電源の部分負荷運転だけでなく負荷遮

断や風力発電の出力抑制が頻繁に発生し、電力システムの信頼度が低下し運用コス

トが増加する可能性がある。 

ドイツでは、予備力の量を決定するために提案された手法(Jost et al, 2015)では、人

工ニューラルネットワークに基づく分位点回帰を用いて、望ましいセキュリティレ

ベルを満たすための予備力が予測されている。この方法は、ドイツにおける周波数

回復予備力(FRR)の量を前日に決めることに検証された。また、容量の大きさを静

的に事後に決定した結果((1) 同じ停電時間(予備力容量が不足している時間割合)を

持ち、(2) 同じ平均予備力を持ち、(3) 停電時間の目標を正確に満たす)と比較した。

容量の動的な大きさ決定は、負方向と正方向の両者の周波数回復予備力に対し、す

べての基準において優位性がある。その停電時間の目標に対する静的な容量の大き

さ決定と比べると、停電時間だけでなく平均予定予備力容量も小さくなっている。 

予測誤差が運転マージンや必要予備力に与える影響を判断するための確率論的ツ

ールは、運用中にも使える上に、長期予備力のニーズに関する将来の分析にも利用

できる。EU-SysFlex プロジェクトでは、動的確率論的手法により、再生可能エネル

ギーのシェアに応じた自動周波数回復予備力(aFRR)の必要量を推定している。本方

法論の原理は確率論的方式に基づいており、あらかじめ定義されたリスクレベルを

考慮しながら、ある時間軸(例えば aFRR では 15 分)における電力マージンの必要性

を、国単位で、かつ 1 年の各時間を考慮して評価することを目的としている。この

ツール(OPIUM)の基本的な部分は、大きく次の 2 つのタイプに分けられる不確実性

要因のモデル化にある。(1) 予測に基づく誤差(需要、太陽光、風力発電)、(2) 供給
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支障に基づく不確実性。変動電源の比率が高い(50%以上)2 つのシナリオを考慮し、

欧州における aFRR の必要量を試算した(図 40)。大きく分けて次の 2 つの結論を指

摘することができる。(1) TSO が選択するリスクレベルが aFRR 要求において大きな

役割を果たす。(2) 再生可能エネルギー源の大規模な開発により aFRR の量が大幅に

増加する(EU-SysFlex D2.4, 2020; Morin et al, 2019)。この方式では、まず aFRR に対応

することを選択しており、15 分予備力の量に対応している。実際、手動周波数回復

予備力(mFRR)の一部もカバーすることができる。ただし aFRRとmFRRの間の 15分

予備力の(特定の国に対する)シェアによってさまざまである(Morin et al, 2019; 図 41

にも示す)。 

 

 

図 40 いくつかのリスクレベルを考慮した欧州の平均上方マージンの推移 

FRA＝フランス、IBR＝イベリア(ポルトガル、スペイン)、ITA＝イタリア、EAST＝ポーランド、

チェコ、ハンガリー、スロバキア、NTH＝ドイツ、ベルギー、ルクセンブルク、オランダ、デン

マーク、スイス、オーストリア。「再生可能エネルギー意欲的」シナリオでは、欧州における風

力・太陽光のシェアは 66%となっている(EU- SysFlex project)。 

 

 
図 41 運転予備力の起動方法と、自動起動および手動起動の周波数回復予備力、

aFRRとmFRRの 2種類の予備力に分けられた例 (Morin et al., 2019) 

複数のタイムスケールの予備力に対する必要量を評価する場合、応答が重なり、ダブルカウント

になる危険性がある。 
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北海地域では、2050 年に向けて洋上風力の増加により電力バランスが大きく崩れ、

より多くの予備力を必要とする。インバランスのほとんどは mFRR で処理できるが、

リアルタイムのインバランスを処理するためには、はるかに大量の aFRR が必要と

なる。資源を効率的に利用するために、aFRR の規模は確率的に設定することが推

奨されている(NSON-DK, 2020)。 

日本では、残余需要の出力変化の大きさと速度に関する持続時間曲線を用いた、

予備力容量のアデカシーを評価する予備力容量喪失確率が提案されている。残余需

要の出力変化の大きさとその週/日の持続曲線(＝必要な柔軟容量レベルごとの発生

確率)の一例を図 42 に示す(Tanabe et al., 2017)。 

 

 

図 42 残余需要の出力変化速度の持続曲線とそれを管理するための柔軟性 

(出典: Tanabe et al., 2017) 

 

5.2 安定度と電力システムセキュリティ 

風力発電や太陽光発電の比率が大きくなると、パワーエレクトロニクス機器によ

るインターフェースを介して接続されるインバータ連系電源(IBR)が増加するため、

電力システムの特性が変化する。しかし、風力発電や太陽光発電は、危機的状況に

おいては、電圧や周波数の短期間不安定化を防ぐために、有望で実行可能な選択肢

となる可能性もある。パワーエレクトロニクスをベースとした制御を高度に連携さ

せることで、電力システムの能力をさらに高めることができる。 

特定の電力システムについて懸念される問題は、電力システムの規模、負荷およ

び他の発電と比較した風力発電の分散、ならびにユニットコミットメント(発電機

起動停止)計画や送電網の構成による(Flynn et al., 2017)。 

100%の再生可能エネルギーや IBRベースの発電を実現するための課題については、

7 章を参照のこと。 

 

5.2.1 変動電源の安定度に関する経験 

ここでは、風力発電所や太陽光発電所を相当量導入している電力システムにおい

て、システムの安定度がリスクにさらされた事象を紹介する。安定度向上のための

風力発電所の能力については、系統運用の実経験を含めて 6.2 節で説明する。 



 

64 

風力発電所や太陽光発電所の系統故障時の対応が、重要な管理課題であることが

明らかになってきている。ドイツとスペインの研究により、風力発電所が欧州の電

力システムの最大トリップ事象になる可能性が示された 2005年以降、風力発電所の

事故時運転継続(FRT)機能がグリッドコードに追加された(Holttinen et al., 2009 年)。

太陽光発電所の場合、ドイツで「50.2Hz 問題」が生じた。これは、数十 GW の分散

型太陽光発電を急ピッチで増設したために、すべての太陽光パネルを同じ 50.2Hzと

いう過周波数で解列しなければならず、この事態が生じると、電力システムが同時

に大きな停電を起こすというものである(https://www.modernpowersystems.com/ 

features/featuredealing-with-the-50.2-hz-problem/)。 

南カリフォルニアでは、2016 年 8 月 16 日の Blue Cut Fire と呼ばれる山火事で 700 

MWの太陽光発電所がトリップした。北米電力信頼度協議会(NERC)がこの信頼度問

題を調査し、緩和策を提案するためにインバータベース資源性能合同タスクフォー

スを設置した(NERC、2017 年)。このタスクフォースは、標準規格(P2800)を含む

IBRに関するさまざまな側面(ハイブリッド発電所の信頼度ガイドライン、過渡電磁

界モデリング、連系プロセス、IBRの研究など)を扱うインバータベース資源性能ワ

ーキンググループ(IRPWG)に発展した。 

南オーストラリアの異常暴風雨事象では、2016年 9月 28日に 2分間で 6件の系統

障害が発生した。ほとんどの風車は 3 回の電圧動揺に対しても運転継続したが、そ

の後繰り返し低電圧時運転継続(LVRT)保護機能が作動して出力を下げたり解列した。

既存の発電機性能基準には、それらの動作を防止または軽減するための具体的な最

低要件は含まれていなかった。風力発電所の FRT 設定が低すぎ、後続の故障が多数

発生することを想定していなかった。その後、風力発電所の FRT 性能強化に関する

より具体的な要請がなされている(AEMO, 2017)。 

2019 年 8 月 9 日、英国各地で雷を伴う大きな嵐が発生し、最終的に約 100 万人の

電力消費者に影響を与える停電になる事態が発生した。このとき、最大規模の洋上

風力発電所では、この事象をきっかけに発生した準同期周波数帯の電力共振が十分

に減衰せず、制御系が予期せぬ応答を示すという事態が生じた。この事象以来、グ

リッドコードと接続契約の要件に沿って、将来の電力システムの故障に耐えられる

ように制御システムを安定化させるため、制御システムのソフトウェアを更新し、

Hornsea One プロジェクトで観測された挙動を緩和した(NGET, 2019)。 

オーストラリアの南部と東部地域に供給している電力システムで、システム全体

にわたって 7 Hz と 19 Hz の振動が観測されている。これらは、ウェストマレー地域

における IBR の導入率の上昇と、同期発電機の変位による電力システム強度の低下

の結果である(Modi et al., 2021)。これらの振動を緩和し、信頼度を脅かす事象を回

避するための現在の戦略は、ウェストマレー地域の IBR を抑制することである

(Badrzadeh et al., 2021 年)。観測された振動モードにおけるさまざまな IBR の役割を

決定するための調査、すなわち、どの IBR が電力システムの減衰に負の寄与をし、

どの IBR が正の寄与をするかを決定するための調査が進行中である(7.3.3 節も参照

のこと)。 

図 43 は、イタリアの広域監視システムの周波数測定値による周波数不安定事象

(2017 年 12 月 3 日中欧)を描いたものである。この事故は、欧州電力システムの南

部で電力消費が非常に少なく(その結果、減衰に対する負荷の貢献が減少)、電力の

輸入が膨大になっている時期に発生した。イタリア国内で高い電圧位相差が生じ、

一部の発電機が使用できなくなり、電力システム内で通常とは異なる電力潮流が発

生した(ENTSO-E, 2018)。この事象により、迅速で適切な応答と振動を遮断する対策

の役割が明らかになった。今回の事象では、VRE の役割は大きくなかったと報告さ

れている。しかし、VRE のシェアが高い場合、良好な減衰性能を確保し、激しい発

https://www.modernpowersystems.com/features/featuredealing-with-the-50.2-hz-problem/
https://www.modernpowersystems.com/features/featuredealing-with-the-50.2-hz-problem/
https://www.modernpowersystems.com/features/featuredealing-with-the-50.2-hz-problem/
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振事象を避けるために適切な対策を開発・実施することが必要である。 

 

 
図 43 2017年 12月 3日に広域監視システム(WAMS)で測定された周波数 

サンプリングレート 100 ms (出典: Terna) 

 

IBR が関わる安定度事象の多くは局所的なものであり、そこでは安定度問題が 2

つの電力システム間の不安定な相互作用と して特徴付けられている。例えば、電力

システムの短絡強度が低くかったり直列補償された送電線が存在したりするために、

風力発電所や太陽光発電所がその末端で電力システムと相互作用する(米国の

ERCOT 共振事象、Adams et al, 2012; UK 2019 event NGET, 2019)、洋上風力発電所が

洋上 HVDC コンバータステーションと不安定な共振を形成する(ドイツ BorWin1, 

Buchhagen et al, 2015)、HVDC コンバータまたは STATCOM がその末端で交流電力網

に対して振動する(中国, Xie et al, 2017)などの事象がある。しかし、より広域のネッ

トワークと多数の IBR を含む動的安定事象は、より一般的になりつつある。それは、

IBR のレベルがますます高まり、同期発電機の変化により電力システムのロバスト

性が低下しているからである(Badrzadeh, et al, 2021; ERCOT, 2018; Shah et al, 2021b)。

100%IBR システムに向けた検討については、7.3.3 節及び 7.6 節を参照のこと。 

 

5.2.2 周波数安定度の研究 

非同期の風力発電や太陽光発電の比率が増えるため、電力システムの慣性レベル

が低くなる時間帯が発生する。非同期発電の増加も同期発電の廃止も、慣性の減少

につながる(Daly et al.2019)。電力システムの慣性は、発電と消費のインバランスが

生じた後の周波数の動的挙動に影響を与える。急激な発電機喪失後、低慣性の場合

(図 44)、 

1. 周波数がより急速に低下する、つまり周波数変化率(RoCoF)が高くなり、

負荷遮断が発動される危険がある。 
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2. 周波数最小値(Nadir 原注2)が低くなり、一部の発電機保護リレーが作動し、

電力システムの周波数崩壊の危険につながる可能性がある。 

 

 

図 44 Nadirと RoCoFの概念図 (出典: Prime & Wang, 2019) 

 

周波数安定度の課題は、電力システムの大きさ、風力発電の比率、適用される制

御戦略によって異なる。これは、アイルランドなどの小規模な電力システムで最初

に研究されたが、風力発電のシェアが高い大規模なエリアでの研究も進んでいる。 

低慣性の水準を管理するための選択肢としては、マストラン発電機や同期調相機

で慣性を高い水準に保つ、周波数の低下を止めるためにより速い周波数応答を調達

する、あるいは電力システム内で最大の偶発事象の発生を制限する、などがある。

複数の電力システム安定化ソリューションを最も費用対効果の高い形で組み合わせ

たものは、電力システムの形態に依存し、国ごとに異なる。このような最適な組み

合わせを決定するためには、高度な方法論を展開する必要がある。変動電源のシェ

アに応じた慣性ソリューションのコストの推移は、図 45のように描くことができる

(Prime & Wang, 2019)。 

 

 

図 45 風力・太陽光のシェア拡大による慣性低下状況の緩和 

SC：同期調相機、MRG：マストラン(同期)発電、FFR：高速周波数応答 

(出典: Prime & Wang, 2019) 

 

 

原注2  Nadir: 過渡期間中に到達する周波数の最小値 
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同期調相機や蓄電池によるエネルギー貯蔵システム(BESS)を備えた STATCOM と

の詳しい技術・経済比較によると、どちらの技術も慣性応答を提供できるが、既存

の BESS 技術と価格では、同期調相機の慣性応答は BESS のそれよりはるかに安価

であることがわかっている。同期調相機は、より費用対効果の高い方法により、電

圧調整サービスと短絡電力を提供できる(Biellmann et al, 2020)。 

アイルランドの孤立系統では、周波数安定度に対する懸念により、2011 年に非同

期電源(風力発電および HVDCの輸入)の瞬間導入率を需要＋HVDC輸出の 50%に制

限する、いわゆるシステム非同期導入率(SNSP)という制約を設定した(O’Sullivan et 

al., 2014)。この限界値は段階的に引き上げられ、2021 年 1 月には 70%の試行に達し、

さらに 2021年4月には 75%のSNSP試行に進んでいる(EirGrid & SONI, 2021; Holttinen 

et al., 2021 IEEE PES Magazine)。高い SNSP を達成するためには、0.5Hz/s を超える

RoCoF で風力発電と従来型発電を電力システムに同期させ続ける必要があった。

2021年には、分散型電源を含むすべての電源が高いRoCoF基準を満たす性能を事前

に個別に調査・評価し、RoCoF の限界値を 1Hz/s に引き上げた。また、EirGrid と

SONI は、「セキュリティの保たれた持続可能電気システムの提供(DS3)」プログラ

ムのもと、一連の拡張システムサービスを導入した。このプログラムは、周波数と

電圧支持の高速化や、より長期(長時間)の出力変化マージン機器の提供を奨励する

ことを目的としている。特に周波数安定度の向上については、同期慣性応答機器と

高速周波数応答(FFR)機器を導入した。同期慣性応答システムサービスは、安定し

た最小出力に対する回転エネルギー(慣性)に基づき同期発電機に報酬を与え、発電

機の最小出力を下げるよう促し、電力システムの需要が低い状況では、目標需要を

満たすためにより多くの発電機を並列させ出力を「絞る」ことができるようにする。

このようにして、電力系統システムに並列する回転エネルギーを増大させ、電力シ

ステムの外乱に対するロバスト性を向上させる。FFR 機器は、8 秒という「速い」

緊急予備力応答を促す。デフォルトの応答時間はトリガーとなる事象発生から 2 秒

だが、スカラ機構による 0.15 秒以内の応答時間には最大 3 倍まで報酬が増える。

FFR サービスは、BESS や風力発電所など、認定されたすべての技術に開放されて

いるが、事象後のエネルギー回復段階を尊重する必要があり、提供する初期対応に

制約がある。 

北欧の同期システムの将来の慣性レベルは、新たな風力発電と太陽光発電により、

2025 年には水文年別に必要な 120 GWs～145 GWs(平均 8%)を 1～19%の時間で下回

ると推定されている(図 46)(Statnett, FG, Energinet, SvK, 2016)。北欧の電力システム

の HVDC リンクの数が多いことも、将来の慣性レベルに影響する(Nordic TSOs, 

2018)。 
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図 46 2025年の市場シミュレーションシナリオにおける全気象年(1962年～2012

年)の乾季と雨季の推定総運動エネルギーの期間 

 (出典: Statnett, FG, Energinet, SvK, 2016) 

 

米国 MISO エリアでは、周波数応答は、変動する再生可能エネルギーの瞬間導入

率が 60%までは安定しているが、それ以上では新規の計画的な抑制が必要になる可

能性があることが分かった。 

欧州大陸システムの各地域の周波数安定度調査では、各ゾーンの連系線事故と系

統分断が調査された(EU-SysFlex D2.4, 2020)。複数エリア動的モデルの PALADYN は、

需給の不均衡に対応して周波数が計算される。Nadir の低さと RoCoF の高さは特に

イベリア半島で顕著であったが、これは主に再生可能エネルギーの比率が大きいこ

とと、欧州の他の地域との接続が少ないことが理由である。この地域では RoCoF 値

が 1.3 Hz/s を超えることがあり、イベリア半島の発電機の安定度が懸念される。そ

の他、欧州の電力消費に占める再生可能エネルギーの比率(RES-E)を 66%とした

「再生可能エネルギー意欲的」シナリオ、およびエネルギー転換(RES-E 比率 52%)

のいずれにおいても、1 年間に明確な停電の事態は発生していない。 

欧州大陸における系統分断も研究されている(図 47)。不均衡は非常に高い値に達

する可能性がある(半島分離では±12～18 GW、「欧州 3 分割」では±20～30 GW)。そ

の結果、周波数安定度を維持するためには、負荷遮断と過周波数時の制限周波数モ

ードが唯一の選択肢となる。場合によっては、特に 2 つの半島分離に関しては、こ

れらのメカニズムの起動は、停電を回避するためにはまだ不十分である可能性があ

る(EU-SysFlex D2.4, 2020; Fournel et al, 2020)。 
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図 47 EU-SysFlex プロジェクトの周波数安定度調査で評価された系統分断 

(出典: EU-SysFlex D2.4, 2020) 

 

これらの問題に対する具体的な改善策(EU-SysFlex D2.4, 2020)には、以下のような

ものがある。 

• 系統分断の場合、DC リンクの接続を確保する。実施されたあらゆるシ

ミュレーションにおいて、系統分断は AC と DC の両方の相互接続シス

テムの切断を意味し、これは悲観的とみなされる可能性がある。実際、

DC リンクは系統分断の場合でも接続を維持するように制御することが

できる。この可能性は、系統分断の結果の深刻さを劇的に減らすこと

ができるため、しっかり検討する必要がある。 

• 系統分断による不均衡を解消するため、連系線の電力潮流を制限する。 

• 風力や太陽光などの IBR を抑制し、従来型発電所、できれば水力、バ

イオマス、原子力などの脱炭素型発電で慣性レベルを高める。 

• 同期調相機、風力・太陽光発電のグリッドフォーミング制御、蓄電施

設など、慣性の提供のための代替手段を奨励する。 

最も費用対効果の高い解決策は、これらすべての手段を最適に組み合わせること

だと考えられる。 

 

5.2.3 他の安定度問題の研究 

電圧安定度は、許容できる電圧プロファイルを定常状態において維持すること、

そして負荷の増加や送電網故障などの外乱後に維持することと関連している電圧不

安定は主として(ローカルな)無効電力要件を満たせないことに関係する。発電機の

無効電力発電能力と負荷の無効電力需要に依存するが、実施されている電圧制御戦

略、例えば変圧器のタップ切換装置との相互作用などにも影響される。従って、風

力発電導入率が高いときの電圧安定度を評価する場合、風車の潜在的な無効電力供

給能力を利用することが重要な決定要因となる。 

一般に、風車の無効電力制御機能が電圧管理のために導入されている場合(Vittal 

et al., 2010)、電圧安定度は風車の存在に影響されないか、または強化される可能性
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が高い(You et al., 2013)。しかし、特に(従来型)発電が置き換えられている電力網エ

リアでは、静的無効電力補償装置(SVC)、同期調相機、または同様の装置を導入し

たり、電圧を支持するために特定の発電機を「マストラン」ようにすることが適切

な場合もある。 

例として、図 48は電圧擾乱の面積の広がりを示し、イタリアにおける回転型発電

機からインバータ式電源への置換による短絡電流の減少の問題を表している。 

 

 
図 48 回転型発電機をインバータに置き換えることで短絡電流が減少し、電圧の

擾乱のエリアが拡大する 

イタリアの例 (出典: Terna) 

 

アイルランドの孤立系統では、電圧および過渡安定度の問題は、予想される風力導

入率 40%近くであれば緩和できると推定され、動態安定度は問題視されなかった

(Eirgrid & SONI, 2010)。再生可能エネルギーの新たな目標(需要の 70%)と風力発電

の組み合わせが主流となり、同期トルクの低下に伴う過渡安定度の問題も予見され

る(EU-SysFlex D2.4, 2020)。また、(従来型発電所が置き換わることによる)利用可能

な無効電力供給源の減少や、(さまざまな機能特性の)風力発電所の分散配置に加え、

高圧ケーブルの敷設増加などにより、電圧制御はより困難になってきている。現在、

既設の送電線の制約により、アイルランド島全体の電力システムで最低 8 基の大型

同期機が常に並列されていなければならないことになっている。非同期型の再生可

能エネルギー電源の増加に対応するためには、この制約を緩和する必要がある。シ

ステム電圧の最適な管理方法について制御センターの管理担当者にガイダンスを提

供するために、現在、電圧軌跡の新たなツールが開発されている。このツールを用

いて、さまざまな種類の機器の最適な無効電力目標が決定され、当日や前日の計画

対象期間における不測の事態に対して安全な電圧軌跡計画が提供されている

(Holttinen et al., 2021 IEEE PES magazine)。 

米国では、MISOが年間 50%までの再生可能エネルギーシェアを想定したRIIA(再

生可能エネルギー統合影響評価)を実施している。動的安定度に関する研究の主な
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知見は以下の通りである(MISO, 2021)。 

• 再生可能エネルギー比率が 20%を超えると、脆弱な電力システムによ

る動的安定度の問題の可能性が急激に高まる。 

• 小信号安定度は、再生可能エネルギー比率が 30%を超えると深刻な問

題になる可能性があり、特別に調整された蓄電池や系統安定化装置を

備えたマストランユニットで対処することができる。再生可能エネル

ギー比率が高い場合、相互接続全体にわたって 0.1 Hz～0.8 Hz の小信号

振動が発生することがある。詳細な解析により、再生可能エネルギー、

蓄電池、静止型無効電力補償装置、STATCOM、HVDC に適切に調整・

設計された補助的な電力振動減衰(POD)制御装置を設置することで、小

信号安定度の向上に役立つ戦略的位置を特定することができる。 

• 全体として、大型ユニットが置き換えられると臨界故障除去時間は改

善されるが、場所によっては減少が見られ、新しい保護技術や送電設

備の設置が必要となる場合がある。 

• 再生可能エネルギーの導入が進むにつれ、送電網の技術的ニーズが進

展し、計画を統合させたり送電ソリューションの種類を組み合わせた

りする必要性が高まっている。 

また分析によると、VRE の高いシェアでシステム統合のコストを低減するために

は、IBRの特性を改善することが有効である。制御技術の向上(グリッドフォーミン

グインバータ技術の導入など)により、同期調相機や送電線(交流・直流の両方)の

必要性を抑える効果が期待できる。 

ERCOT では 2018 年に、再生可能エネルギー資源からの瞬間導入率が 70%を超え

るテキサス州の電力システムを運用するために、過渡電磁界(PSCAD)および過渡的

安定度(PSSE)シミュレーションを用いた動的安定度評価が行われた(ERCOT, 2018

年)。研究の結果、再生可能エネルギーによる出力が多い場合に、電力システム全体

の振動を引き起こす動的安定度の問題がいくつかあることが明らかになった。これ

らの問題の多くは、既存の IBR が系統強度が低い条件下で安定的に動作できないこ

とに起因していた。この研究では、より脆弱な電力システムでの運用を可能にする

ために、IBR の制御チューニングを推奨している。また、IBR による同期発電機の

置き換えで生じる動的安定度の懸念を軽減するため、系統強度や事故時電流レベル

を向上させる同期調相機の使用も検討された。 

GE社製 4 MW風車プロトタイプにおいて、風力発電所の無効電力振動における系

統強度の役割を、風車のインピーダンス測定により調査した。広範なインピーダン

ス測定と PHIL(Power Hardware In the Loopループ内電力ハードウエア)試験に基

づいて、無効電力振動は 4 MW 風車内部の制動不足共振モードの結果であると判断

された(Koralewicz et al., 2020)。 

電力システムが不安定に移行する距離や傾向を定量化するための主要性能指標は、

EU プロジェクト「パワーエレクトロニクスデバイスの大規模統合(MIGRATE)」で

作成されている(Rueda Torres et al., 2017)。風力発電の比率が高く、従来型(化石燃料

火力)発電所が置き換えられた電力システムにおける安定度象象には、周波数安定

度、回転角安定度、電圧安定度、準同期制御器相互作用が含まれる。この指標は、

主要変数(パワーエレクトロニクスと負荷の比など)の情報を、電力システムの動的

性能に影響を与える構造変化(再生可能エネルギー導入率の上昇による)に対する電

力システムの敏感性を反映した指標(正規化電圧安定度指数など)にマッピングした

ものである。風力発電の比率が高い(総出力の 50%以上)英国とアイルランドの電力

システムを縮小したモデルで、主要性能指標が検証された。 
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5.2.4 HVDC接続が安定度に与える影響 

HVDC 接続が北欧の電力システムの安定度に与える影響については、Vrana et 

al.(2017a)において研究されている。この研究では、風力発電は主に北欧の電力シス

テムの外側に置かれているが、ノルウェーは多数の HVDC リンクを通じて他の北海

諸国における風力発電の需給調整を行っている。将来シナリオの電力潮流シミュレ

ーションでは、北欧の電力システムの容量と電圧の制約が、電力交換の制限要因に

なることが示されている。動的シミュレーションの結果、この振動を抑えるように

調整されていない一般的なコンバータコントローラを考慮した場合、将来の電力輸

入が多いシナリオでは、輸入が少ないシナリオに比べて、外乱後に振動が大きくな

る可能性があることが明らかになっている。HVDC リンクに関する北欧の電力シス

テムの一般的な系統脆弱性についても調査されている(Sperstad et al., 2018)。 
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6. 運用中の風力発電の価値を最大化する 

風力発電の価値は、それが代替することになる電力量から生じるところが大きい。

風力発電は、他の発電設備の資本コストを下げることにもつながる。柔軟性の高い

電力システムは、変動エネルギー源をより高い価値で利用できる。したがって、風

力発電の価値を最大化する主な要素は、風力発電自体の外部に存在する。しかし風

力発電は、系統サービスを提供することによってもその価値を高めることができる。

このことは、特に余剰電力がある場合、他の電源から系統サービスを調達すると、

風力発電をより出力抑制せざるを得ないため、すべての風力発電所に役立つことと

なる。一方、変動電力を広範囲に出力抑制することは、電力システムの柔軟性が不

十分であることを示すものである。 

出力抑制と系統支援の経験と結果に加え、本章では風力発電の導入率が高い場合

の需給調整を向上させる対策、例えば電力システムの運用慣行や市場、さまざまな

柔軟性オプション(電力貯蔵、需要側の柔軟性、セクターカップリングされた火力

発電所)などについて述べる。 

 

6.1 風力発電の価値の推定 

風力発電の価値は、従来の発電所の燃料を風力エネルギーに置き換えることで、

系統運用にかかるコストの節約として評価されることが多い。これは CO2 削減にも

つながるが、CO2 価格が設定されないと削減については計上されない可能性がある

(Holttinen et al.2015)。 

従来は、風力発電のいわゆる統合コストを試算するのが一般的だった。いずれの

方式も重大な欠点があることがわかっている(Milligan et al., 2012; Milligan & Kirby, 

2009; Milligan et al., 2011; Müller et al., 2018)。主な注意点は、ベンチマーク技術の利

用(コストの違いを求めるには参照シミュレーションが必要)と、風力発電へのコス

ト配分方法(例えば、送電を追加すると、風力発電の接続と輸送だけでなく、信頼

度において他の便益が生じる)である。特定の電力システムで得られた結果は一般

化できず、他の電力システムに用いることはできない。電力システムに異なる順序

で変更を加える(例えば、風力、太陽光、蓄電池、柔軟な需要を追加する)と、コス

トが異なることが示されている(Söder, 2021)。 

政策立案者やその他の利害関係者は、発電コスト(LCOE)にシステム統合コストを

加えようとするのではなく、異なるシナリオについて電力システム全体のコストと

便益を評価することが望ましい。これにより、特定の利用者や技術にコストを割り

当てる必要がなくなり、投資ニーズ、総運用コスト、電力システム全体の価値を把

握できるようになる。電力システム全体の費用便益方式は、風力または太陽光に固

有のシステム統合コストを切り離して定量化するという困難な作業を回避し、ベン

チマーク技術を定義する必要がない(WindEurope, 2018; Müller et al, 2018)。この方法

は、アイルランドの風力統合検討(AIGS, 2008)で適用され、Task 25 から推奨されて

いる方法である(Holttinen et al., 2018)。 

競争力の指標に関する最近の研究は、風力やその他の技術の価値やコスト要素を

把握することを目的としている。これには、LCOE やエネルギーの平準化価値とい

った包括的でない既存の指標に加え、価値とコストの両方を包括的に表現する収益

性に基づいた新しいカテゴリーの指標も含まれる。この新しい指標は、すべての電

力システムサービスを等価な金銭的基準に置くことで、異なる電力システム技術間

の経済的比較をより効果的に行える。例えば、費用便益比、電力システムの投資対

効果、電力システムの利益率などがある(Mai et al., 2021)。より多くのコストが市場
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価格に反映されればされるほど、市場設計がコスト反映型で透明であれば、そのコ

ストは風力発電のシステム価値を下げると見なされる。これにより、より多くの風

力発電を建設するための電力システムに最も適した方法について、関係者が正しい

判断をするインセンティブを与えることができる。 

風力や太陽光のシェア拡大による価値低下を回避・緩和する方策は、風力発電の

建設方法と、将来の電力・エネルギーシステムの構築・運用方法のそれぞれの中に

見出すことができる(Wiser, 2017)。電力システムに親和性のある風力発電はより大

容量の発電機とより高いタワーを持ち、風力発電のシステム価値を高めるだけでな

く、立地や系統サービス提供における地理的多様性をもたらすことが立証されてい

る(Hirth & Müller, 2016)。風力発電に適した電力システムは、発電、需要、送電、電

力貯蔵に柔軟性があり、あらゆる資源からの柔軟性を可能にする市場設計がなされ

ている。また、電化による市場価値の安定化の影響も、今後の評価で捉えることが

重要である(Ruhnau, 2021)。 

 

6.2 出力抑制 

利用可能な風力エネルギーの抑制は、電力量の余剰が発生し電力システムにそれ

を吸収する他の手段が存在しないという重大な局面において用いることができる。

この形式のシステム需給調整は、エネルギー輸送に十分なシステム容量がない場合

に、局所的な混雑に対応するために利用することもできる(6.4.1 節「混雑管理」参

照)。 

需給調整市場が存在し、風力発電所にも開放されている場合、出力抑制は、電力

調整サービス(下方調整)として行われることがある。現在では、ほとんどの風力発

電所が(各国のグリッドコードに沿った)下方調整機能を持ち、デンマーク、英国、

スペイン、米国の MISO、ERCOT、NYISO の市場メカニズムで既に提供・利用され

ている。 

経済的な観点から見ると、電力システムの需給調整のための出力抑制と下方制御

の提供との主な違いは、下方予備力供給者は、(通常、発電事業者にとってより高

い収入となり、リアルタイムの需給調整コストを反映した)需給調整市場価格で決

済され、したがって正しい価格インセンティブが送られるという点にある。風力資

源が利用可能なときに風力発電の出力抑制を決定することは機会損失である(燃料

を使用しないので限界費用はゼロである)。国によっては、風力発電所はスポット

価格がゼロまたはマイナスになると、その時間帯は補助金を受けられなくなるため、

電力システムに余剰エネルギーがあるときに停止するインセンティブがある。 

出力抑制が大きければ大きいほど、電力システムに風力発電を受け入れる柔軟性

がないことを意味する。本節では、出力抑制、統合検討における柔軟性の欠如の指

標として出力抑制をどのように利用できるかを検討する。 

 

6.2.1 抑制の経験 

出力抑制の経験は、Bird et al. (2016)および Yasuda et al. (2022)により報告されてい

る。図 49 と図 50 は、風力発電のシェアに対して、風力発電所が出力抑制した電力

量の比率をプロットしたものである。 

電力システムインフラが風力発電所の開発を遅らせている場合(中国、ドイツ)、

あるいは多数の従来型電源に運転義務があり、供給側が非常に柔軟性に欠ける場合

(中国、日本)、連系容量が少ない電力システム(アイルランドなど)で、出力抑制は

再生可能エネルギーを統合させる際の大きな課題となっている。イタリアとテキサ
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スは、新しい送電インフラが整備されたため、何とか出力抑制を減らすことができ

た。中国における大規模な出力抑制は、主に年間の開発レイアウトや制度の最適化、

石炭火力発電所の柔軟性向上、新しい電力システム、水力発電の揚水発電所の増強

によって緩和されている。風力発電の比率を高めるには、需要側の柔軟性も役割を

果たすという課題が残されている。 

 

 

図 49 中国、ERCOT(テキサス州)、欧州における風力発電の出力抑制マップ 

(出典: Yasuda et al., 2022) 

 

 
図 50 中国における風力エネルギーのシェアに応じた出力抑制 

風力の急激な増加は、石炭火力発電とその料金の柔軟性の欠如および送電のボトルネックにより、

高い抑制をもたらした。出力抑制は系統増強によって十分に緩和された。 

(出典: Yasuda et al., 2022) 
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図 51 は、2011 年から 2019 年までのアイルランド島全体の出力抑制量を抑制原因

別に分類した例である。上位 2 つの原因として、風力発電プロジェクトに伴うネッ

トワーク補強工事の遅れによるシステム制約とネットワーク混雑が挙げられる。シ

ステム制約には、SNSP の制限のほか、高頻度のランバック制御(緊急時の高速出力

制御)や最小安定出力制約などの制限がある。SNSP 制約は、風力発電の瞬間導入率

が高い場合に安定度に問題があるとの研究結果を受けて、2011 年にアイルランドに

導入された。これは当初 50%に設定され、2017 年 11 月に 65%に引き上げられ

(EirGrid & SONI, 2018)、さらに 2021 年には 70%そして 75%に引き上げられた。2020

年にはシステムの制約により 5.3%の抑制が発生し、地域内電力網の混雑も考慮する

と、2020 年の全体の出力抑制レベルは 11.4%となる(Holttinen et al, 2021; Yasuda et al, 

2022)。 

 

 

図 51 アイルランド島の年別の風力(および太陽光)出力抑制量 

(年報データの出典：http://www.eirgridgroup.com/library/ )。風力発電容量は 2011 年から 2019 年に

かけて 1.6 GW から 5.4 GW(年間需要の 15%から 31%)に増加し、太陽光発電容量は 2019 年までに

246 MW が導入された。 

 

デンマークはこれまで風力発電のシェアが高くても出力抑制を最小限に抑えて対

応してきたが、2020 年には Energinet エリアの潜在的な風力出力の 9%にあたる 1.46 

TWh の下方調整が行われた。これには、3 つの理由があった。(1) 92%はドイツの送

電網の混雑と国境を越えた協定による「特別下方調整」、(2) 6%は通常の市場行動で

あるマイナスのスポット価格による所有者による下方調整、(3) 2%は以前からの合

意による出力抑制、すなわちデンマークの電力システムの混雑による出力抑制であ

った。ここ数年、出力抑制やマイナスのスポット価格はむしろ安定しているが、特

別下方調整は増加しつづけている。一般に、出力抑制につながる余剰発電は、近隣

の地域(デンマークからノルウェーやスウェーデンまで)との国際取引によって緩和

できる。しかし、デンマークやドイツなど、近接した余剰状況が、出力抑制を悪化

させることもある。 

ドイツでは、図 52に示すように、電力システムの増強の遅れから、出力抑制や再

給電の措置が増加している。ドイツの混雑対策は、2 つのステップで実施されてい

る。まず、混雑を緩和するために、従来型の発電所を赤字地域と黒字地域で上方・

下方調整させる前日再給電プロセスである。詳細は 6.4.1節を参照のこと。第二段階

http://www.eirgridgroup.com/library/
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は、いわゆるフィードイン管理プロセス(ドイツ語の「Einspeisemanagement」)で、

最終的な緊急措置として電力システムの混雑による再生可能エネルギーの下方調整

が瞬時に行われる。ただし、同等の上方調整は実施されない。残った不均衡につい

ては、予備電力で需給調整する必要がある。フィードイン管理プロセスの中で、

2018 年には約 5.4 TWh の再生可能エネルギーが出力抑制された。これは、下方調整

された再生可能エネルギー総出力の約 2.8%に相当し、ほぼ全てのケースで出力抑制

されたのは風力エネルギー(陸上 72%、洋上 25%)である(図 53 参照)。事業者が請

求した補償金の支払総額は約 635.4 百万ユーロに上った。すべての出力抑制のうち

87%は送電システム内の混雑に起因するが、送電システムに接続された再生可能エ

ネルギー源について TSOが実行したのは 26%に過ぎないのに対し、配電システム運

用者(DSO)はすべての出力抑制の 74%を実行している(Bundesnetzagentur, 2019)。

2021 年からは、風力発電所も再給電プロセスに含まれることになる。その結果、再

生可能エネルギー装置の下方調整(上方調整も含む)を予測的に計画することができ

る。 

 

 
図 52 ドイツにおける混雑管理のコスト展開 

(2016 年の抑制の減少は、風速が低いため) 

 

図 53 ドイツで抑制された再生可能エネルギー(主に風力発電) 



 

78 

6.2.2 統合検討における将来の抑制の推定 

また風力発電の出力抑制は電力システムのディスパッチに関する風力統合検討の

シミュレーションに基づいて計算されることも多く、風力発電のシステム統合の課

題として示されている。風力や太陽光のシェアが増えれば、新たな柔軟性手段の導

入や送電インフラの強化がない限り、出力抑制が強まると予想される。 

風力発電や一般的なVREの出力抑制は、電力システムの出力変化能力と柔軟性を

高めるのに役立ち、最適なディスパッチプロセスの一部となり得る。風力出力を最

大にするよう強制すると、排出量がより高いユニットを稼働状態にしておく必要が

ある場合、その強制を行ったと同時にコストと排出量が増加する可能性がある。一

方、風力エネルギーを適切に給電することで、風力はシステムに柔軟性を提供でき

る。例えば、風力の出力変化によって電力システムの(残りの)出力変化ニーズを低

減し、排出量がより高いユニットによってこれまで提供されていた柔軟性を置き換

えることがでる(Morales-Espana et al., 2021)。 

年間発電電力量に占める風力発電の割合を 30%～40%とした 7 つの統合検討の結

果、出力抑制は 1 桁台の比率であり、送電線を増やすことで出力抑制の問題が減少

することが示されている(Söder et al., 2017)。 

カナダでは、「全カナダ風力統合検討」で評価した風力発電の出力抑制率は、風

力導入率 20%で約 6.5%〜6.9%であった。風力発電が多いシナリオでは、主に送電混

雑のために出力抑制が多くなっている。カナダでは、送電設備の建設に加えて、大

規模な水力貯水池で電力貯蔵能力を確保できる水力発電の利用をシフトすることや、

火力発電の運用の柔軟性を高めることなどが、出力抑制を減らすための選択肢とな

る(PCWIS, 2016)。 

北米再生可能エネルギー統合研究(NARIS)では、出力抑制も結果の一部として評

価された。2050 年の低コスト VRE シナリオでは、米国の潜在的な風力・太陽光発

電の 9.3%が出力抑制された。出力抑制の大部分はごく一部の時間帯で発生しており、

太陽パターンと重なる日中を中心にしているとはいえ、ほぼ毎時、米国のどこかで

出力抑制が発生している。出力抑制は、風力や太陽光(あるいは送電と電力貯蔵)の

資本コストと、火力発電の燃料コストとのトレードオフを表している。 

 

6.3 系統支援サービスのための風力発電所の利用 

電力システムが安定的に運用するためには、必要不可欠な信頼度サービス(いわ

ゆる系統支援のためのアンシラリーサービス)を要する。風力発電や太陽光発電の

瞬間導入率が高く、同期発電機の稼働率が低い時間帯には、風力発電や太陽光発電

が系統支援サービスを提供することが重要である。提供されないと、同期発電機が

サービスを提供するために風力発電や太陽光発電が出力抑制されるリスクが生じる。 

風力発電所はすでにいくつかの場所で、異なるタイムスケール(1 次／2 次／3 次)

の周波数支援サービスを提供している。例えばアイルランドでは、調達ラウンドの

たびに、契約されたシステムサービス全体の機能のうち、非同期式技術で提供され

る部分の割合が増加しているという重要な傾向が見られる。風力発電所が従来の発

電所と同等のサービスを提供でき、しかもより迅速かつ正確に提供できることが、

電気事業者や市場運営者の間では常識になっている。また、抑制期間中に風力発電

所が非常に経済的にアンシラリーサービスを提供する経験も増えてきている。 

電源構成の中で風力発電のシェアが高まるにつれ、風力発電所の開発者や風車メ

ーカーは、同期発電機をベースとした一般的な発電所と同様の要件に直面すること

が多くなっている。ここでは風力が焦点となっているかもしれないが、この開発は
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「風力」の問題ではない。それは、太陽光発電やその他の電源も系統支援サービス

を提供する必要があるからである。風力発電所の市場設定だけでなく、グリッドコ

ードの適応プロセスもまだ完了しておらず、今後さらに進化することが予想される。

とくに要件を国際的に一致させることについては、改善の余地がある。カナダでは、

国際的な経験に基づく州ごとのグリッドコードの違いを、2021 年に評価した。その

際、系統故障時のインバータ動作、アンシラリーサービス要件、発電機モデル化要

件、配電接続された発電との潜在的相互作用についての評価が行われた(GE, 2021)。

風力に関連する欧州のグリッドコードが評価され、Vrana, Flynn et al. (2017)によって

将来の見通しが得られている。地理的な場所を決めずに将来のシナリオでのコンプ

ライアンス評価を可能にする汎用風力発電グリッドコードは Vrana, Trilla & 

Attya(2017)によって開発され、Vrana, Attya & Trilla(2020)で公開された。 

 

6.3.1 10分〜30分の応答時間の需給バランスサービス 

手動(自動ではない)で起動する周波数制御サービスは、より高速に応答する自動

予備力に代わって需給調整をするために使われる。これは 3次周波数制御(欧州では

mFRR)と呼ばれ、需給調整(リアルタイム)市場から供給されることが多い。 

北欧諸国では、手動による周波数応答(調整電力市場)の市場ルールにより、風力

発電所も参加が許されており、デンマークでは風力発電所からのサービスが定期的

に調達されている。 

スペインでは、2016 年から風力発電の需給調整サービスへの参入が始まり、2021

年 3 月末までに、スペインに設置された合計 27 GW の風力発電容量のうち 17.3 GW

が、インバランス管理サービスおよび 3 次予備力サービスの運用能力試験に合格で

きている。風力発電は、特に 3 次予備力サービスの貢献が高まっており、2018 年の

1 時間当たりの参加量は、下方予備力が–1,911 MWh、上方予備力が 350.3 MWh に達

している。下方予備力については、2018 年は 14.4%、2019 年は 14.8%を風力発電が

占めている。上方予備力については、風力発電の貢献は下方予備力より低く、2018

年は 4.8%、2019 年は 7.5%である。 

 

6.3.2 調整／AGC／2次応答 

風力発電所と太陽光発電所の両方で試験を行った結果、調整信号に対する応答が

非常に良く、高速で正確であることがわかった。カリフォルニア州では、

CAISO(カリフォルニア送電システム運用機関)で太陽光発電所に対して調整信号追

従試験が行われ、太陽光発電は従来の発電よりも正確に調整信号に追従できること

が示された(Loutan et al., 2017)。カナダでは、カナダ風力エネルギー研究所で行われ

た試験により、同様の上方調整と下方調整の性能が実証され(Rebello & Watson, 2019; 

Rebello et al, 2020)、またサービス提供による価値も実証されている(Rebello et al, 

2019)。 

周波数の二次制御は、上方調整と下方調整の両者を対称的に提供することが多い。

風力や太陽光は稼働時に下方調整を行うことができるが、上方調整を行うにはこれ

らのエネルギー発電をあらかじめ出力抑制する必要がある。下方調整のみの提供を

可能にすることで、風力や太陽光の発電がより多くのサービスを提供できるように

なる。 

米国コロラド州では、Xcel 社がすべての風力発電所に AGC(自動ガバナ制御)の提

供を求めている(Chernyakhovskiy et al., 2019)。図 54 は、余剰電力事象により抑制さ

れた風力発電所が AGC 制御(周波数管理のための上方調整と下方調整)を開始する

例である。 



 

80 

 

図 54 Xcel 公社内の風力発電所は、まず手動でブロック抑制を行い、その後

AGC調整にかける。 

Y 軸の単位は MW。最終的なエリア制御誤差は黄色で示されている。(出典: Drake Bartlett, Xcel) 

 

6.3.3 風力エネルギーからの一次周波数応答 

一次周波数応答(PFR)は、欧州では周波数制御予備力(FCR)に相当する。すべての

周波数サービスと同様に、風力や太陽光の発電は上方応答(不足周波数)を提供する

ために事前抑制が必要である。風力や太陽光は、運用中はつねに下方応答(超過周

波数)を提供できる。 

このサービスはグリッドコードで必要とされることが多いが、サービス提供の対

価として必ずしも報酬が得られるとは限らない。例えば、ERCOT、Hydro-Quebec、

IESO は風力からの PFR を求めている。米国では、FERC(連邦エネルギー規制委員

会)オーダー842 により、風力や太陽光(およびその他の資源)が予備力をさらに出せ

ると送電システム運用者が確信できるよう支援するため、新たに相互接続されるす

べての発電機に PFR の提供能力が求められている。 

欧州で FCRサービスを提供する風力発電所機能を、EU-SysFlexプロジェクトの実

証機を例に図 55 に示す(Gomes et al., 2020)。 

 

 

図 55 EU-SysFlex実証機における風力による対称的な予備力供給の図 

(出典: Gomes et al., 2020) 
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風力発電所を部分負荷運転モードで運転して系統支援サービスを提供するほか、

風車のロータに蓄えられた回転エネルギーを利用して、周波数事象発生時の有効電

力をすばやく増やして提供することもできる。風から得られるパワーよりも大きな

有効電力を一定期間抽出することが、基本的考え方である。この間、当然、風車は

減速する。制御が解除されると、風車の出力を元に戻す必要があるため、風車の出

力は利用可能な電力レベルより低下すると考えられる。この回復期間を短くする方

法として、解除を制限したり、風車の制御を変更したりする方法が検討されており、

Sakamuriら(2017)により見通しが得られている。 

 

6.3.4 風力発電による高速周波数応答 

風力や太陽光の発電は、一般的な 5%垂下特性よりも高速で積極的な応答が可能

である。低慣性の場合は、より積極的な対応が必要である。このサービスは、(た

とえそれが実際には慣性のような物理的な応答ではなく、高速な制御応答であった

としても)擬似慣性や合成慣性と呼ばれている。FFR とは、非同期式発電機が周波

数の変化を感知して電力システムに有効電力を注入する能力のことである。風力の

場合、FFR は、発電機からの運動エネルギーの抽出か、事前に出力抑制した風車か

らの出力増加のいずれかによって提供される(Denholm, 2019)。一次周波数制御と同

様に、風力・太陽光発電がこれを提供することを認めることが望ましく、さらにそ

れに対して補償を行うことが望ましい。 

北米では、2005 年から IESO と Hydro-Quebec が風力発電に高速周波数制御(合成

慣性)を要求している。2015年12月28日にHydro-Quebecの同期システムで1700MW

の発電損失による事象が発生し、電力システム上で 59.08 Hz の周波数低下が発生し

た。高速の周波数(慣性)応答が求められる風力発電所の多くは、システム周波数の

回復に大きく貢献した(Asmine et al., 2016)。カナダで周波数制御能力を強化する実証

実験は、(Rebello & Rodgers, 2021)に報告されている。 

米国テキサス州では、送電システム運用機関である ERCOT がシミュレーション

を行い、一次周波数応答 (PFR)よりも高速な周波数応答の便益を示している。

ERCOT におけるこの高速の周波数応答は、大規模な産業用負荷によって提供され、

システム周波数が 59.7 Hz に到達してから 0.5 秒以内に可能になる。低慣性条件下

(強風、低負荷時)では、この高速応答の 1,400 MWは、PFRの 3,300 MWと同じ応答

を提供する(つまり、高速周波数応答の 1 MW は、PFR の 2.35 MW と同じ信頼度効

果を与える)。ERCOT は最近、FFR(59.85 Hz トリガーに 0.25 秒応答)という周波数

応答サービス市場装備を追加導入した。風力と太陽光は FFR を提供する能力がある

が、この新しい市場装備への参加資格は 2021 年 12 月までとなる。それまでは、蓄

電池電力貯蔵(充電部分のみ)が唯一の参加対象資源となる。この制限は、発電資源

からの FFR サービスを可能にするため、ERCOT 制御所ツールに必要な変更を行う

時間を確保するためである(Matevosyan, 2019)。 

アイルランドでも同様の高速応答能力が求められており、その能力は、高速周波

数、一次、二次、三次の予備力時間枠を含む 2 秒から 5 分までの時間枠に対する性

能試験で実証されている(EirGrid & SONI, 2017)。FFR サービスの金銭的インセンテ

ィブは、2 秒以内という要件よりも速い応答を促進することになる(0.15 秒以内の応

答にはその 3 倍)。FFR システムのサービスは、2018 年からアイルランドのシステ

ムで稼動している。ただし、高速応答を提供する風力発電機に加えて、太陽光発電

所、エネルギー貯蔵、HVDC システム、デマンドレスポンスも同様の能力を提供で

きることに留意すべきである(Karbouj et al., 2019)。 
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6.3.5 電圧支援サービス 

風力発電は電圧制御を提供することもできる。送電システムに接続された風力発

電所から定常電圧制御を調達することは既に最高水準にあり、例えばアイルランド

で利用されている。しかし、配電システムに接続された風力発電所から電圧支援を

行うことはまだ新しく、動的電圧制御を行うこともできる(Sun et al., 2019)。 

風力発電は、風力発電所からの無効電力を制御することで、配電網の損失を最小

化することに貢献できる。NetVindプロジェクトで現実的な 60 kV配電システムモデ

ルで行われた分析では、年間損失の約 3%が削減されることが示されている(Das et 

al., 2017)。これに 60/10 kV 負荷時タップ切換型 DSO 変圧器、150/60 kV 負荷時タッ

プ切換型 TSO/DSO 変圧器を組み合わせると、図 56 のように基本な場合と比較して

16%程度の損失低減が可能であることが分かる。 

 

 
図 56 風力発電所からの無効電力を制御することによる有効電力の損失低減 

(出典: Das et al., 2017) 

 

6.3.6 安定度支援のための新しいサービス 

風力や太陽光が電力システムの全出力の大半を占めるようになる将来の電力シス

テムでは、風力発電所に高度なアンシラリーサービスが要求されるようになる。ま

た、風力発電所の一部をグリッドフォーミングコンバータとすることで、従来はシ

ステムフォローイングインバータとして運用されていた風力発電所のシステム運用

を可能にする。また、将来のシステムとして、ブラックスタートなどの回復サービ

スも検討されている。 

 

電力振動減衰 

位相安定度に潜在的な問題がある場合、従来の発電所における系統安定化装置と

同様に、風力発電所を電力システムの電力振動の減衰装置として利用できる。これ

らの制御機能を風力発電所に実装した場合の代表的な波形を図 57 に示す。 
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図 57 同期電力(SP)と電力振動減衰(POD)のための風力発電所の新しい制御機能

の代表的な入出力波形の概要 (出典: Sakamuri)。 

 

風力発電所は、有効電力や無効電力の出力を変調することで、減衰装置として使

うことができる。電力振動減衰(POD)制御装置への入力は、一般的に電力システム

の振動を反映した信号とすることができる。Hansen et al. (2015)では、電流の大きさ

と有効電力フローの 2 つの入力信号が用いられている。シミュレーションにより、

風力発電所は POD 制御機能に貢献できるが、POD 制御パラメーターのチューニン

グが非常に重要で、入出力ペアの組み合わせと入力測定場所(リモートまたはロー

カル)に依存することが結論付けられた。また、複数の風力発電所が同時に POD を

提供する必要がある場合、従来の発電所の電力システム安定化装置(PSS)があっても、

風力発電所間で(TSOによる)協調した PODパラメーターのチューニングが電力シス

テムの小信号安定化のために重要である。 

 

同期化力 

同期化力は、同期発電機群同士の負荷角を小さくするような同期発電機に内在す

る特性である。負荷角が大きくなりすぎると、同期発電機のトルクが低下し、シス

テムが不安定になる。風力発電所からの同期化力とは、回転角が安全限界を超えて

大きくなった場合に、風力発電所から電力システムに追加で電力を与えることで、

電力システムの定常安定度を向上させようというものである。一般に、ロータ角度

の変化は、負荷の変化で決まる。同期化力制御装置は、ロータ角または電圧位相角

の偏差に基づいて、風力発電所の有効電力出力を増加させ、電力システム内の同期

化力の不足を有効電力で補償する (Hansen & Altin, 2015)。 

同期化力制御装置を設計する方法の 1 つは、2 つの同期発電機間のロータ位相差

または 2 つの母線間の電圧位相差を入力信号(利用可能と仮定)として利用すること

である(Hansen & Altin, 2015)。Hansen & Altin (2015)で詳しく紹介されているシミュ

レーション結果によれば、同期化力機能は風力発電所で提供可能である。 

 

グリッドフォーミング機能 

将来的には、コンバータが支配的な電力システムの安定度を維持するために、グ

リッドフォーミングインバータが必要とされる。このインバータは、風力発電機な

どの変動インバータ統合再生可能エネルギー源(VIBRES)から要請されることになる
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(ENTSO-E et al., 2020)。 

送電システム運用者が心配する点としては、故障レベルとみなされるほどの系統

慣性の供給低下や故障電流の流入、さらには短絡比への影響などがある。これら 2

つの要素の組み合わせは、「系統強度の低下」という言葉に集約される。ENTSO-E

ら(2020)が検討した、この文脈で懸念される 7 つの点は、以下の通りである。 

1. 系統電圧の生成 

2. 故障レベルへの貢献 

3. 高調波に対する問題 

4. 不均衡に対する問題 

5. 慣性への貢献 

6. 不足周波数時の負荷遮断の効果的な運用を可能にする系統存続 

7. 制御上の有害な相互作用の防止 

これらの重要な能力または動作特性は、IBRの導入率が 100%に近い状態で動作し

ている場合でも、すべての動作条件(定常状態および擾乱状態)において安定した電

圧、周波数、系統位相角を確保し続けるために、適切に提供し続けなければならな

い。これらの機能を電力システムでどのように活用するかについては、電力システ

ムを形成する 7 つの特性のすべてではなく、一部を実現する設備はどの程度の効果

があるか、電力システム形成能力の高い設備を 1 つ持つのと電力システム形成能力

の低い設備を多数持つのではどちらが最適か、グリッドフォーミングコンバータに

最低限必要な蓄積エネルギーは何か、その価値は普遍的なものか、それとも電力シ

ステムによって異なるかなど、まだ多くの知見に差異が残っている。(ENTSO-E et 

al., 2020). 

現在、設置されているシステム接続インバータの多くは、グリッドフォローイン

グである。すなわちインバータは、系統電圧を位相同期ループで同期させる入力信

号として計測する。インバータが既存の系統電圧に追従するように、何か別のもの

に依存して電力システムを形成する。リーダーの存在も必要なので、すべての系統

接続された機器が追従できるわけではないことは、直感的に理解できる。グリッド

フォーミングインバータは、正弦波波形を単独で生成(フォーミング)するため、他

のグリッドフォーミング事業者に依存しない運用が可能である。また、擾乱への応

答が自然に行われ、制御ループによる遅延がないため、より迅速な安定度サービス

を電力システムに提供できる可能性がある(Hodge et al., 2020)。 

この高速で自然な応答を提供する機能は、周波数安定度(擬似慣性)に関連して言

及されることが多いが、電圧安定度にも関係している。しかし、高い短絡電流で動

的に電圧を支援するためには、グリッドフォーミングコンバータもそれに見合った

定格にする必要があり、コストが大幅に増加する。これは、常に必要な短時間の過

負荷能力を持つ同期機とは対照的である。 

グリッドフォーミングインバータは、脆弱な電力システムの管理や 100%VIBRES

発電の事象管理などが理由となって研究が行われている。グリッドフォーミング制

御の実用化については、EU プロジェクト MIGRATE で研究され、現在 EU プロジェ

クト OSMOSE WP3 で実験中である。風車のグリッドフォーミングインバータによ

る基本的な機能は、英国での実証試験で実証されている(Roscoe et al., 2019)。 

仮想同期機は、グリッドフォーミングコンバータ制御を実現する上での興味深い

アイデアであり、実用化可能と考えられる。これにより、電力システムの動的特性

をある程度維持したまま同期発電機を VIBRES に置き換えることができるため、移

行がスムーズになり、運用戦略の大幅な変更を回避することができる。また、グリ

ッドフォーミングコンバータ制御は、動的挙動に関する仕様を含む、より厳しい将
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来のグリッドコードに対処するのに適している(Vrana et al., 2017a)。 

 

洋上風力発電所からの復旧サービス 

最新の風車は、ネットワークコードで規定されているブラックスタートや単独運

転の要件の一部を満たすことができる(Jain et al, 2019; Martínez et al, 2018)。より大き

なタービンを搭載した大型洋上風力発電所が陸上から遠く離れた場所で計画・開発

されるようになり、HVDC 送電技術は現在普及している HVAC よりも勢いを増して

いる。VSCを用いた HVDC送電技術は、優れた電圧・周波数制御性能を発揮し、復

旧時間の短縮に貢献するとともに、より安全で円滑な復旧作業を容易にする可能性

がある。デンマークとアイルランドはすでに、それぞれノルウェーと英国との

VSC-HVDC 相互接続をブラックスタートサービスに利用している(Elia, 2018)。 

ブラックスタート対応の、またはグリッドフォーミングのタイプ 4の風車(フル定

格のコンバータを介した接続)を備えた HVDC 接続の洋上風力発電所により、急速

な電圧出力増加を行い、安定した同期した並列運転を維持しながら電力ケーブル、

変圧器、コンバータ、負荷の課題に取り組めると期待できる(Jain et al.、2018)。 

HVDC 接続の洋上風力発電所が電力システムの復旧時にグリーンな(再生可能エ

ネルギーによる)ブラックスタートサービスを成功させるためには、アレイ間ケー

ブルの通電による無効電力の要件に対応する必要がある。特に大型 HVDC 変圧器か

らの変圧器磁気突入電流に耐え、HVDC の電力輸出リンクへの通電後、最終的に陸

上のブロック負荷に対応するために洋上の孤立系統を安定的に運用する必要がある

(Aten et al., 2019)。 

大規模なグリッドフォーミングの洋上風力発電所の場合、オフショアグリッドへ

の通電には、従来の一般的なハードスイッチ方式と、より複雑なソフトスタート方

式がある(図 58 および図 59)。これらの方式には、方式の性質の違いによる意味合い

もある。ハードスイッチ方式は大きな過渡電流を発生させることもあるが、通電シ

ーケンスの構造が明確で、限られた大きさとなる。ソフトスタート方式は、過渡現

象を小さくして通電プロセスを大幅に速くすることができるが、故障の検出と除去

が遅れ、それに伴うすべての影響が生じる(Jain et al., 2019)。 

 

 

図 58 研究中の電力システム 

(a) システム追従型洋上ターミナルとグリッドフォーミング陸上ターミナルを伴う一対一の HVDC

リンク、(b) 部分的に集合化された洋上風力発電所を表したもの、(c) グリッドフォーミング風力

発電機の電力システム側ネットワーク。(出典: Jain et al., 2021) 
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図 59 実証実験の結果例 

(a) 風力発電所の電圧瞬時値(青)と実効値(オレンジ)、(b) 風力発電所の周波数、(c) 風力発電所の

有効電力(青)と無効電力(オレンジ)、(d) 洋上のモジュール型マルチレベルコンデンサ電圧和(各

相の上/下アーム)、(e) HVDC リンク電圧、(f) 陸上のモジュール型マルチレベルコンデンサ電圧和

(各相の上/下アーム)、(g) 陸上 AC 電圧(瞬時値(青)と実効値(オレンジ))を示す。 

(出典: Jain et al., 2021) 

 

6.4 運用慣行: 電力システム 

風力発電を系統運用で管理することが注目されている。風力発電の出力抑制の原

因となるボトルネックを軽減するすべての施策は、風力の価値を最大化することに

貢献する。セキュリティマージンを決定するためのほぼリアルタイムの情報に加え、

動的電力管理(移相変圧器、動的線路定格(DLR)、潮流制御装置)および無効電力管

理(リアクトル/コンデンサ、同期調相機、STATCOM)を用い、既存の電力システム

インフラを最大限に活用することができるようになっている。混雑管理は進化して

おり、配電システムに接続された資源から柔軟性を引き出す新たな方法が開発され

ている。 

これらは、送電計画においても考慮できる。例えばアイルランドでは、ネットワ

ーク計画立案段階において、DLR、高温利用、低弛度導体、潮流制御装置の導入な

ど、既存のネットワークをより有効に活用するためのさまざまな施策が行われてい

る。 

また、風力発電所に接続許可を与える際にも、運用方法が参考になる。日本では、

既存の電力網を最大限に活用しながら再生可能エネルギーを拡大する方法が、日本

版「コネクト＆マネージ」というコンセプトの中で提案された。 
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• 「想定電流の合理化」については、すべての電源がフル稼働する前提

ではなく、実際の使用状況に近いシナリオで送電線の想定電流を算出

し、その空容量を利用する。 

• 「N-1 電力制御」では、故障時に瞬時に送電線への接続を制限し、緊急

用として確保した容量の一部を使用する。 

• 「ノンファーム型接続」では、送電線に空容量がある時はは送電を可

能にし、運転容量が不足するときは制限する(出力抑制を可能にする)

ことを前提に接続を行う。 

 

6.4.1 混雑管理 

混雑管理に用いられる柔軟性の手段は、コストのかかる改善策とコストのかから

ない改善策に分けられる。発電ユニットの再給電などコストのかかる改善措置は、

ある混雑の上流側の出力を減らし、下流側の出力を増やすことでネットワークの混

雑を緩和するために取られる。この措置は、給電を最適化せず、追加コスト(「混雑

コスト」)を発生させる傾向がある。混雑緩和のための風力発電や太陽光発電の抑制

は、このカテゴリーに含まれる。コストをかけない改善策としては、一部のネット

ワーク要素に手を加えて、メッシュ状ネットワーク上の電力フローを変化させる方

法がある。柔軟な AC 送電システムユニット、移相変圧器、HVDC ラインの設定値

の変更がこのカテゴリーに該当する。この柔軟性には、トポロジーの変更(送電スイ

ッチの開閉、バスの分割・統合など)も含まれる。これらの対策は消耗品コストとな

るが、その大きさは再給電のコストに比べればはるかに小さい。 

ドイツでは近年、混雑による再給電の必要性が高い水準にある。2018 年は、出力

の減少の合計が 8TWh 近く、増加が 7TWh 近く、予備力電源の利用が 0.7TWh あっ

た。ほぼすべての日(354日)に再給電の措置がとられ、稼働中の発電所と電力システ

ム予備力のコストは約 803 百万ユーロに達した。2021 年には、ドイツの再給電プロ

セスが大幅に変更され、再生可能エネルギー発電者は、現在のようにリアルタイム

の第 2 段階だけでなく、前日再給電プロセスの一部となる予定である。 

イタリアでは、混雑時間帯の増加(年間最大 25%、特に南入札ゾーンと中央南入札

ゾーンの間)に伴い、風力・太陽光の大規模発電の課題が見えてきている。2030 年

には 1TWh に達すると予想される出力調整不能な再生可能エネルギーによる過剰発

電の増加は、システムにさらなる負担をかける。また、電圧調整(無効電力)や周波

数調整(回転慣性)を行う電源の利用も限られたものになると考えられる。緩和策と

して、南-北基幹システムへの投資(3.2 節参照)、さらには、有効電力管理(位相変換

器、DLR)、無効電力管理(リアクトル/コンデンサー、同期調相機、STATCOM)への

投資がすでに適用され、さらなる計画も行われている(図 60)。また、分散型電源の

観測性向上だけでなく、120 個の位相計測ユニット(PMU)を設置した広域監視シス

テム(WAMS)や自動トリップ装置、リアルタイムでの設定変更など、スマートグリ

ッドソリューションも重要である。分散した資源を柔軟に活用できるような市場設

計と同様に、尖頭負荷発電所や電力貯蔵への新規投資を分散させることで、送電混

雑を緩和できる可能性がある。 
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図 60 イタリアにおける有効電力・無効電力管理への電力システム投資の例 

DTR = 動的送電定格。(出典: Terna) 

 

イタリアでは、混雑管理のための蓄電池による電力貯蔵の実証試験が行われ、市

場で入手可能なさまざまな技術が試された。電力貯蔵システムの高速応答性が、高

圧系統の運用セキュリティのマージンを拡大する可能性が示された。このプログラ

ムでは「小規模な」ソリューションを試験したため、渋滞管理という点では大きな

便益は得られなかった。 

最適トポロジー制御(OTC)は、再生可能エネルギーの統合を促進するための将来

の運用方法として、さらに検討が進められている。変動性再生可能エネルギーの比

率が高くなると、送電システムを最適化する価値が高まる。これは、Little et al. 

(2021)が学術的なデータセット、RTS-96 ネットワークについて、カリフォルニアの

ような風と太陽の条件で示したものである。図 61 は、Copper Plate 曲線(電力システ

ムの混雑を見渡すベースライン状況として)、混雑管理を再給電に限定したベース

ネットワーク(OTC なし)、混雑管理の実践に OTC を統合したベースネットワーク

の 3 つの状況における総コストを比較したものである。再生可能エネルギーの量が

増えると発電コストは低下するが、発電パターンの変更だけで混雑を緩和する(赤)

よりも、電力システムの柔軟性を利用する(青)方が便益があることがグラフから分

かる。この 2 つのバリエーションの年間生産コストの差は、より低コストのエネル

ギー電源が電力システムに含まれることで、4 万ドルから 6600 万ドルへと 18%以上

変わる。 
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図 61 再生可能エネルギー量の増加に伴いトポロジー制御措置によって得られる

総コスト。 

X 軸: ベースケースと比較した風力発電容量の割合[%]。(出典: Little et al., 2021) 

 

図 62は、再生可能エネルギーの総出力が不足したり、電力システムの容量が不足

したりして需要側に送電できないことにより、OTC なしで火力発電が強制的に需要

を満たす時間に焦点を当て、OTC による風力発電の抑制効果を示したものである。

このような状況下で、銘板定格のケースでは、すべてのシナリオで風力発電の出力

抑制がゼロであることが示されている(利用可能なすべての再生可能エネルギー発

電を使用することが最適解であるため)。一方、他の 2つのケースでは、風力発電の

出力抑制は電力網の制約のみによって生じる。電力システム柔軟性措置により、最

大で 20%の出力抑制が可能である。風力発電を電力システムに導入するにつれ、グ

ラフの曲線の差は大きくなっていく。 

 

 

図 62 火力発電が稼働する全時間帯の風力発電出力抑制の総和 

(出典: Little et al., 2021) 

 

6.4.2 送電セキュリティマージンと予測 

フランスでは、決定論的および確率論的な気象予測を利用して、1 週間前にセキ

ュリティマージンの大きさが決定されている。風力、太陽光、負荷のシナリオ(最

大 15日までの 50通り)に、計画停電と計画外停電が組み合わせされる。これら数百

の確率論的シミュレーションのシナリオに対して、動的制約を考慮した電力システ
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ムの需給調整や取引が行われ、リスクレベルに応じて統計分析が行われている(図

63)。このような計算からは、利用可能なマージン(上方および下方)、国際取引に

関する「予測」、国同士の協調を伴う送電網ソリューションの効率的特定などの情

報を得ることができる。 

 

 

図 63 週毎のマージンの分析－プロセスの図 (出典: RTE, France) 

 

ドイツでは、系統セキュリティのリアルタイム計算や予測計算のため、入力デー

タや不確実性に関する情報をシステム運用者に提供できるよう、予測方法を適応さ

せてきた。フラウンホーファーIWES 研究所では、潜在的に入手可能な測定データ、

および、ドイツ気象局(DWD)が電力業界向けに最適化した気象予測「ナウキャステ

ィング」モデルを使って、ドイツの電力システムのノードにおける今後数時間から

数日間の風力・太陽光出力の最大利用可能値、実績値、期待値を推定するモデルを

構築している。TSOおよびDSOは、天候に左右されない明確な出力削減策を検討し

ながら、このシステムを活用している。 

 

6.4.3 動的線路定格 

架空線の送電容量の主な制限要因は、通常、熱的制約で決まる。静的線路定格は、

電力システムがあらかじめ定義された最大導体温度を超えて運用されることがない

ようにするために TSOが伝統的に利用している手法であり、この定格に沿って季節

の気象条件を利用して総電線の容量を決定する。これらの条件は、通常、架空線の

実質的な送電能力を過小評価する。導体の熱バランスに最も影響を与えるのは風速

で、次いで風向、さらには日射量を含めた周囲温度の順である(Duque et al., 2018)。

風は風力発電だけでなくその地域の送電線にも吹くため、風による冷却効果によっ

て、最も必要なときに送電線の容量が増えることになる。そのため、潜在的な送電

混雑を減らすために、運用型動的線路定格(DLR)分析ツールがますます利用される

ようになっている(Fernandez et al., 2016)。 

欧州の連系システムに対する DLR の便益については、Kuwahata et al. (2019)が大

まかな分析を行っている。また、国境を越える電線について 1 時間ごとにバックキ

ャストした DLR を評価したところ、通常、90%の確率で 10〜20%の容量増加が期待

できることがわかった。 

イタリアでは、TSO である TERNA が、導体上で直接測定を行う複数径間の架空

線向けのモデルを運用している(図 64)。このモデルは、実際の気象条件(風力、太
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陽、周囲温度)を考慮し、送電線の各単一径間における実際の導体温度を評価する。

送電線のDLRに対する天候の不確実性の影響は、モンテカルロ手法で評価する。そ

の際、送電線の近くで実際に発生した天候の予測誤差に基づいて調整された確率分

布関数を用いる。負荷や温度の違いによる隣り合う径間の力学的相互作用について

は、電線の複雑な径間力学モデルがある。イタリアの既存の 400 kV および 150 kV

の架線に関連するいくつかのケーススタディは、定常状態の定格が極めて予防的で

あることを示している。動的な電流容量は、季節(夏場は増加率が高い)、電圧階級

(送電線は増加率が高い)により、定常時の計算値より 3 分の 1 から 3 分の 2 程度高

くなる。リアルタイム運用のため、ツールで評価された動的定格が最大電流モード

で採用され、TSO が N および N-1 セキュリティ分析および最適潮流の入力としてこ

れが用いられている。 

DLR を適用した場合、局所的な混雑による風力発電の出力抑制が大幅に軽減され

る。南イタリアの大規模風力発電所の近くにある 2 つの 150 kV 副送電線における風

力出力と出力抑制の年次推移を見ると、2012年9月から適用されたDLR手順(図 64)

のおかげで、送電線の実定格が体系的に十分活用され、出力抑制された風力出力は

前年に比べて 1 桁も減少していることが分かる。2013 年の出力抑制された年間総出

力は、2012 年と比較して、一方の送電線で 95%、もう一方の送電線で 70%減少した。

その後、2 つ目の送電線の設備容量が 12%増加したにもかかわらず、出力抑制は

2013 年の水準を下回ったままであった。 

 

 

図 64 Ternaが採用した動的線路定格のシステム構成 (出典: Terna) 

 

ポルトガルでは、2016 年の電力システムデータや気象データに基づく DLR 解析

により、風力発電の潜在力が高い地域では約 66%の時間、太陽光発電の潜在力が高

い地域では約 82%の時間、DLR 電力容量価値が設計限界を超えていることが示され

た(図 65 および図 66 参照)(Couto et al., 2020)。 
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図 65 ポルトガルにおける(上)風力発電が多い地域と(下)太陽光発電が多い地域の

送電容量の違い。 

 

 

図 66 (上)ケーススタディ A(風力発電が多い)と(下)ケーススタディ B(太陽光発電

が多い)に関し、DLR解析と設計限界との規格化した比率。 

色は送電線の百分率 (緑およびオレンジ色のスケール)、横軸は 1 年間の時間割合を表す。ポルト

ガルの例。 
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ドイツでは、できるだけ少ない数の気象測定所で、電力回路に沿った関連気象パ

ラメーターの高精度化を可能にするための 2 つの異なる方法が分析された。一つは、

個々の回線に着目し、気象学的に生じるボトルネック(いわゆるホットスポット)を

想定した送電線に沿って特定し、そこに気象観測局を設置する方法である。もう一

つの方法は、電力網エリア全体を把握し、そのエリア内のできるだけ多くの回路に

適した代表的な測定箇所を特定する方法である。これらの手法の開発と検証のため、

最適化アルゴリズムの入力として、地球上と衛星上のさまざまな気象観測データと

モデルデータが使われている。2 つの方式については、気温、風速、日射量がわか

っている場合、送電線の長さや地域の地形によって、どの程度の便益が得られるか

が調べられている。その結果、いずれかの方法を用いた場合、最大で 75%の時間で、

約 20%高い容量で回路を使用できることがわかった。個々の回路では、50%以上の

増加は何度も可能だが、そのような増加は、他のすべての電力システムアセットに

適合している必要がある。これら新しい手法の一部は、すでにネットワーク運用で

使用されており、その適性が証明されている(Dobschinski & Kanefendt, 2020)。 

 

6.4.4 送配電システム運用者の調整 

TSO が送電混雑解消や電力システムの需給バランスを取るために用いる柔軟性の

手段の多くは、配電レベルに接続されている(分散型発電や需要側管理など)。分散

型再生可能エネルギー(特に太陽光発電やプロシューマー)の増加に伴い、TSO と

DSO の間の混雑管理や需給バランスの調整に、より焦点が当てられることとなる。 

DSO は、分散型柔軟性電源の応動が自らの制御の範囲外となると配電システムの

セキュリティが損なわれるのではないかという懸念を表明している。さらに、DSO

は、配電網への投資を回避または遅延させるために、これらの新しい柔軟性電源を

自らのニーズに合わせて利用することを計画している。しかし、ローカルな柔軟性

の利用をローカルな電力システム管理に限定することは、国(および欧州)レベルで

の需給調整の機会に関して大きな損失を意味することになる。需給調整は、電力シ

ステムの安全な運用(ひいては電力の安定供給)を確保するために不可欠である。ゾ

ーン内の需給バランスからローカルな需給バランスに切り替えると、理論的には需

給調整コストが高くなる。広域で最適値を達成することは、局所最適値の合計より

も常に優れているからである。 

これと並行して、他の参加者も地域の柔軟性を活用することを模索することがで

きる。これは、国内市場(あるいは欧州市場)、例えば、欧州のスポット市場や将来

の予備力共有プラットフォーム(TERRE や MARI)において、価値を高めようとする

アグリゲーターの典型例である。現在、その影響はかなり限定的であるが、電気自

動車や自家消費の大規模な発展により、おそらく増加すると予想される(RTE-Avere, 

2019)。さらに、アグリゲーターの発展は、市場関係者に新たな需給調整の機会を提

供し、すべての消費者の便益のために需給調整コストを削減することになると考え

られる。 

重要な問題は、ローカルな混雑管理と、需給調整を行う事業者が提供するものへ

の効率的かつ柔軟なアクセスのバランスを取ることである。TSOとDSOの間では、

地域外の参加者による分散型柔軟性へのアクセスを制限することなく、配電網の安

全な運用を確保するための協議が進められている。その共通の行動のための一般的

なガイドラインが、2019 年に TSO と DSO によって発表されている(TSO-DSO, 2019)。

フランスでは、RTE がフランスの主要 DSO である Enedis と連携し、管理しきれな

いほどの地域混雑を誘発することなく、需給調整のために配電網の手段を利用でき

るようにする技術的手段を調査している。この点、フランスは TSO – DSO 間の電圧
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階級の境界が欧州の中でも特殊なケースである訳注。これは、他の欧州諸国の配電シ

ステムとみなされるネットワークの一部を RTE が運用することを意味する。 

EU-SysFlex では、配電システムに接続された有効電力と無効電力の供給を調整し、

市場志向と社会厚生に基づいた TSO の要求に対応するための柔軟性ハブプラットフ

ォームが開発された。また、柔軟性ハブは、配電システムに接続された再生可能エ

ネルギー電源の過渡応答(電圧と周波数)を匿名かつ集号的に特性評価するためのデ

ータ交換プラットフォームとしての役割も担っている。この役割を満たすために、

配電システムの動的等価性を実現させるモジュールが開発され、これにより特性を

毎年更新し、それをTSOがさらに検討できるようになった(EU-SysFlex D6.3, 2019)。 

6.5.1 節で述べるように、ローカルな柔軟性市場も出現している。 

 

6.5 運用慣行:市場設計 

運用慣行によって、電力システムにおける変動性再生可能エネルギーのシェアを

拡大することができ、余分なコストの削減が運用のタイムスケールで見えるように

なる。運用慣行を変える手段のひとつに、市場がある。本章では、システム運用者

と風力発電所事業者の両方の視点から、市場設計のための課題を示す。風力発電や

太陽光発電のシステムサービスを可能にする市場設計は、システムレベルでの便益

だけでなく、市場環境において風力発電や太陽光発電の新しい収入源を提供する。

不足時の価格を高く設定する市場設計は、コスト回収に役立つだけでなく、余剰と

不足の両方の状況に対処するためのデマンドレスポンスやその他の柔軟性に役立つ。 

 

6.5.1 変動電源比率の高い電力市場の課題と解決策 

風力や太陽光の比率が非常に高い(そして従来型の出力調整可能電源の割合が低

い)ことに加え、需要側などの分散型資源による柔軟性を加えることや、スマート

エネルギー部門とのつながりを考慮した市場設計が必要である。配電側の大量の資

源による複雑性も増すものと予想される(EU-SysFlex D3.2, 2020)。 

欧州の主要な市場課題には、(1) メリットオーダー効果とミッシングマネー問題、

(2) エネルギーおよびアンシラリーサービス市場への新しい小規模変動性設備の統

合、(3) 効果的な二酸化炭素排出市場の設計、(4) (分散型)柔軟性資源の価値の最大

化、(5) 汎欧州市場のさらなる調和と新興の地域エネルギー市場の調整を含む異な

る市場区分の地理的統合(Strbac et al, 2021; https://traderes.eu/)が含まれている。 

米国の独立送電システム運用機関(ISO)／地域送電機関(RTO)による市場設計に関

する課題と研究機会の優先順位付けが行われた結果、次の点が示された。 

1. 信頼度サービスおよび運用の柔軟性に対するインセンティブの付与 

2. 卸市場業務における新技術・新製品の統合 

3. 資源アデカシーと電力システムのレジリエンス 

4. エネルギー価格形成 

 

 
訳注  フランスでは DSO が管轄する電圧階級は 20 kV 以下であるのに対し、他の多くの欧州諸国で

は DSO は 110〜150 kV の電圧階級まで管轄している (参考: Eurelectric: Power Distribution in 

Europe Fact & Figures, 2013)。なお、日本では高圧配電線路は 6.6 kV が一般的であり、特別高

圧配電線路は 35 kV 以下であるため(参考: JEAC 9701-2019『系統連系規程』)、欧州のフラン

スを除くほとんどの国では、配電システム運用者(DSO)が管轄する線路には、日本での「送

電線路」に相当する電圧階級も含まれることに注意。 

https://traderes.eu/
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5. 送電・配電の協調と卸・小売の相互作用 

6. 送電の拡張計画と金融的送電権 

風力発電の導入に関連する項目は、容量クレジット方式、最低売入札ルール、運

転予備力ルールである(Sun et al., 2021)。 

市場は、以下の措置によって変動性再生可能エネルギーの大規模な統合を促進す

るため、徐々に適応している。 

• 急速に共最適化したエネルギーサービス市場とアンシラリーサービス市場を

予備力の動的設定での適応(Riesz et al., 2018)。大量の柔軟性予備力が必

要で、その配置に不確実性がある場合、ローリング最適化が有効であ

る。これにより、発電所の現状と現在の電力システムのニーズに基づ

いて最新のディスパッチを行う。 

• 柔軟性へのインセンティブ付与。デンマークでは、TSOである Energinetが、

市場ベースのソリューションによる柔軟性にインセンティブを与える

ために、いくつかの対応策を挙げている。(1) 柔軟な決済(1 時間ごとの

データを提供する電力メーターの普及が必要)、(2) 市場におけるアグリ

ゲーターの役割の導入、(3) 需要の柔軟性、(4) 価格上限の引き上げ、(5) 

予備力市場の結合。 

• 送電容量割当の市場設計への反映。系統管理の実態と市場関係者の認識

との乖離を回避する。TSO は、潮流制御装置、再給電、さらにはトポ

ロジー制御を使用して混雑管理を行い、ほぼリアルタイムで電力シス

テムのセキュリティを確保している。電力市場の枠組みへの統合は、

市場アルゴリズムにもたらす数学的複雑性が増大するため、不完全な

ままである。フランスでは、TSO である RTE が、セキュリティの観点

だけでなく経済的な観点からも、システム固有の変動性が高まるとの

理由で、これらのツールの便益を強調している。「フレックス・イン・

マーケット」設計は、Elia(2019)が欧州の市場結合に提案したものであ

り、再給電の措置を市場結合に統合し、物理的制約に沿った潮流制御

を市場がよりよく行うことで、欧州レベルの電力システムをより効率

的に利用できるようにする。 

• より迅速に応答できる予備力やその他の新しいサービスの導入。これは

2016 年にアイルランド、2020 年に米国テキサス州(ERCOT、 FFR 設備

の応答時間 0.25秒)、イタリア(起動後 1秒以内に予備力の高速実証双方

向サービス)、北欧電力システム(FFR 応答 1 秒以内)で実施された。ア

イルランドでは、16 時間までの様々な時間軸での出力変化マージンサ

ービス(RM1、RM3、RM8)が開始されている。電圧擾乱に対応するため

の動的無効電力応答と迅速な擾乱後の有効電力回復サービスは、紹介

されてはいるものの、調達はされていない。アイルランドでは、性能、

連続応答、高速応答、供給の向上、場所に関するニーズを定義するた

め、例えば電力システムの強いニーズがある時間帯における時間的な

供給不足に基づいて商品スカラ訳注が組み込まれている。英国のナショ

 

 
訳注  アイランドの TSO である EirGrid は、”DS3 System Serviecs Scalar” という定量的指標を定めて

おり、このスカラ指標は、特性、不足、商品、量の 4 つのカテゴリに分類される。例えば商

品スカラには FFR 高速応答、有効電力を伴わない SSRP(定常状態無効電力)の供給、予備力

を伴う SIR(同期慣性応答)などがある。(参考: EirGrid: DS3 System Services Scalr Design 
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ナルグリッド ESO は、将来の市場やサービスへの道筋を示すプロセス

を導入している。安定度パスファインダーは、国の慣性やスコットラ

ンドでの短絡レベルのローカルなニーズに対するものであり、制約管

理パスファインダーは、ネットワークの制約問題を解決し、需給調整

コストを削減するものである(https://www.nationalgrideso.com/future-of-

energy/projects/pathfinders)。 

• 風力・太陽光発電を従来型電源と同じように取り扱うこと。特に、これらの

資源の市場への入札方法は、価格の結果に影響を与える可能性がある。

米国では、市場の効率性を高めるために、市場分野での取り組みが進

んでいる。その一例として、SPP 市場エリアでは、風力・太陽光発電が、

全体のより正確で経済的な運用を可能にするために、前日市場の予測

出力を一定レベルで提供するよう求めることを検討している。SPP はま

た、特定の地域で混雑やネガティブプライスを増大させている過度に

不利益な風力発電の提供を受け付けない緩和策を検討している 

(https://spp.org/documents/60323/hitt%20report.pdf)。 

 

市場設計の効率に影響を与える配電システムのパラダイムシフト 

配電システムの役割は、これまで市場設計者によって軽視されることが多かった

が、市場設計の効率性に根本的な影響を及ぼし始めている。ローカルな柔軟性を実

現するさまざまな実験が展開され、パラダイムシフトの一例となっている。 

• 完全に分離された配電システム市場と送電システム市場(例：英国の

Piclo Flex) 

• DSO と TSO のみが購入可能な市場(例：ドイツの EN-ERA) 

• 立地入札を用いた DSO と TSO の間の共通プラットフォーム(例：オラ

ンダの GO- PACS) 

• DSO、TSO、発電事業者、消費者に開かれ、既存の市場とリンクした市

場(例：Nordpool の NODES) 

 

6.5.2 風力発電の統合を可能にする市場設計 

風力発電や太陽光発電は、より広いエリアをカバーし、少量の電力でも入札でき

る迅速な市場や、コストを反映したインバランス支払いなどのための市場ルールの

整備により、変動する出力に最も見合った価値を得ることができるようになる。ま

た、変動性電源に対する補助金制度も、市場運用を反映したものに整備する必要が

ある(Market4RES, 2016)。 

市場設定において、インバランスコストの削減により風力エネルギーの価値を高

める方法として、入札(市場閉場)から受渡までの時間の短縮や、集合化された風

車・発電所、確率的予測を利用した予測入札戦略などがある。また、需給調整商品

の入札により、特定の時間帯に副収入を得られる可能性もある。 

風力発電や太陽光発電が需給調整サービス、周波数制御、その他の重要な信頼度

サービス(アンシラリーサービスの用語としてより適切)を入札できるようにするに

は、サービス用の市場平常時間(欧州では 1 時間前など)の短縮、入札金額の低額化、

(上方調整と下方調整とで対称的な入札ではなく)下方調整の個別入札の可能化、と

 

 

Recommendations Paper, 2017 ) 

https://www.nationalgrideso.com/future-of-energy/projects/pathfinders
https://www.nationalgrideso.com/future-of-energy/projects/pathfinders
https://spp.org/documents/60323/hitt%20report.pdf
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いった市場設計の変更が必要である。 

どの電力システム支援サービスを必須要件とし、どれを報酬対象とするかは現在

も議論が続いており、市場ベースの対策がトレンドとなっている。風力発電所にア

ンシラリーサービスを提供する機能を持たせるためにはコストがかかることを考え

ると、これは風力発電業界にとって良いことである。これらのサービスに対する市

場の継続性を確保し、新たな市場参加者(再生可能エネルギー事業者、電力貯蔵事

業者、需要側の応答)が競争的かつ非差別的にサービスを提供できるように、製品

設計の仕様や調達ルールを適合させることが重要である(図 67)。 

 

 

図 67 より競争的で効果的な需給調整市場を実現するための市場設計に関する 10

の提言(出典: WindEurope, 2016) 

 

ポルトガルの風力発電事業者の市場運用の例では、こうした対策を講じることで、

風力の市場所得が仮説の「完全予測」に近づくことが示されている(Algarvio & 

Knorr, 2017)。これにより、風力発電への投資に対するインセンティブが必要なくな

ることになる(図 68 参照)。 

 

 
図 68 確率的予測に基づく戦略的入札(SB)、集合化(Agg.)、市場閉場の短縮化、

需給調整商品など、風力発電の市場価値を高めるさまざまな方法 

(出典: Algarvio & Knorr, 2017) 

 

6.5.3 風力エネルギーの市場価値を高めるには 

(前日)電力市場で売ることによる風力発電の価値は、需要や価格が高いときにど
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れだけ風力を使えるかだけでなく、風力がたくさん使えるときに価格が下がらない

よう、余剰発電時にどれだけ柔軟性があるかにも影響される。将来の風力・太陽光

発電を主体とした電力システムのエネルギーオンリー市場からのコスト回収は、ま

だ研究段階である。市場設定の変更は、風力発電事業者の将来の収入に影響を与え、

風力エネルギーが電力システムに対して持つ価値を反映させることになる。 

風力や太陽光のような限界費用ゼロの発電を電力市場に追加すると、それらが豊

富にある時間帯の市場価格が抑制される(メリットオーダー効果)。これによって、

すべての電源が市場価格を下げるが、風力と太陽光は同じ時間帯に出力が集中する

ため、より市場価格を下げることになる(共食い効果)。欧州では、デンマーク、ド

イツ、ポルトガル、スペインなど数カ国で風力による価格への影響が報告されてい

る(Strbac et al., 2021)。しかし、過剰設備も市場で価格が低くなる原因の一つである。

米国では、天然ガス価格の低下により、風力発電以上に石炭や原子力を市場の外に

追いやっている(Mills et al., 2020)。 

図 69 は、電力システムにおける変動性再生可能エネルギー(VRE、風力および太

陽光)のさまざまなシェアに対し、欧州全体の市場価値のファクターの例を示して

いる(EU-Sys-Flex D2.5, 2020)。特に太陽光は、シェアが高くなると市場価値のファ

クターが急激に低下する。太陽光発電の市場価値のファクターは、VRE シェア 23%

のときは 93%だが、VREシェア 55%のときは 36%に低下する。これは、太陽光発電

が日中に集中し、電力システムの限界費用が低下するためである。風力発電は日中

により分散しており、陸上(洋上)風力の市場価値は、VRE シェア 23%の時に

97%(98%)、VRE シェア 55%の時には 76%(81%)までにしか下がらない。電化需要の

柔軟性の一部がすでに「再生可能エネルギー意欲的」シナリオで考慮されていると

しても、需要の柔軟性をさらに追加することで、風力や太陽光の価値やシステムの

総コストが変わる可能性がある(EU-SysFlex D2.6, 2021)。 

 

 
図 69 欧州の電力システムにおけるVREのシェアに応じた太陽光、陸上風力、洋

上風力の平均値(€/MWh)(右)と平均市場価格に対する割合(左) 

「再生可能エネルギー意欲的」シナリオによる VRE シェア 66%の場合。 

(出典：EU-SysFlex D2.5, 2020) 

 

デンマークでは、デンマークの TSO である Energinet が、デンマークの電力シス

テムにVREを大規模に統合するための柔軟性対策の重要性について調査を実施した。

柔軟性対策として明示的に調査を行ったのは、火力発電所(石炭とガス)の柔軟性と、

市場ディスパッチ型で柔軟性を供給できる国際連系線の数と容量である(DEA, 2018)。

この研究は、電力システムの詳細なモデルによるシミュレーションに基づいて行わ
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れた。その結果、柔軟性のある発電所や連系線が如何に次の点において貢献してい

るかが示されている。 

• CO2排出量の削減 

• 火力発電所の出力の削減 

• 風力と太陽光の出力抑制の削減 

• VRE(風力・太陽光)および柔軟性電源によるスポット市場価格上昇 

• VRE および火力発電所の寄与マージン(収入からコストを差し引いたも

の)の改善 

• 消費者が適度に高いスポット価格を支払っても、社会全体としては経

済的な余剰があること。 

この調査では、電源の柔軟性と近隣諸国との送電能力の発展がなければ、デンマ

ークが今日のようなレベルでVREを統合することは非常に困難であることが示され

た。柔軟性のある電源がない場合(シナリオ 2)、連系線容量が少ない場合(シナリオ

3)、柔軟性が少ない場合も組み合わせた場合(シナリオ 4 = シナリオ 2 + シナリオ 3)

は、現在の柔軟なシステムと比べてステークホルダーが得る市場価格が低下すると

考えられる。例えば、シナリオ 3 と 4 では風力発電の市場価格がそれぞれ 30%と

34%低下することになる(図 70)。 

 

 
図 70 デンマークの柔軟性のない電力システムの市場価格の推移 

 

より柔軟な需要(電化や熱・運輸・産業の各部門のスマートシステム結合など)が

加わることで、この図式は大きく変わると考えられる。ただし、その新たな需要が、

利用可能な余剰エネルギーを効率的に利用できるだけの柔軟性を有する場合に限ら

れる。これが将来の電力市場価格にどのような影響を与えるか、デンマークの例を

図 71 に示す。 
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図 71 デンマーク西部(DKW)の価格エリアで将来の P2X (電力から Xへの転換)の

電気分解がどのように余剰電力時間帯の低価格を改善するかの例 (出典: Energinet) 

6.5.4 エネルギーオンリー市場の収益充足率の向上 

エネルギーオンリー市場では、発電所の収益性は電力量(kWh)の販売による収入

の(一部アンシラリーサービスの販売による追加分)に依存する。限界費用ゼロの風

力発電や太陽光発電の導入で見られたように、価格が低くなれば、発電事業者の収

益性は市場から撤退するレベルまで低下する可能性がある。この収益の低下は、1

年のうちで重要な時間帯に発電事業者の貢献が必要であるにもかかわらず発生する

可能性があり、この問題は資源アデカシーにも関係する。 

短期的には変動性電源が電力卸価格を低くする可能性が高いが、長期的にベース

ロード発電を減らし、ピークロード発電を増やすという発電ポートフォリオの見直

しが行われれば、価格は回復することとなる。当然ながら、価格が安い時間帯と高

い時間帯の両者が多くなる。つまり、たまに発生する高い価格は欠陥ではなく、特

徴である。この価格シグナルがなければ、費用対効果の高いデマンドレスポンスは

検討されない可能性がある。 

限界コストと供給不足時価格に基づく理想的な短期電力市場に関しては、VRE と

電気エネルギー貯蔵(EES)を含むすべてのユニットがコストを回収し、システム最

適化で利益を最大化することが示された(Korpås & Botterud 2020)。このことは、調

査したすべての技術や運用戦略の組み合わせに対して示されている。発電容量ポー

トフォリオ計画は最小コスト最適化問題として定式化されている。また、一般化さ

れた残余需要の持続曲線方式を用いて、出力調整可能な発電、VRE、EES の最適化

条件に対し解析的な表現が得られている。エネルギーオンリー電力市場における各

技術の最適な容量構成と収益性を決める根本的な要因を深く理解する上で、この結

果は、残余需要の持続曲線モデルが VRE と EES のシェアが高い市場に関するより

詳細なシミュレーション研究の補助として有用であることを示している。 

CO2価格は、電力価格水準を高く保つために利用できる。図 72に示すように、化

石燃料による発電はほとんど残っていないが、貯水池水力発電が十分にある電力シ

ステムにおいても、CO2 価格は平均価格に強い影響を与えることが示されている 

(Helistö et al., 2017)。 
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図 72 CO2 価格の上昇と変動性電源(風力・太陽光)のシェアの上昇の影響により

設備容量がかなり過剰な 2030年と、設備容量に余裕がある 2050年のエネルギー専

用市場価格の試算。(データ出典: Helistö et al., 2017) 

供給不足時価格。ERCOT では、2014 年から動的な運転予備力需要曲線を導入し、

一日中 LOLP に基づくエネルギー価格に価格を上乗せしている。運転予備力需要曲

線(ORDC)を使うと、停電コスト(VOLL)と LOLP に基づいて、短期の運転時間で利

用可能な全運転予備力容量を評価することになる。運転予備力が 2,000 MW 以下に

なると、図 73に示すように、ORDCはエネルギー価格はメガワット時(MWh)あたり

9,000 ドルに設定された停電コストに自動的に調整される。予備力が 2,000 MW の閾

値を超えていれば、停電の可能性は低く、エネルギー価格への影響も小さくなる。

ここでの意図は、予備力が最低の緊急時予備力を下回ったときに、ORDC が限界容

量の価格を最大で設定することである。ORDC およびそれが他の市場の電力不足時

の価格設定とどのように異なるのかという点に関して重要なことは、需要曲線が

(非常に低い価格ではあるが)通常の予備力をはるかに超えて伸び、エネルギー価格

に常に何らかの上乗せがあることである。 

 

 
図 73 需給調整供給源への電力不足シグナルの提供 
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米国テキサス州の送電システム運用者 ERCOT が使用する運転予備力需要曲線 

(出典: Surendran et al., 2016) 

 

ORDC の価格加算の結果、2019 年 8 月の一部の時間帯で最大 9,000 ドル/MWh の

リアルタイム価格が発生した。2020 年の風力発電の追加導入と夏の冷夏により、供

給不足時価格の事象は回避され、年間平均エネルギー価格は 2019年の 38ドル/MWh

から 2020 年の 22 ドル/MWh に低下した (https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php? 

id=46396)。 

電力不足の時間帯にさらなる需要柔軟性を確保する。長期的には、低価格のエネ

ルギーが大量に手に入ることで、電化(既存の産業消費から電力への切り替えや新

しい電力用途の開発)が促進されると考えられる。これらの新しい負荷が十分に柔

軟であれば、出力調整ができない電源であっても、主に需要の柔軟性に基づいて価

格形成が行われるような電力システムが実現できる。この現象は、価格高騰やゼロ

価格期間の縮小に貢献し、投資家の財務リスクを軽減する。P2G ユニット(電気分

解)は、そのような設備の好例である。例えば、低炭素の水素の生産と貯蔵を開発

すれば、電力システムにさらなる柔軟性のあるソリューションを提供することがで

き、これは、VRE の比率が高い電源構成において特に興味深いことである(RTE, 

2020)。 

6.6 柔軟性 

電力システムの柔軟性は風力発電の統合を可能にし、将来のシステムにおいて風

力エネルギーの価値を高めるために非常に重要である。本章では、電力貯蔵、送電、

デマンドレスポンス、熱の各部門による柔軟性を加えた結果や、さまざまな柔軟性

の価値を比較した結果を紹介する。電力システム支援サービスを提供する電力貯蔵

やデマンドレスポンスの能力と価値については多くの研究があるが、ここでは風力

や太陽光の増加に関連する研究を取り上げる。また、柔軟性のアデカシーを評価す

る方法についても説明する。 

 

6.6.1 将来の電力システムにおける柔軟性のアデカシー 

柔軟性のアデカシーは、計画および運用の 2 つのタイムスケールにおいて、シス

テム運用者にとって新たなテーマとなっている。電力システムにおいて、柔軟性と

は、発電や需要の変動性や不確実性に対処する能力と定義することができる。 

米国では、計画立案者が電力システムの柔軟性に対するニーズを決めるとき、柔

軟性評価ツール InFLEXion の助けを借りている(EPRI, 2019)。柔軟性要件を決定する

方法は、残余需要の変化に基づいている。柔軟性供給源がそのような要求を満たす

のに十分であることを保証するためには、電力システムの運用を詳細にシミュレー

ションすることが必要である。算出される柔軟性指標には、「柔軟性不足期間」(統

計分析に基づき、出力変化が必要量より少ない期間数)と「予想される供給不能出

力変化」(満たすことができなかった出力変化の総量(MW))が含まれる。本章では、

1 日や 1 年の内の時間帯別の指標と出力変化のニーズの計算に加え、計画立案者が

柔軟性調査の結果をどのように解釈すべきかを説明する。 

ポルトガルでは、TSOであるRENが、発電システムの長期アデカシー評価に柔軟

性評価を含めている。PS-MORA モデルは逐次モンテカルロ・シミュレーションに

基づいており、制限された正味送電容量内での電力量と予備力のスケジューリング

が含まれる。またこのモデルは、連系エリアの発電設備容量が予測される需要に対

応するための性能指標(電力不足確率や供給不能電力量予測など)を推定するほか、

https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=46396
https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=46396
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運転用ユニットの計画外停電や、再生可能エネルギーの出力と需要の短期的な変動

に対処するために、利用可能な技術が十分な柔軟性を提供できるかどうかを評価す

る。電力貯蔵機能を持つ水力発電の比率が大きな電力システムで評価する上で柔軟

性がとくに重要で、風力や太陽光発電など他の再生可能エネルギー電源の時系列と

ともに、さまざまな水文学的条件を網羅した最大 40年間の過去の水文時系列を埋め

込むことができる。このツールには、週毎・月毎に利用する水力発電を制限するモ

デルや、再生可能エネルギーの流出を最小限に抑える揚水発電のスケジュールを立

てるモデルなどを含めることができる。このツールは現在、送電網設備の供給支障

事象を表したデマンドレスポンスを含めたり、並列処理による高速な計算を可能に

したりするための改良が行われている。 

国際再生可能エネルギー機関(IRENA)の FlexTool は、最適化モデルを用いて与え

られた電力システムの柔軟性を分析し、システムが需要を満たす能力が不十分な時

期を示す。入力データは使いやすさを重視し、シンプルにしてある。投資モードに

おける柔軟性の欠如に対し、このツールを使って費用対効果の高い緩和策を見つけ

ることができる。また、送電の制限や他のエネルギー部門に加え、デマンドレスポ

ンスやエネルギー貯蔵による柔軟性も考慮できる。このツールは、複数のシナリオ

を並行して実行した後、結果の要約と詳細な結果を表す複数のシートと図を作成す

る (https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-

FlexTool)。 

EU のプロジェクト OSMOSE は、柔軟性評価において実際の市場運用を考慮する

2 段階のプロセスを目指している。まず、柔軟性の最適な組み合わせは、関連する

すべての技術的制約と関連コスト(技術、ポテンシャル、「自然」負荷など)を考慮

し、考慮した地域の社会厚生を最大化することによって、「完全競争」型需給調整

を用いて研究することができる。この評価では、可能な中で最も高いゲインを示し、

このゲインを基準に用いる。第二段階では、予測の不確実性、市場関係者(および

その戦略)、市場ルールなどを導入する。この不完全性の場合は完全競争型の方式

よりも社会厚生が低くなるが、この基準を比べることで、電力システムや市場の設

計者は主な改善点を判断することができる。この段階では、付加価値の共有方法も

関連するようになる。これは、個々の利害を見極め、必要なルールの適応を効率的

に進めるために不可欠な基準となる(OSMOSE D2.2, 2019)。 

現在進行中のエネルギー転換は、どの程度の柔軟性が必要なのか、また誰がそれ

を提供すべきなのかという点に影響を及ぼす。既存のソリューションの中には段階

的に廃止されるものもあるが、新しいソリューションのビジネスモデル全体は、柔

軟性の提供(電力貯蔵やデマンドレスポンスなど)をベースにしている。Heggarty et 

al. (2019, 2020)は、誰が柔軟性を提供しているかを定量化するために、柔軟性ソリュ

ーション変調スタックと柔軟性ソリューション貢献度分布という 2 つの新しいツー

ルを提案している。これらの周波数スペクトル分析に基づくツールでは、年、週、

日のタイムスケールで個別に柔軟性の提供が定量化される(図 74 および図 75)。こ

のツールは、対照的な特徴を持ついくつかの地域の過去と将来の電力システムに適

用されている。提案されたツールは容量拡大の計画立案者にとって特に価値があり、

このツールを使うことで新しいソリューションの導入や、炭素税、発電、相互接続

システムの容量の進化に伴う柔軟性供給の変化を定量化できるようになる。 

 

https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
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図 74 現在柔軟性を提供しているのは誰か？ 

2018 年のフランスの電力システムにおける年間(左)と日次(右)の柔軟性ソリューションの変化の

内訳。柔軟性のある発電の変化は、ある技術による出力が平均よりどの程度多いか(少ないか)を

表す。ある柔軟性電源のグラフが前の柔軟性電源のグラフを上回っている場合、この発電機の出

力はその年の平均値を上回っていることになる。逆に、下回っている場合は、出力はその年の平

均値を下回っていることになる。(出典: Heggarty et al., 2019) 

 

 

 

図 75 ソリューションは現在どのようにして柔軟性に寄与しているか？ 

2018 年のフランスの電力システムにおける年、週、日のタイムスケールでの柔軟性ソリューショ

ンの寄与分布(出典: Heggarty et al., 2019) 

 

デンマークでは、2025 年以降、電力システムのアデカシーが損なわれそれに伴う

電力料金の上昇が予想されるため、TSOである Energinetは、より長期的な柔軟性の

ニーズに応えるために、柔軟性を高めるソリューションを提供することに市場が貢

献することを目指している(Energinet, 2020)。Energinet は、次の 2 種類の柔軟性を区

別している(Orths & Hansen, 2019)。 

• 運用柔軟性： 再生可能エネルギー電源と消費は変動するが、エネルギー

システムにはある程度の安定度が必要であるため、セクターを超えた

運用柔軟性の対策を行わなければならない。つまり、あるセクターの

柔軟性のニーズを、別のセクターが満たすことが可能であることを意

味する。規制や市場設計はこれを支援する必要がある。 
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• 資源柔軟性： この柔軟性が必要であり、さまざまなセクターの燃料の種

類や資源の間で価格に応じた動的な変化が可能でなければならず、そ

のためには適切な市場シグナルが生成されなければならない。 

 

6.6.2 電力貯蔵を伴う水力発電による柔軟性 

貯水池式水力発電や揚水式水力発電は大きな需給調整能力を持つが、当然のこと

ながら地理的・地形的な制約を受ける。 

北欧にある大規模な貯水池式水力は、欧州の視点では興味深い柔軟性供給源であ

る。これを変動する風力や太陽光発電のための「グリーンバッテリー」として利用

するのである。ノルウェーの水力発電を欧州の需給調整の供給源として利用するた

め、潜在的な容量の増加を基本として、電力市場シミュレーションに基づくいくつ

かの研究が行われている。ノルウェーの水力発電をグリーンバッテリーとして利用

するための主な技術的障壁は、貯水池の貯蔵能力そのものではなく、ケーブルや発

電機の容量の限界にある(Jaehnert et al., 2015; Graabak et al., 2017)。図 76 は、水力発

電容量の増加に伴う水力発電用貯水池水位の変化がわずかであることを示している。 

 

 

図 76 2020年(左)と 2030年(右)のノルウェー水力発電をシミュレーションした週

間貯水量を集計したもの 

2030 年のシミュレーションでは、11 GW の発電容量と 5 GW の揚水容量＋北海連系線が電力シス

テムに追加され、欧州の変動性再生可能エネルギー電源に対応する需給調整能力を供給している。

出典：Jaehnert, Korpås, Doorman (SINTEF/NTNU)。 

 

需給調整の可能性を現実的に反映させたモデルが重要である。例えば、スウェー

デンやノルウェーには 600 基以上の水力発電所があり、北欧の電力システムには約

120 TWh の電力貯蔵能力があるため、需給調整のための柔軟性は非常に高い。しか

し、同じ河川流域にある複数の発電所が、すべて水を貯めるための大きな貯水池を

持っているわけではないので、水力資源の利用方法にも限界がある。価格や需給調

整地域ごとの水力発電所は、より大きな地域のシミュレーションモデルを簡素化す

るために、集約することが多い。この資源の利用がより不安定になると、柔軟性の

限界を捉えるために、より詳細な水力発電のモデルが必要になる(Blom et al., 2020)。

ノルウェーでは、水力発電を詳細に記述し、短期変動と柔軟性をよりよく表現した

モデルが、風力と太陽光のシェアが高いシナリオにおいて水力発電の揚水量に明ら

かな影響を与えることが示されている(Graabak et al., 2019)；図 77 を参照)。 
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図 77 従来の電力市場モデル EMPS(左)と、短期的な確率性と柔軟性の利用をよ

り適切に表現した新しい最適化モデル FANSI(右)を用いて、水力発電と揚水のシミ

ュレーションを集計したもの 

いずれも、欧州の再生可能エネルギー電源比率とノルウェーへの相互接続容量を増加させた 2050

年シナリオのシミュレーションの図(出典: I. Graabak et al., 2019, http://hdl.handle.net/11250/2638897) 

NARIS では水力発電の柔軟性の便益が定量化されている(表 2)。この結果は、低

コスト変動性電源シナリオの 5 分間ディスパッチモデルと、水力発電の柔軟性をす

べて無効にした(つまり出力調整可能な水力発電機は各月の出力レベルが一定であ

ると仮定した)同一シナリオの実行結果とを比較したものである。感度には米国と

カナダが含まれているため、示された結果は北米大陸に対して集合化されたもので

ある (Brinkman et al., 2021)。 

 

表 2 NARISの低 VREコストシナリオでモデル化した 2050年における水力発電

の柔軟性の便益 (出典: Brinkman et al., 2021, 表 10, p.81) 

指標 影響 

コスト 
現在の水力発電の柔軟性は、年間の運用コストを以下のように削減する。 

23 億ドル。これは、電力システムの発電コストの 3.0%に相当する。 

出力抑制 
出力抑制時には出力を減らし、必要時には出力を増やすという水力発電の柔軟性

により、出力抑制率は 9.9%から 9.2%に減少している。a 

発電 
出力抑制の減少により、化石燃料ユニットの出力は 22 TWh (1.6%) 減少した。これ

には、石炭発電の 4 TWh の増加、ガス発電の 26 TWh の減少が含まれている。b 

排出 柔軟性の向上により、このシナリオでは排出量を 1.3%削減できる。 

a 感応度は米国とカナダのすべての水力発電に対するものであるため、ここで報告されて

いる抑制量は米国とカナダの平均値である。 

b  発電機の給電はコストの最適化であるため、柔軟性を高めると低コストの資源(この場

合、燃料費の関係で石炭)を選択することになる。 

 

イタリア、スペイン、ポルトガルでは、揚水発電の容量を増やすことが重要な柔

軟性対策として認識されている。イタリアでは現在 22 箇所の揚水発電所があり(図

78)、最大発電容量が 7.6 GW、最大吸収(揚水)容量が 6.5 GWである。2030年には、

新たに+3 GW の蓄電容量を導入する計画もある。揚水発電のために南部地域で設置

を行うと、イタリアにおいて柔軟性を最大限に高めることになる(Terna, 2018)。 

 

http://hdl.handle.net/11250/2638897
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図 78 イタリアにおける既存の揚水発電所(出典: Terna) 

日本では、再生可能エネルギーの比率が高い小規模電力システムにおいて、残余

需要の変化速度が大きいという問題を解決するための揚水発電のスケジューリング

方法が提案されている。必要な運転予備力要件に関する残余需要の変化速度の持続

曲線モデルに基づいて、残余需要の最大上昇/下降変化速度を揚水発電で最小限に抑

えている。この考え方は、VRE の比率が高い典型的な電力需給バランス問題で数値

的に検証されている。提案手法は、電力貯蔵供給源のスケジューリングを可能にす

る枠組みとなり得え、提案アルゴリズムは動的計画法に基づいているため、揚水発

電のスケジュールやその他の動的制約を正確に考慮できている(Tanabe & Yokoyama, 

2019)。 

 

6.6.3 火力発電所と電力・熱部門の結合による柔軟性 

中国では、過去 5 年間に火力発電所からの柔軟性が改善されてきた。2015 年から

2020 年にかけて、凝縮型や熱電併給型など、200 GW 以上の火力発電所の改修が計

画された。これらの発電所の多くは西部と北部に位置し、再生可能エネルギーの比

率が大きい。特に市場メカニズムと連携することで、北東部の電力システムの出力

抑制を減らすなど、再生可能エネルギーの導入を向上させた。東部地域の発電所で

も、再生可能エネルギーの増加に伴い、改善が行われた。 

フィンランドでは、Lindroos et al. (2021)によって、バイオマスが柔軟性を提供す

る潜在的な役割が評価された。基幹モデルのシミュレーションでは、バイオマスの

サプライチェーンと他のエネルギーシステムを協調して最適化した。熱電併給、熱

専用ボイラー、バイオリファイナリー(バイオ燃料やバイオ樹脂の製造)、バイオリ

ファイナリーと水素増強の組み合わせ、の合計 4 つのバイオマス技術が比較検討さ

れた。すべての選択肢でシステムレベルの CO2 排出量は削減されたが、水素増圧な

しのバイオリファイナリーでは、柔軟性が得られなかった(図 79)。熱専用ボイラー

は性能が良く、投資コストが比較的低いため、リスクが最も少なかった。 
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図 79 さまざまなバイオマス技術の全負荷時間 

水素増圧を行わないバイオリファイナリーは常時稼働しているため、柔軟性がない。FLH：全負

荷時間、H2：水素、CHP：熱電併給、HOB：熱専用ボイラー (出典: Lindroos et al., 2021) 

 

風力や太陽光発電だけでなく、デマンドレスポンスが火力発電に与える長期的な

影響については、Helistö ら(2018)において出力変化の強度や頻度を通じて柔軟性提

供の変化が調査されている(図 80)。デマンドレスポンスは、どのような火力発電所

を建設するかに影響する。原理的には、柔軟性が高まれば、より多くのベースロー

ド発電所を支援できる。しかし、デマンドレスポンスは電力システム内の風力や太

陽光も支援し、そちらの方が重要で、結果としてベースロード発電所の容量が減少

することになる。全体として、火力発電所はより大きな出力変化と長期の柔軟性に

使われ、デマンドレスポンスはより小さな出力変化速度と短期の柔軟性に使われる。 

 

 

図 80 北欧シナリオにおける従来型発電所の出力変化 

風の日や晴れの日のシナリオでは、従来型(シェア 40%～43%)よりも VRE(シェア 60%～67%)が

多く、All+EV シナリオでは HeatFlex シナリオよりも需要側の柔軟性が高い。 

(出典：

http://flexefinalreport.fi/files/The%20need%20and%20value%20of%20flexibility%20in%20North%20Euro

pean%20power%20system%202050.pdf) 

 

http://flexefinalreport.fi/files/The%20need%20and%20value%20of%20flexibility%20in%20North%20European%20power%20system%202050.pdf
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6.6.4 近隣エリアへの送電や連系システムの利用による柔軟性 

増加しつつある需給調整業務を近隣のエリアと共有することは、電力システムに

柔軟性を与え、増加する変動性と不確実性を管理するのに有効な方法であることが

示されている(図 36 と図 70 の例参照)。 

中国では、いくつかの地方電力システムからなるローカルな需給調整エリアがあ

り、地域横断送電線によって連系されている。これらの連系された電力システムは、

送電線をより柔軟に出力調整することで、その柔軟性を共有できる可能性がある。

2020 年、風力や太陽光の比率が高い北西部の電力システムでは、5 つの省の間で 3

万回以上の出力調整が行われた。これにより、2019 年から 2020 年にかけての風力

発電の出力抑制率を 5%未満に抑えることに大きく貢献した。 

異なる風況にある風力資源を連系することで、多様性を生かし、時間帯を越えて

発電を移動させることで資源の容量価値を高め、資源アデカシー要件を満たすため

に必要な追加発電のコストを低減できる(4 章参照)。 

従来の交流送電による送電システムの延長や補強に加え、HVAC や HVDC システ

ムは、経済性や信頼度の面で大きな便益をもたらすことができる。また、HVDC に

は AC システムにはない利点がある。今日の電圧源コンバータ(VSC)技術により、

HVDC 送電線はそれ自身で必要な無効電力を供給できるため、線路端での外付けの

無効電力補償が不要になる。直流線が 2 つ以上の同期ゾーンを連系している場合、

直流端子の高速電力制御は、いずれかの同期ゾーンで大きな交流擾乱が発生した場

合でも、電力システムの安定度を補強できる。また、VSC 技術により、大規模停電

後の送電網のブラックスタートも可能である。 

マクログリッド(大規模な HVACおよび HVDC送電網)は、送電投資の増加を抑え

られる一方、風力・太陽光・電力貯蔵の投資および運用コストを大幅に減らせる。

例えば、2050 年までにクリーンエネルギー100%を達成するための道筋を検討した

ZeroByFifty では、HVDC マクログリッドを含む 3500 億ドルの送電インフラから、

システム全体のコスト(一定・変動電源、送電、水素、配電)を 1000億ドル削減する

としている(Vibrant Energy, 2020)。米国では、全国的に最適化され調整された送電は、

地域ごとに計画された送電よりも大きな節約になることが示されている。Brown & 

Botterud (2020)では、州ごとの方式より地域ごとの方式、さらには国ごとの方式や

送電計画の最適化と調整のレベルが上がっていることが検証されている。最適化と

調整の地理的規模が大きくなればなるほど、システム全体のコストは低下する。国

ごとの方式では、州ごと方式に比べ、システムエネルギーコストが 46%下がる。

ZeroByFifty (Brown & Botterud, 2020)と Seams study (NREL, 2020)では、送電コストの

増加は小さいものの、送電投資は大規模電力システムコストの 10%未満に留まって

いる。 

 

6.6.5 需要側の対策による柔軟性 

中国では、デマンドレスポンスや電気自動車が新たな柔軟性として重要視されて

おり、風力や太陽光の比率が高いシナリオに向けたシステム拡張計画の中でデマン

ドレスポンスや電気自動車が検討されている。江蘇省は、すでに 1 GW 以上のデマ

ンドレスポンスの容量を確立している。 

市場の価格シグナルに対する家庭や小規模オフィスの消費者の応答は、これまで

のところ大規模なデマンドレスポンスには至っていない。フランスでは、TSO であ

る RTE が、スマートメーターから各家庭に送られる「静的」ピーク／オフピーク料

金表(同国ですでに施行されているものなど)を適切に設計することで、家庭の負荷

のデマンドレスポンス価値の大部分を把握できることが明らかになっている。今の
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ところ、リアルタイム信号で駆動する「エネルギーボックス」の設置がその価格に

見合うと考えられるのは、フランス国内の消費電力量の多い数十万世帯のみである

(RTE, 2017)。 

さらにデジタル化が進み、アクティブな消費者やプロシューマーが出現すれば、

その様相は一変する可能性がある。デマンドレスポンスは、電力システムの柔軟性

を高める大きな可能性を秘めている。アグリゲーターが登場しており、多数の小規

模な負荷を集約してサービスを提供している(Perroy et al., 2020)。電力小売サービス

会社は、保証した信頼度のレベルに応じて、差別化されたサービスを提供すること

ができる(Chao, 2012)。 

電気分解装置は、数秒のうちに消費電力のレベルを変化させることができるため、

将来的に需給調整市場やアンシラリーサービス市場でますます重要な役割を果たす

ようになることが予想される。電気分解装置はまた、長期的な柔軟性も確保できる

(RTE, 2020)。 また、電圧制御や混雑緩和を必要とするエリアに設置する場合、電気

分解装置はこれらの目的にも使用されることがある。電気分解装置は、送電網の混

雑、局所的な電圧安定度、位相安定度も改善できる(脆弱な試験システムのシミュ

レーションで観察)(TSO2020, 2020)。 
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EU の RealValue プロジェクト(2018 年)では、アイルランド、ドイツ、ラトビアの

750 の設備にスマート電気蓄熱空間と給湯器が設置された。低圧配電網における需

要整形とデマンドサイドマネジメントを提供するための制御可能な電気暖房の影響

について、バーチャル発電所として機能する家電製品の組み合わせで調査した。主

な目的は、母線レベル(および電力システムレベル)の負荷条件の増加に対応するた

めに暖房負荷をスケジューリングすること(タイムシフト)、ピーク時の需要要件を

減らすこと、電力システムに柔軟性(周波数応答)サービスを提供しつつ、利用者の

快適性レベルに影響を与えず充電(暖房蓄電)コストを増加させないこと、であった。

この技術を大規模に展開したシステムレベルの研究では、暖房負荷の協調的なスケ

ジューリングと制御により、再生可能エネルギー(風力)の出力抑制や火力発電所の

サイクリングを削減できることが示された。特に、再生可能エネルギーの発電容量

が比較的大きく、揚水・貯水式水力と連系システムの容量が比較的小さくなってい

るアイルランドとドイツに対し、この削減が大きいことが示されている。 

パワー・トゥー・アンモニアは、コスト効率の高い長期エネルギー貯蔵を提供し、

変動性電源に大きく依存する電力システムにとって非常に有益なものである。

Ikäheimo ら(2018)は、電力からアンモニアへの変換が費用対効果の高い脱炭素化に

与える影響を分析した。CO2 価格が 80 €/t とすると、最小コストのソリューション

ではこの電力システムに化石燃料が残ることになった。より高価格(250 €/t)では、

化石燃料は完全に代替されたが、システム全体のコストへの影響は大きくなかった。

アンモニア(NH3)の生産コストは、近年の世界市場価格よりも大幅に高くはなかっ

た。したがって、再生可能な NH3 は、肥料部門の代替品として、産業部門における

さらなる脱炭素化を可能にできる。 

ドイツに関しては、需要側の電化率が高い場合の送電システムと電力供給側への

影響について評価されている。電力需要が約 500 TWh から約 760 TWh に増加する

と、送電システムへのストレスが高まり、その結果、出力抑制が強まる。再生可能

エネルギーのシェアが 61%のシナリオでは、地域暖房ネットワークに 19 TWh の柔

軟なパワー・トゥー・ヒートを統合することで、再生可能エネルギーのフィードイ

ンの市場主導による抑制を減らし、VRE 電源の統合のための柔軟な電気負荷の価値

を強めている(Guminski et al., 2018)。 

 

6.6.6 エネルギー貯蔵による柔軟性 

大規模なエネルギー貯蔵は、複数のタイムスケールにわたって柔軟性とさまざま

なアンシラリー(系統)サービスを提供できる、潜在的な柔軟性電源の 1 つである。

水力以外の電力貯蔵は、電力システムへの適用にはこれまでコストが高すぎた。し

かしコストは継続的に低下しており、変動性再生可能エネルギーの割合が増えるに

つれて、柔軟性の価値も高まっている。 

エネルギー貯蔵の限界価値は、設備容量が大きくなるにつれて低下する。これは、

以前に設置された蓄電池がもたらす需給調整によって、さらなるコスト削減の機会

が減るためである。変動性再生可能エネルギーの割合が増えるにつれ、システムの

柔軟性の重要性が増すため、市場メカニズムは各資源の柔軟性をフルに活用できる

ようなインセンティブを与えなければならない。一般に、電力貯蔵発電所が提供す

るサービスの数が多いほど、システムに対する価値は高くなるが、風力と太陽光の

シェアによっては、特に風力と負荷の不確実性を反映した不完全なディスパッチや

非効率な市場シグナルを考慮した場合、代替戦略が有効な場合がある(O'Dwyer et al, 

2017)。例えば、風力発電の比率が低いか中程度であれば、臨時予備力の提供は特に

価値があるが、風力発電の比率が高くなると、(収益性とシステムコストの両面で)



 

112 

柔軟性予備力の提供が不可欠になる。これは、柔軟性予備力の要求が高まり、普段

から稼働している従来型発電所や予備力供給のために利用可能な従来型発電所の数

が減るためである。 

非効率な市場構造や再生可能エネルギー電源の不確実性などにより、最適でない

電力貯蔵プラントの運用が行われ、その結果、長期的な発電所の収益性に影響を与

える可能性がある。再生可能エネルギーの変動比率が高い場合の電力貯蔵プラント

のディスパッチ効率を向上させるには、運用方法の変更が不可欠である。電力貯蔵

設備のディスパッチアルゴリズムは、エネルギーやアンシラリーサービスの価格変

動の増大だけでなく、このような不確実性に対応するため、進化する必要がある。

風力発電の割合が高い場合、一般的なエネルギー貯蔵レベルの目標では不十分なた

め、事前予測期間が必要である。理想的には、電力貯蔵プラントの運転モード(充

電、モータリング原注3、放電)をよりリアルタイムに近い形で最適化し、(時間単位

に加えて)分単位の柔軟性を提供することに対して電力貯蔵プラントに十分な報酬

を与えるべきである。電力貯蔵プラントが効率的に稼働するためには、風力や負荷

の予測、大規模発電所の状況など、価格に影響を与える関連情報へのアクセスが不

可欠である。利益最大化を達成するためには、電力量と予備力の両者の商品価格の

不確実性、および予備力の応動を、アルゴリズムが把握しておかなければならない。

また、投入された予備力のリアルタイム利用を予測できる方法論も必要である。こ

れは、予備力市場の参加者が予備力の利用可能性と応動の両者に対して報酬を得る

ことができ、予備力のリアルタイム利用はエネルギー貯蔵量だけでなく収益性にも

影響を与える可能性があるからである。 

Korpås & Botterud (2020)による 2050 年の欧州電力システムのケーススタディでは、

EESが市場均衡の中で新規の VRE投資を大幅に誘発し、競争市場体制の下で運用さ

れる電力システムからの CO2 排出を削減する重要な役割を担うことが示されている。

一方、EES は長期的には平均的な電力料金にほとんど影響を与えないという結果も

出ている。最低限の経済システムの便益が、VRE が支配的な電力市場における商用

EES への投資意欲にどのように影響するかは、さらなる分析が必要な重要なテーマ

である。 

送電システム運用者はリアルタイムの需給調整に責任がある。したがって送電シ

ステム運用者は、それらのリアルタイム需給調整要件を満たすため、蓄電設備の容

量を厳しく制限することなく、将来の電力システムのニーズも考慮しながら、リア

ルタイム利用について十分な情報を得たうえでの決定を下すことができる。しかし、

蓄電設備アセットの所有権を巡る議論が続いている(IEA-RETD、2016)。特に、電力

網投資の延期に関する議論は、従来の予備力と(新たな)柔軟性予備力との間で要件

のバランスを取ろうとすると、送電システム運用者にとって将来の利害対立を引き

起こす可能性がある。 

イタリアでは、シチリア島とサルデーニャ島の TSO である Terna 社が、周波数支

援を行うために電力貯蔵を試験している。40 MW の「電力集約型」エネルギー貯蔵

システム導入プログラム(SoNick(ナトリウムニッケル)電池と Li-ion(リチウムイオ

ン)技術による電力量／電力比 0.5～4 時間など)は、エネルギー貯蔵システムの高速

応答時間がもたらす性能を利用して、高圧システムの運用セキュリティマージンを

向上させる。混雑緩和と有効電力調整サービスは、電気化学エネルギー貯蔵システ

ム EESS(単一の装置または同等の集合体)に対して、XML ファイルまたは手動セッ

 

 

原注3  モータリングモードでは、工場はオンラインで、迅速に対応することができる。 
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トポイントを介して特定の有効電力プロファイルを設定するために使われる。この

サービスが有効である限り、他の有効な電力規制(FCR および FRR 周波数回復予備

力などの周波数支援サービス)は、この有効電力プロファイルに従って実行される

ものとする。 

再生可能エネルギーの貯蔵媒体としての水素は、2050 年に向けての需給調整と柔

軟性の課題が注目される中、近年、関心が高まっている。水素は、蓄電としてだけ

でなく、輸送用途などでも有効なエネルギーキャリアとなり得る。ノルウェーでは、

電力システムにおける再生可能エネルギーの導入率を高めると同時に、輸送用のク

リーンな水素燃料を提供することを目的として、いくつかの電気と水素の統合研究

が行われた(https://www.sintef.no/projectweb/hyper/)。柔軟な水素製造により、ノルウ

ェー北部の風力発電の導入量を増やし、電力システム増強の必要性を減らすことが

できる(Bødal & Korpås, 2017)。図 81 に示すように大規模な水素製造・液化施設を追

加することで、この地域の最適な風力発電の設備容量は 300 MW から 650 MW に増

加した。これは、風力発電の導入率が当初の最大負荷の約 85%から 185%に増加し

たことに相当する。分析を拡張して、水素と揚水発電の同時最適化を含めることで、

風力の導入率をさらに高め、Nordpool NO4 市場エリアにおける水素の原料コストを

2 €/kg 未満にすることができた(Bødal & Korpås, 2020)。 

 

 
図 81 制約のある送電システム(赤線)において風力と水力から水素を製造する地

域電力システム 

CCS:炭素回収・貯蔵、H2: 水素、LH2: 液体水素(出典: Bødal & Korpås, 2017) 

 

英国では、風力の導入率を高めるために電気分解装置が果たす役割も示されてい

る(Strbac & Pudjianto, 2021)。電気分解装置による再生可能エネルギーからの水素を

製造するコスト(グリーン水素)が、炭素回収・貯蔵を伴うメタン改質プロセスによ

る水素製造コストよりも高いままであると仮定しても、水素製造ポートフォリオに

電気分解装置を導入することで、より低コストで多くの風力発電を統合できる大き

な便益があると考えられる。水素の需要により、出力抑制は大幅に減り、風力発電

の導入量を増加させられる。 

長時間のエネルギー貯蔵は、異常気象に対処するための電力システムの安全性を

高めることもできる(4.2.1 節参照)。長時間の低風速や強風に対応するためには、電

力貯蔵容量が重要な要素となる。電力貯蔵容量も定格電力と合わせて最適化し、シ

https://www.sintef.no/projectweb/hyper/
https://www.sintef.no/projectweb/hyper/
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ステム価値を最大にする必要がある。貯水池を持つ水力発電や揚水発電は、より長

期の電力貯蔵手段として利用される。また、水素の貯蔵も代替案となりうる

(Pudjianto et al., 2021)。貯蔵が必要な水素量は、風力が低出力となる週の数の関数と

して計算される(英国の電力システムの風力のみの時系列分析)。241 TWh/a の風力

について、そのような事象(長期の低風力出力)が発生した場合に埋め合わせが必要

な風力発電の範囲(最小-最大)を図 82 に示す(Strbac et al.2018; Strbac et al.2020)。 

 

 
図 82 英国で 241 TWh/aの風力発電を行う場合により長期にわたる低風速事象を

カバーするのに必要な長時間の電力貯蔵(出典: Strbac et al., 2018) 

 

6.6.7 柔軟性オプションの比較 

北欧の電力システムにおいて、再生可能エネルギーの導入率が約 40%で、柔軟性

のオプションが異なる 2030年のシナリオでは、揚水発電と蓄電池がそれぞれ異なる

役割を担って補完し合うことが示された。蓄電池は 1 時間から数時間の短期的な需

給調整を行い、揚水発電は残余需要が低いまたは高い長期的な期間を打ち消す働き

をする。これは、電池のコストが主に kWhの容量で決まるのに対し、揚水発電の電

力貯蔵コストは kW のコスト(ケーブル＋可逆ポンプ)で決まるからである。電池は

ピーカー発電所(オープンサイクルのガスタービン)の必要性を減らし、揚水発電は

コンバインドサイクルのガスタービンの必要性を減らすと考えられる(Askeland et al., 

2016)。 

米国では、MISO RIIA の送電と電力貯蔵のコストを比較すると、東部連系系統で

風力と太陽光の導入率が 40%の場合、蓄電＋送電で 0.5 GW が最適となる(図 83)。

興味深いことに、送電のみのソリューションの方がわずかだけコストが高い。一方、

電力貯蔵のみのソリューションでは、年間を通じてシステムがバランスするように

16 GW の蓄電システムの構築が必要となり、コストがはるかに高くなる。 

Brown and Botterud (2021)では、クリーン電力を 100%満たすために必要な蓄電池

容量は、国別方式では州別方式の 23%であることが明らかにされている。国別方式

では、マクログリッドが風力、太陽光、負荷、蓄電池による電力貯蔵の多様な資源

を活用することで、必要な蓄電池電による力貯蔵量を減らすことができる。 
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図 83 米国東部連系系統における風力と太陽光の導入率が 40%の場合における送

電のみのソリューション、電力貯蔵のみのソリューション、送電と電力貯蔵を組み

合わせたソリューションの比較(出典: MISO, 2021) 

 

不確実性の下で戦略的な投資計画を立て、座礁資産のリスクを考慮して送電と電

力貯蔵のアセットを比較すれば、電力貯蔵にはオプション価値があり、送電網強化

の延期や代替が可能であるため、別の絵姿が見えてくる。この不確実性は、タイミ

ング(いつ接続するか)、場所(どの国で)、大きさ(どの程度成長するか)などに関わ

るもので、特にネットワーク計画の難しさを物語っている。ケーススタディ(Most et 

al., 2020; Plan4res)では、2020 年から 2060 年までの 40 年間の長期的な視野で、欧州

33 カ国にわたる電力システムの運用と投資をモデル化し、不確実性の下で最適な投

資判断ができるようにしている。この最適化において、費用便益比の高いエネルギ

ー貯蔵が見込まれる地域は欧州に多く存在する。エネルギー貯蔵と従来型補強の投

資のタイミング、場所、規模は、電力貯蔵に投資する柔軟性の価値(オプション価

値)を示し、この技術が不確実性の下で電力システム計画にもたらす経済的便益と

関連している。 

北欧の電力システムの柔軟性オプションを比較すると次のことがわかった。すな

わち、約 40%の風力主体の変動性電源のシェアの場合、パワーツーヒートオプショ

ンを用いることと送電容量を増すことが最高の価値を提供するのである(図

84)(Kiviluoma et al., 2017)。 

 

 

図 84 北欧における 40%から 50%の風力シェアの場合 

電力システムの 1 年間の運用コスト、柔軟性オプションの有無の差。モデルの詳細によって柔軟

性の価値に差がある(赤: 投資モデルのみ、縞: 線形計画法 LP による投資モデルと運用モデル、灰

色: 混合整数計画法 MIP による投資モデルと運用モデル)(出典: Kiviluoma et al, 2017) 
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7. 現状を打破する：  

再生可能エネルギー100%シェアに向けて 
 

非同期電源 100%で運用される電力システムはまだ実現されておらず、機能する

ことも立証されていない。技術的な解決策はあるが、これは発展途上の研究テーマ

であり、小規模な独立システムから興味深い経験が得られている。 

電力システムの安定度を含め、VIBRES のシェアが高い場合の運用方法の可能性

を 探 る こ と は 、 ま だ 始 ま っ た ば か り で あ る (MIGRATE プ ロ ジ ェ ク ト

https://www.h2020-migrate.eu/)。100%VIBRES の電力システムは、従来の電力シ

ステムとは設計も運用も大きく異なることになる。電力設備は投資コストが高く、

寿命も長いため、ほとんどのシステムにおいて、(ほぼ)100%の VIBRESシステムへ

の移行は、今後数十年の間に徐々に起こると予想される。しかし、何らかの擾乱に

よって電力システムが分断された場合、今日の既存のシステムの広いエリアが、長

時間(数時間)、極めて高い割合の VIBRES で運用されることになる可能性がある。

さらに、(冒頭に示したように)今日の VIBRES の年間発電電力量に占めるシェアが

控えめであっても、再生可能電源の変動性は、需要の 50%が VIBRES で供給される

など、VIBRES のシェアが高くなる期間が数時間または数日に亘ることを意味する

(図 4 参照) (Hodge et al., 2020)。 

また、将来のシステム運用を詳細に検討し、送電システム運用者が安定度支援の

ために非同期電源を十分信頼するのに必要な回復力がどの程度であるかを判断する

には、シミュレーションモデルツールも開発する必要がある。 

低炭素・ゼロカーボンへのエネルギー転換には、スマートセクターカップリング

が必要である。熱、輸送、産業プロセスの電化を含む将来の P2X(電力から X への

転換)オプションはすべて、安定度を支援するための潜在的なソリューションであ

り、資源アデカシーを支援するための長期的な柔軟性を提供するものである。 

 

7.1 100%に近いインバータを用いた電力システムの経験 

IBR の瞬間的なシェアが非常に高くすることに成功し、定期的に再生可能エネル

ギー100%で運用している電気事業者のひとつが、米国ハワイ州のカウアイ島を管轄

する Kauai Island Utility Cooperative (KIUC)である。KIUC では、日中は通常、再生可

能エネルギー電源 100%で運用しているが、ほぼ 9 時間連続の再生可能エネルギー

100%運用を達成した。太陽電池の導入率は 80%～85%程度で運用されることが多い。

年平均では、電力量の約 65%を再生可能エネルギーでまかなっている。 

KIUCは、ピーク時の需要が約 80 MW、最低需要が約 35 MW の小規模な協同組合

型電気事業者である。他の島々との連系はない。海鳥が絶滅の危機に瀕しているこ

とや風力資源が少ないことから、電気事業者は 2045 年までに再生可能エネルギー

100%を達成する計画で、太陽電池を主体とした電力システムに焦点を当てている。

しかし、数分で起動するディーゼル内燃エンジンでは、この小さな島を雲が覆う現

象(数秒単位)を緩和するには速度が足りないため、蓄電池による電力貯蔵で太陽光

発電所をバックアップすることにした。2017 年には、太陽電池と蓄電池のハイブリ

ッドの電力売買契約を初めて開拓し、現在では 13 MWの太陽電池と 4時間分の蓄電

池式電力貯蔵(52 MWh)、20 MW の太陽電池と 5 時間分の蓄電池(100 MWh)、14 MW

の太陽電池と 5 時電力貯蔵間分の蓄電池式電力貯蔵(70 MWh)のシステムを保有して

いる。このハイブリッド機器のスピニング緊急予備力は、ハイブリッド機器に搭載

されている蓄電池式電力貯蔵で十分である。独立型太陽光発電所は、リアルタイム

https://www.h2020-migrate.eu/
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出力の 50%を回転緊急予備力として保有している。 

IBR の瞬間的な高い導入率を管理するために、電気事業者は航空転用型ガスター

ビンを同期調相機モードで運転できるように改造し、エネルギーを供給せず、慣性

とシステム強度のみを提供するようにした。 

 

 

図 85 2020 年 3 月 14 日における KIUC の 8 時間の 100%再生可能エネルギー運

用時の電力システムのディスパッチ 

紫色は太陽電池と蓄電池のハイブリッド出力(出典:  Brad Rockwell, KIUC) 

 

デンマークでは、2015 年の最初の事象以降、大規模発電所が並列しない電力シス

テムの運用が頻繁に行われるようになった(Holttinen et al, 2019 で報告されている)。

デンマークの電力システムは 2 つの部分からなり、それぞれがより大きな同期シス

テムの一部となっている。すべての大規模発電所が並列しない場合、必要不可欠な

信頼度サービスは HVDCリンクと小規模発電所から供給される。 

 

7.2 再生可能エネルギー100%に近いシステム運用のための 

課題 
 

IEA-RTE (2021)は、再生可能エネルギー比率が非常に高い電力システムのシナリ

オの技術的実現可能性を評価し、フランスのような大規模な電力システムで満たす

べき厳しい条件を 4 つ挙げている。 

• 従来型電源がなくても電力システムの強度を維持する、つまりシステ

ム安定度を確保するための技術的なソリューションが、いくつかの場

合で存在することは、一般的な科学的コンセンサスとなっている。分

散型太陽光発電の比率が大きい電力システムの場合、特定の困難が予

想される。分散型太陽光発電が配電網やセキュリティに与える影響に

ついて、さらなる評価が必要である。 
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• 風力や太陽光などの変動性電源が中心のシステムでも、デマンドレス

ポンス、大規模エネルギー貯蔵、ピーク電源、整備された送電網や連

系線などの柔軟性があれば、系統アデカシー(電力システムがつねに負

荷に対処する能力)を確保することができる。これらの柔軟性電源の成

熟度、利用可能性、コストについて検討する必要がある。 

• 運転予備力の規模や、需給責任と調達に関する規制の枠組みを大幅に

見直す必要があり、変動性再生可能エネルギーの予測方法も継続的に

改善する必要がある。 

• 2030 年以降も送電・配電の両レベルで大幅な系統整備が必要であると

考えられる。これには、長期計画、コスト評価、社会的受容性に関す

る市民との協働において、強力かつ積極的な措置と市民参加が必要と

なる。しかし、これらの努力は、老朽化した電力網設備の更新に部分

的に統合できる。 

ENTSO-E et al. (2020)では、電力システムにおける新しいグリッドフォーミング技術

の使用に関して、さらなる研究開発と実証が必要な課題が挙げられている。グリッ

ドフォーミングサービスは、いつ、どこで、どのように利用する必要があるか？ 

広域に分散して(中低圧階級に)設置された場合、すべての課題に対してグリッドフ

ォーミングが有効なのか？ 同期調相機(SC)と IBR の組み合わせは、システム強度を

高めるための経済的なソリューションであることが証明されるか？ これらは、大規

模集中電源であるべきか、それとも小規模な分割された発電所であるべきか？ 廃

止された大型発電機を SC として利用することの経済性、実用性はどうなのか？ 

IBR が中心となるシステムは多くの点で基本的に異なっており、その相違をシス

テムの設計、分析、運用、計画に反映させる必要がある。一部の同期発電機と同期

調相機で支持することで VRE の導入率を 75%にするのと、100%VRE のオール IBR

システムには大きな違いがある。今後どうすればよいのか、その根拠を確立するた

めの基礎研究が求められている。その変化は非常に大きく、電力システムの根本的

な見直しが要求される。段階的に手を加え、人為的に IBR を同期機のように見せる

ことは短期的な戦略で限界があり、IBR の真の可能性を活用するものではない。

IBR は、有効電流と無効電流を独立して制御することができ、さまざまな電力シス

テム条件に対して機器の応答を形成することができる、柔軟性の高い制御性を有し

ている。このため、ある点では IBR を同期機よりも良好に動作させる機会がある可

能性がある。しかし、電力システム条件に対する IBR の応答を規定する制御アルゴ

リズムは、さまざまなインバータ設計およびインバータメーカ間で統一されておら

ず、局所レベルおよびシステム全体レベルで相互作用したり、また HVDC 送電端末

など電力システムの他の要素と相互作用したりする可能性がある。このため、電力

システムにおける IBR の解析は劇的に複雑になり、安定度に問題が生じる可能性が

ある。また、現在、ほとんどのインバータは、安定度の維持に貢献する慣性応答や

高い故障電流などの特定のサービスを提供していないため、問題はさらに深刻化し

ている(ESIG, 2019; G-PST, 2021)。 

最大の課題は、大規模電力システムにおいて、ある時は IBR が主体となり(数時

間だけ間をあけて)ある時は同期機が主体となり、またある時は空間的・時間的に

中間のあらゆる可能な組み合わせが主体となる場合、そのような電力システムをど

のように管理するかという問題である。 

このことは、制御所ツールを含むツールや方法にも影響を与える。これは、必要

なシステムサービスの定義が変わるということでもあり、そのサービスを提供する

ためには、幅広い資源から提供されなければならない。 
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また、天候に左右され、エネルギー制約のある資源アデカシーを費用対効果の高

い方法で評価することも課題である(ESIG, 2021b)。 

 

7.3 再生可能エネルギー100%に近いシステム運用のための 

方法論の検討 

モデルや研究方法のさらなる発展が必要であり、計画、運用、システム安定化の

課題に対し、いくつかの重要な問題と推奨事項を特定できる(Holtinen et al, 2020)。 

• モデル化の複雑性：より多くのVIBRESの詳細を取得する必要があるた

め、計算負荷が増加すると考えられる。また、より高い解像度(時間分

解能と分散型資源の両者)とより広域のエリアを把握するためにより多

くのデータが必要であり、天候に左右される事象を把握するために時

系列の拡張が必要である。 

• より広域のエリア：同期システム全体が安定度研究に関連している。

需給調整やアデカシーのために資源を隣接エリアと共有することは、

より有益である。 

• 新しい技術：すべてのツールは、エネルギーシステムの結合によって

つながりを促進させつつ、新しいタイプの(柔軟な)需要とエネルギー

貯蔵を可能にするよう修正される必要がある。 

• モデル化の統合：統合した計画・運用方法、ツール、データの重要性

が高まると予想される。運用と計画のタイムスケールやモデルは、重

複する部分をより大きくする必要がある。柔軟性のニーズと発電所能

力をアデカシー手法に組み込み、送電網拡張計画や将来の電力システ

ムの運用に対しては安定度の懸念を考慮しなければならない。 

• コストとリスク：信頼度の目標を修正すれば許容できる結果が得られ

る場合に大幅なコスト増とならないように、柔軟性と価格応答型負荷

の進化により、信頼度インターフェースを見直す必要がある。 

今後、100%IBR が中心となる非同期電力システムの新しいパラダイムを見出すこ

とができる。これは、特に安定度のために使用されるツールや手法に大きな影響を

与えると考えられる。 

 

7.3.1 運用モデル：ユニットコミットメント(発電機起動停止)および 

経済的ディスパッチ 

分単位でのユニットコミットメントや経済的ディスパッチ手法の導入は、短期出力変化

要求の増加を捉えることができるため、特定の地域では有用である。しかし、これ

を実現するには計算コストが増え、それは明らかに望ましくない。便益がデメリッ

トを上回るかは、システムの規模や、風力や太陽光を中心とした再生可能エネルギ

ー資源の構成や分散状況によって異なる。アイルランドの全島システムとドイツ・

オーストリア結合システムとの比較も行われている(Danti et al., 2018)。予想通り、

解像度 1 時間のモデル化は、分単位(15 分毎)の出力変化要件を過小評価することに

なる。ただし、この影響はアイルランドでは大きい。それは、おそらくドイツとオ

ーストリアの場合は、地理的分散が大きいために平滑化効果が強く効いているから

である。そのため、大規模で多様性のある電力システムよりも、小規模で地理的に

多様性のない電力システムの方が、分単位の運転による便益は大きくなる傾向があ

る。さらに、相互接続のレベルが高いシステム、あるいは需要反応やエネルギー貯
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蔵のような短期的柔軟性の電源を他に持っているシステムは、連系線が限られてい

る電力システムと比較して、(再生可能エネルギーの)出力抑制や再給電に頼ること

なく短期変動性により容易に対応することができる。このことは、連系線が限られ

ている小規模システムにおいて、分単位でモデル化することの価値を高める。分単

位のスケジューリングは、顕著な出力変化事象を特定するという点で、風力発電が

主体の電力システムと太陽光発電が主体の電力システムとで、同様の便益になると

考えられる。ただしこうした結論は、顕著な出力変化事象の定義に寄って変わる可

能性がある。例えば出力変化の絶対的な大きさと持続時間によって変わったり、瞬

間的な電力システムの需要に対する測定値による可能性があるのである。さらに、

変動性再生可能エネルギーの不確実性と変動性は、電力システムの時間毎、あるい

は分毎の柔軟性要件に貢献できる。 

低慣性問題に対処するために、ユニットコミットメントアルゴリズム内の(将来

の)コミットメント・ディスパッチ RoCoF 制約が提案されている。この制約では、(発電機

の)緊急設定だけでなく、同期電源のユニットコミットの状況や出力も明示的に考

慮されている(Daly et al, 2019)。最悪のケースを想定した低慣性の(現在の)方式との

比較が行われている。将来のアイルランドと北アイルランドのシステムについて図

86 に示すように、将来の方式(RoCoF)は、現行の方式(低慣性)に比べて稼働中の(大

規模)電源の数を減らす傾向があり、結果として運用コストと CO2 排出量も削減さ

れることになる。 

 

 

図 86 アイルランドの島嶼系でのシミュレーション結果 

RoCoF の制約を受ける将来の運用シナリオにより同期発電機の稼働率が低下することを示す。 

(出典: Daly et al., 2019) 

 

7.3.2 計画タイムスケール：容量の拡大 

出力の変動やセクターカップリングを伴う投資タイムスケールをモデル化すること

は、計算上困難である。どのような詳細を含める必要があるのかを知ることは重要

である。それは、モデルで見る最適な投資に大きな影響を与える可能性のある時間

的・技術的な細かい点がいくつか存在するからである。変動性電源の統合に関する

研究のレビュー(Helistö et al, 2019)では、最適な発電ポートフォリオを決定するため

には、時間分解能とカバー率を十分に高くする必要があること、例えば、数日の代

表日のみを用いるのでは十分でないことが示されている。システムの安定度の側面

や、起動・停止特性などの発電所の運用上の制約を考慮することも、より最適な発

電ポートフォリオとより現実的なシステムコストの推定を得るために重要であるこ

とがわかった。ただし、時間的表現に比べると重要度は低いとみられる。 
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代表日の選択を比べたところ(Helistö et al, 2020)、多エリア発電拡張計画モデルで

は、3週間の代表週でも必ずしも十分でないことが示された。4週間でより信頼度の

高い結果が得られ、7 週間後にはトータルコストの結果が着実に収束し始めた。時

系列から代表週を選択する方法はいくつか存在し、十分な反復回数を持つランダム

サンプリングは実装がしやすく、解が速く、良好な発電拡大計画結果につながるこ

とが示されている。またその結果から、ピーク時の残余需要状況をモデルに含める

ことの重要性が浮き彫りになり、さらに、元の時系列における位置付けを推定する

ことの重要性や、他のモデルの時間分解能との関係における重みを推定することの

重要性についても示された。これは、モデルがより変動電源に投資した場合に位置

付けが変わる可能性があること、すべての地域で位置付けが同じとは限らないこと、

長期に渡ってその頻度を確率的に推定して重みを設定する必要があることなどから、

困難なことであると言える。 

時間表現と運用表現は、電力システムによって異なる利点と弱点を有することが

ある(Helistö et al., 2021)。例えば、ある戦略は長期のエネルギー貯蔵のニーズをより

よく捉えることができ、ある戦略は短期のエネルギー貯蔵モデリングに適している。

同様に、太陽電池を主体とする電力システムと風力を主体とする電力システムでは

時間的特性が異なり、その結果、方法論的要件も異なる。エネルギー部門間の相互

作用やセクターカップリングのための技術の運用限界も、さまざまな技術の価値や

柔軟性に大きな影響を与えるため、正しくモデル化されなければならない。試験用

機器は、各システムや目的に最適なモデル構造を決定するのに有効である。 

 

7.3.3 ダイナミクス：安定度 

最大 100%までの再生可能エネルギー発電の高いシェアに移行する中で、電力シ

ステムの信頼度維持に向けて、インバータ型電源(IBR)間の制御相互作用に起因する

動的安定度問題が大きな関心事となっている(Shah et al., 2021a)。過去 10 年間の IBR

を含む安定度事象のほとんどは，局所的なものであった(5.2.1 節参照)。しかし、よ

り広域の送電網や多数の IBR を含む動的安定事象が、より一般的になっている。そ

れは、IBR のレベルがますます高まり、同期発電機の変化により電力システムの剛

性が低下しているからである。最近の過渡電磁界解析研究では、IBR100%の電力シ

ステムにおいて動的安定度の問題が発生するリスクが高まることがさらに示されて

いる(Electranix, 2021)。これらの問題は、電力システム全体の制動不足や持続的な振

動として現れ、停電や機器の損傷につながる可能性がある。数十から数百の IBR が

関与する電力システム全体の振動が現場や過渡電磁界解析で観測されるたびに生じ

る重要な問題の一つは、観測される振動モードにおける異なる IBR の役割と関与、

すなわち、端的に言えば「どの IBR が振動を引き起こしているのか」という点であ

る。この質問に対する答えは、緩和方法を設計するために重要である。緩和方法の

中には、システム減衰に悪影響を与える IBR の抑制または除去、IBR 制御パラメー

ターの調整、無効電力の制御かあるいは電圧の制御かなどの IBR 制御モードの選択、

系統安定度のためのグリッドフォーミングインバータの使用などがある。しかし、

大規模電力システムの既存の安定度解析ツールは、公開されている方程式ベースの

発電機モデルによって異なるため、この疑問に答えることができない。このような

モデルは、ベンダーが制御アーキテクチャや方法に関するビジネス上の機密情報を

開示しないようにするために IBR の内部詳細を明らかにしないことから、IBR に利

用できないのである。この課題に対処し、現場または過渡電磁界解析で観測された

振動モードにおける異なる IBR の役割を特定するため、NREL ではインピーダンス

スキャンツールが開発された(Shah et al., 2021b; Shah et al., 2021c, 図 87)。 
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図 87 100%IBRグリッドの安定度解析のためのNRELのインピーダンススキャン

ツール 

 

配電網と動的に等価なモデルが EU-SysFlex の枠組みの中で開発された。このツー

ルは、TSO にパラメータセットとモデルアーキテクチャを提供し、過渡安定度の調

査のための配電網に接続されたアセットの表現を可能にする。これらの等価モデル

の提供は、標準化されたモデル表現に基づいており、DSOとTSOの間でパラメータ

ー、配電網レイアウト、機密データ・情報などを提供するものではない(図 88)。 

 

 

図 88 有効配電網表現の動的等価モデル (EU-SysFlex D6.3, 2019) 

 

日本の電力中央研究所 CRIEPIは、リアルタイムスマートデジタルツイン構想を提唱し

ている。これは、電力システムの安全性、信頼度、効率性を確保するためよりリア
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ルタイムな状況認識を提供することを目的に、同期した広域監視・制御・データ収

集(SCADA)に基づき、電力システムの物理的状況をリアルタイムにデジタル再現し

たものである。再生可能エネルギー、デマンドレスポンス、仮想発電所(VPP)の制

御能力を有効に活用することで、電力システムの安定度を維持・向上させ、停電か

らの早期復旧に向けた耐性を高めることを目的としている。 

IBR が主体となる将来の電力システム：電力システムの基本的な性質は、同期機に

よるパラダイムに大きく依存するものから、非同期機によるパラダイムに基づくも

のへと変化しつつある。これらの変化は、既存のツールや手法の適用を制限すると

同時に、電力システムの信頼度、セキュリティ、安定度を確保するための新しいツ

ールや手法の開発を促すものである。さらに、変動性で分散型の IBR ベースの電力

システムがますます増加することで、既存の電力システムモデルから得た結果の分

析や解釈に対する既存の課題も複雑化する。そのため、多数の IBR を有する電力シ

ステムの運用を評価するための解析ツールを開発しなければならない。具体的には、

電力システムの安定度と性能に対して有害または有益となり得る IBR 制御アルゴリ

ズムの相互作用と影響を捉えるためのツールの開発が必要である(G-PST, 2021)。 

 

7.4 再生可能エネルギー100%の電力システムに関する研究 

再生可能エネルギー100%の電力システムにおいて、時間毎のエネルギー収支をど

のように維持するかという技術・経済的な研究も行われている。これらの研究の中

には、風力/太陽光エネルギーの変動性/不確実性を捉え、システムおよび市場の挙

動を調査するために、ユニットコミットメントおよび経済的ディスパッチを用いる

ものがある(Heard et al., 2017; Brown et al., 2018)。いくつかの研究では、他のエネル

ギー部門、例えば熱部門とのセクタッカップリングを行っている (Ringkjøb et al., 

2018; Ikäheimo et al., 2018)。多くの場合、これらの研究は、エネルギー変換、送電、

貯蔵への投資を最適化するが、適用される方法論によって運用の詳細は大きく異な

る(Helistö et al.、2019)。しかし、電力システムの安定度は、時間毎の消費と発電の

一致に主に焦点を当てた 100%(エネルギーバランス)研究の一部として見落とされ

ていることが多い。長期的な課題と短期的な課題の両方を包括的に取り上げた研究

はない(Holttinen et al., 2020)。 

米国における最近の研究では、再生可能エネルギーによる電力システム(一部は、

ネット・ゼロ・カーボン、脱炭素の将来エネルギーシステム(次章参照))を取り上

げている。MIT(マサチューセッツ工科大学)の研究では、7 年間の時間毎運用に対

して同時最適化容量計画とディスパッチモデルを用い、州間調整と送電拡張によっ

て再生可能エネルギー100%の米国電力システムにおけるシステムコストが、州ごと

の方式と比較して 135 ドル/MWh から 73 ドル/MWh へと 46%削減されることを示し

た。感度分析の結果、太陽光発電、風力発電、リチウムイオン電池のコスト低減は、

送電線増設が可能な電力システムの電力コスト低減につながり、また、原子力発電

や長時間のエネルギー貯蔵のコスト低減は、独立した電力システムの電力コスト低

減をより大きくすることが示された。その結果、送電や土地利用のコストや制約を

考慮し、現在 GW スケールで展開されている技術を用いれば、VRE とエネルギー貯

蔵に基づく米国のゼロカーボン電力システムが、1 時間の分解能で数年にも亘る運

用を通じて実現可能であることが示唆された。電力システムの脱炭素化は、個々の

州や地域のレベルでも実現可能であるが、国レベルで実施すれば、大幅に低いコス

トで実現できる(Brown & Botterud, 2021)。 

スウェーデンでは、TSO の Svenska Kraftnät が、電化需要を 140 TWh/年から 179 

TWh/年に増加させ、現在の原子力発電を再生可能電力に置き換えるという将来シナ
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リオを研究している。2040 年にピークが来るケースでは、風力発電が 106 TWh、太

陽光発電が 7 TWh と想定されている。残りの電力は水力とバイオ燃料である。スウ

ェーデン国内および近隣諸国への送電が大幅に増加すること(+16 GW)、また、柔軟

性のある電気自動車などが想定されている。ピークをカバーするための具体的な新

規発電所は想定されていない。アデカシー計算では、31 気象年間のモンテカルロ・

シミュレーションを行い、平均値として 0.7 時間/年の間に容量を増やす必要がある

という結果となった(SvK, 2018)。 

 

7.5 カーボンニュートラルなエネルギーシステムに向けて 

エネルギー部門は、熱、輸送、産業プロセスを電化する将来の P2X(電力から X

への転換)オプションと結合することで、VRE を主体とした電力システム運用の短

期および長期の柔軟性ニーズに対する潜在的なソリューションを提供できる。エネ

ルギーシステムの脱炭素化には、すべてのエネルギー部門の変革が必要である。電

力部門については、電力システムが既に低炭素化されている場合、VRE のみを追加

することによる直接 CO2排出量の削減は先細りになるが(図 89)、他のエネルギー部

門の脱炭素化により、熱、輸送、産業からの CO2排出量が削減されることになる。 

 

 

図 89 欧州システムにおける VREのシェアに応じた 1 kWhあたりの直接 CO2排

出量 (出典: EU-SysFlex D2.5, 2020) 

 

ネット・ゼロ・カーボン・エネルギー・システムに向けた意欲的な目標が世界的

に発表される中、将来の電力システムにどのように到達するかについて、個々の国

や世界全体で多くのシナリオが作られている(IEA, 2021)。再生可能エネルギー100%

の電力システム研究と同様に、電力システムの安定度は見落とされており、1 時間

ごとの消費と発電の一致に主眼が置かれている。 

電化による脱炭素化は、電力需要の大幅な増加を意味する。現在の負荷を減らす

ためのエネルギー効率化対策にもかかわらず、新たな電化負荷によって電力需要が

約 2 倍に増加する。欧州では、プロジェクト eX-tremOS が詳細な評価を行い、欧州

の電力需要の大幅な増加をカバーできるだけのVREポテンシャルが欧州に存在する
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ことが確認されている。国別で見ても、ほとんどの国が同様である。ベルギーやル

クセンブルクなど、VREの潜在能力が低い地域の小国でのみ、電力需要が定格VRE

の潜在能力を上回った(eXtremOS, 2021)。 

EUは 2030年までに温室効果ガス排出量を 1990年比で 55%削減することを約束し

ており、これは 2050年の気候中立を達成するための重要なマイルストーンとなる。

欧州委員会の分析によると、2050 年までにエネルギー部門の排出量を正味ゼロにす

るためには、難燃部門の間接電化で補完した直接電化が最も費用対効果が高く、エ

ネルギー効率の高い方法であることが明らかになった。EC の各シナリオでは、最

終エネルギー需要の 4 分の 3 以上が電化されるとされている。最終的なエネルギー

使用の 57%を電気が直接カバーし、さらに 18%を水素とその派生物を通じて間接的

に供給する。そのためには、電力システムを現在の 3,000 TWh 未満から 6,800 TWh

に拡大し、EU の電力構成のうち風力発電を 50%、再生可能エネルギーを 81%にす

る必要がある。2025年以降、風力発電は欧州で第 1 位の電力供給源となり、2030年

には EU の電力需要の 25%を供給するようになると予想されている。 

ETIPWind, 2021 の報告書では、経済的に深化した脱炭素化は可能であり、GDP に

占める割合としての脱炭素化のコストは、現在のエネルギーシステムのコストより

も高くならないとしている。GDPに対するエネルギーシステムコストは、2015年並

みの 10.6%になると予想される。産業界でネットゼロエミッションを達成するため

には、鉄鋼、セメント、化学、製油所において、化石燃料の原料を再生可能な水素

や誘導体で代替することが必要である。2050 年には乗用車の市場が完全に電気自動

車になるとみられる。短距離の洋上輸送は技術的に電化することが可能であるが、

強固なインフラを提供するためには港湾への投資が必要である。長距離の洋上輸送

では、再生可能な水素と並んで、再生可能なアンモニアが最も有望な技術の一つと

考えられている。 

ヒートポンプは、住宅の電化率を約 3 倍に高め、建物の冷暖房の脱炭素化を推進

する。電力システムへの投資は、遅くとも 2025年までに現在の年間 400億ユーロか

ら倍増させる必要がある。2030 年までに、欧州は現在の 50 GW に加え、さらに 85 

GW の連系システム容量を必要としている。EU は 2050 年までに 300 GW の洋上風

力を導入するという目標を達成するために、最適化されたオフショアグリッドを配

備する必要がある。海域計画の立案、許認可の迅速化、洋上ハイブリッドプロジェ

クトを保証する新規市場の取り決めは、最適なオフショアグリッドにするための前

提条件である(ETIPWind, 2021)。 

英国では、さまざまな脱炭素化シナリオにおいて、熱、輸送、産業、電力の各部

門に柔軟性を導入するシステムレベルの価値が示されている。この価値から、最小

限のコストで炭素目標を達成しながら安全なエネルギーシステムを実現するには、

水素、ガス、輸送、熱、電化インフラの協調のとれた運用と計画がますます重要に

なることがわかる。エネルギーシステム全体に対する柔軟性の価値は、電力部門だ

けに対する柔軟性の価値の何倍もある。それは、柔軟性は、統合されたシステムの

あらゆるレベルでの相互作用、エネルギーベクトル間での相互作用、および安全な

システムを維持するために必要な秒から季節までの異なるタイムスケールでの相互

作用を可能にするからである(Strbac et al, 2020; Strbac & Pudjianto, 2021)。 

デンマークでは、2050 年にカーボンニュートラルとなることを主な目標としてお

り、2030 年にはすでに意欲的な温室効果ガス削減目標を掲げている。この目標には、

すべての部門にわたる措置が必要であり、既存の対策の実施と革新的なソリューシ

ョンの開発を要する(Energinet, 2018, Energinet, 2020)。柔軟性とアデカシーの問題を

解決する対策は、2030 年の温室効果ガス削減目標にも寄与することが望ましく、電

化、火力発電所の段階的廃止、パワーツーガスの利用などの新たな課題がそこから
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生じると予想される。全体的な推移は高い不確実性を引き起こしており、この不確

実性は潜在的な道筋の研究において調べられてきた。ひとつの道筋は、多くの潜在

的な発展を示している。例えば、化石燃料に代わる P2X などの再生可能エネルギー

源燃料の生産を含め、暖房部門、運送部門、産業の直接電化を大幅に拡大させるこ

とにつながる。これらにより、2030 年の電力需要は当初予想の 50 TWh から、さら

に 12〜20 TWh 増加し、62〜70 TWh の水準になる。エネルギー島を含む洋上風力は、

新たに必要とされる再生可能エネルギーのほとんどを供給すると期待されている。

この結果は、エネルギーシステムの詳細なモデルに基づいており、周辺国の表現に

も組み込まれている。またこの結果を得ることで、さらなる脱炭素化やセクターカ

ップリングの適用を調査が行われた(図 90)。その際、部門にわたる柔軟性オプショ

ンも特定することができる。これらのモデルは、さまざまなタイプの「エネルギー

生成所」を表し、国全体に広がっている。 

エネルギー生成所は、CHP を拡張し、さらに機能を追加したものと理解すること

ができる。これらの追加機能には、例えば、水素、CO2(一部の工業工程用)、高温

の熱、バイオ燃料や電気燃料(バイオガス、メタンなど)、肥料(アンモニアなど)の

生産をする機能などがある。なお、これらは、エネルギー生成所から得られる水素、

炭素、窒素などからなる後処理生成物である。これらのモデル化されたエネルギー

生成所は、さまざまなセクターを結びつけ、電力価格に応じた運用を行う。電気料

金が安い時期(風力・太陽光の余剰電力がある時期など)には、これらの生成所は電

気とバイオマスで化学製品や熱を生産し、電気料金が高い時期には、バイオマスや

バイオガスで電気熱と少量のバイオ燃料を生産している。 

 

 

図 90 2035年のデンマークのエネルギーシステムにおけるエネルギーフロー 

(出典: Orths & Hansen, 2019) 

 

フランスでは、2050 年にカーボンニュートラルを達成するために、廃炉となった

原子炉の一部を新しいものに置き換え、これを再生可能エネルギーのシェアを増や
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すことで補完して完全な脱炭素電力ミックスを得るか、廃炉を再生可能エネルギー

のみで置き換えるかなど、複数の電力シナリオが検討されている。後者を選択した

場合、再生可能エネルギーのシェアは、2050 年には約 85%～90%、2060 年には

100%に達することになる。 

米国では、“Net-Zero America” 報告書において、米国が経済全体を脱炭素化する

ための技術的な道筋を 5 つに分類している。この報告書では、全米規模の大規模な

取り組みにより、米国は既存の技術を用い、過去のエネルギー支出に見合ったコス

トで、2050 年までに温室効果ガスの排出をネットゼロにすることができると結論づ

けている。この研究の 5 つのシナリオは、全米で必要とされる技術と資本動員の規

模とペースを州ごとに詳細に記述しており、土地利用、既存のエネルギー産業、雇

用、健康への影響を強調している。この研究では、2050 年までに 100%の自動車を

電気自動車にするために、建物と交通機関を急速に電化する高電化(E+)シナリオを

詳述している。電化率がそれほど高くない E–シナリオでは、電化のスピードは遅く、

液体燃料や気体燃料をより長く使用する。E– B+と名付けられた別のシナリオは、

エネルギーシステムでより多くのバイオマスを利用できるようにするもので、他の

4 つのシナリオとは異なり、現在食料農業に使われている土地の一部をエネルギー

作物の栽培に転換することが必要となる。E+ RE+の道筋は、すべて再生可能エネル

ギーによるシナリオであり、技術的に最も制約の多いシナリオである。新規の原子

力発電所を建設せず、CO2 の地下貯蔵を認めず、2050 年までにすべての化石燃料の

使用をなくすことを想定している。その代わりに、風力発電と太陽光発電の大規模

かつ迅速な導入と、炭素目標を達成するための水素の増産に頼っている。一方、E+ 

RE–シナリオは、風力発電と太陽光発電の年間建設量を、過去に同国が達成した最

速の速度以下に制限することで、再生可能エネルギーを制限しているが、その他の

制限を解除している。このシナリオは、炭素回収を行う発電所や原子力の拡大に、

より大きく依存している(Princeton University, 2020)。 

また、ZeroByFifty では、発電、送電、電力貯蔵を組み合わせた容量拡張・発電シ

ミュレーションモデルで最適化し、米国全域の HVDC マクログリッドの拡張を可能

にした。また、分散型発電や電力貯蔵を構築するために、配電のインターフェース

を越えて共同最適化した。この研究では、2050 年までに米国経済の脱炭素化を実現

するための送電の役割について検討した。2050 年までに経済全体を脱炭素化するた

めに、現在の 2 倍以上の送電容量が既存の電力網に追加される。ZeroByFifty は、

HVDC マクログリッドによって完全脱炭素化のコストが 1 兆円削減されると見てい

る(Vibrant Energy, 2021)。 

エネルギーシステムの完全な脱炭素化において、費用対効果の高い道筋は、化石

燃料を使用するエネルギー消費のほとんどを電化することが予想される。しかし、

航空、長距離船舶、一部の産業用途、そしておそらく暖房部門のバックアップエネ

ルギー貯蔵として、液体燃料の消費は避けられないと予想される。そのため、二酸

化炭素を排出せずに必要な燃料を生産するためのさまざまな道筋を比較することが

重要である。Ikäheimo et al. (2019)では、利用可能なバイオマス資源がある場合、バ

イオマスは合成天然ガスと比較して費用対効果の高い道筋になり得ることが示され

ている。別の論文では、Ikäheimo et al.(2018)によって、電力からアンモニアへの道

筋の可能性が探られている。アンモニアはすでに肥料産業で大量に使用されており、

エネルギーベクトルとしても期待できる。この論文では、適切な環境下では、電力

から製造したアンモニアは、すでに化石燃料から製造したアンモニアと競争できる

こと、そしてアンモニアが電力システムに時間的・空間的柔軟性をもたらす大きな

源となり得ることを実証している。 
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7.6 変動性再生可能エネルギー100%の系統安定度 

より広い地域、複数年、電力以外のエネルギー部門を対象とした再生可能エネル

ギー100%の研究では、安定度の問題を含む将来の運用可能性を評価するための電力

システムの詳細が含まれていない。将来の IBR が支配的なグリッドの運用方法を示

す作業が始まっている。再生可能エネルギーが主に風力や太陽光で構成されるであ

ろう電力システムにおいては、非同期運用の新しいパラダイムも進む可能性がある

(ESIG, 2019)。 

EUプロジェクト MIGRATEは、コンバータインターフェースを持つ 100%発電(イ

ンバータ統合電源 IBR)、したがってゼロに近い自然慣性をベースとする電力システ

ムにおける既存のシステムサービスの新しい選択肢と新しいシステムサービスの必

要性を調査した(MIGRATE D3.3 and D3.4, 2019)。主な課題は、非常に低い慣性によ

る周波数安定度の問題を解決することであった。 

100%コンバータを用いた電力システムに関連する運用ルールを、想定される妨害

事象に対するロバスト性の観点から検討した。インバータベースの装置に電力シス

テムの形成機能を実装するために、新たな電力システムレベルの制御方式と最適化

手法を研究した。グリッドフォーミングは、供給支障後、予備力や需給調整が作動

する前のごく最初の数ミリ秒を電力システムが維持できるようにする。複数のケー

ススタディにより、幅広い運転条件下でのグリッドフォーミングシステムレベル制

御の性能を検証した。これらの異なる制御戦略は、いずれも満足のいく内容で類似

の挙動を示し、互換性があると考えられる。また、従来のアンシラリーサービスが

場所を問わないのに対し、本システムは電気慣性の大きさだけでなく、機器の設置

場所にも強く依存することが確認された。MIGRATE への実際的なフォローアップ

として、OSMOSE のワークパッケージ 3 では、マルチサービス型ハイブリッドスト

レージによる大規模電力システムの同期化のためのフルスケールグリッドフォーミ

ングユニットが実サイトで試験さている(OSMOSE D3.1, 2019; OSMOSE D3.2, 2019)。 

グリッドフォローイングまたはグリッドフォーミングの原理で動作する新しい制

御方法の有効性について、英国の試験システムといくつかのベンチマークシステム

で調査が行われた。その結果、修正・調整したグリッドフォローイング制御により、

周波数、位相角、電圧安定度を維持しながら、調査した試験システムにおいてイン

バータによる発電の導入率を約 65%にすることが可能であることが示された。さら

に、グリッドフォローイング制御とグリッドフォーミング制御を組み合わせること

で、安定度限界を理論上 100%まで押し上げることができることが明らかになった

(MIGRATE D1.6, 2019)。グリッドフォローイング制御またはグリッドフォーミング

制御を行うインバータベースのユニットの比率は電力システムに依存する(例えば、

調査対象のシステムでは、グリッドフォーミング制御を行うパワーエレクトロニク

ス・インターフェースユニットが 30%～40%であった)。有効電力を迅速に注入し、

減衰を補助的に制御するものとして提案されている制御方法については、グリッド

フォーミング制御を行うインバータベースのユニットでさらに研究する必要がある

(Perilla et al, 2020)。 

EU MIGRATE のアイルランドの電力システムのテストケースでは、既存の化石燃

料による火力発電が同等の容量の(大型)コンバータで置き換えられることを想定し

ており、100%インバータベースのシステムでも、従来の電力システムのセキュリテ

ィ問題はほぼ解決されている(Zhao & Flynn, 2021)。このようなシステムのグリッド

フォーミング要件(グリッドフォローイングコンバータと比較して)の下限を特定す

るために、さまざまなコンバータ構成ですべてのネットワークノードにさまざまな

擾乱が加えられ、電力システムがその擾乱に十分耐えられるかどうかが観察された
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(図 91)。並列されたコンバータの総容量(MVA)を基準にすると、最低でも 35%〜

40%のグリッドフォーミングのシェアが必要であることがわかった。安定度の限界

点は、最終的にグリッドフォローイングコンバータの位相同期ループ性能に依存す

ることが示された。大型のコンバータが従来の(化石燃料発電所の)送電網上の特定

の位置にあると考えるのではなく、はるかに小型のコンバータが電力システム全体

に(例えば、風力・太陽光発電所の位置に応じて)ある程度無秩序に分布していると

仮定すると、従来のグリッドフォーミングの必要性を電力システム全体の平均とし

て測定した場合、8～10%削減できることも示された(Zhao & Flynn、2021 年)。ただ

し、グリッドフォーミングの比率に地域差があるため、適切な大きさの安定度マー

ジンを維持する必要があると考えられる。 

 

図 91 MIGRATEプロジェクトのアイルランド電力システムシミュレーション 

左: グリッドフォーミングコンバータとグリッドフォローイングコンバータの「都市」配電、 

右:「遠隔」配電(出典: Zhao & Flynn, 2021) 

 

このプロジェクトでは、新しい形の準同期制御相互作用(SSCI)も検証された。こ

れにより、風車のコンバータ制御を最適化したり、コンバータに補助制御装置を導

入するなどの緩和策が提案された。またこのプロジェクトでは、SSCI に対処するた

めのさまざまな緩和策を設計、評価、検証するための手法も開発された。最後に、

リアルタイム運用時の SSCI リスクを管理するために、人工知能に基づく新しい方

式が提案された(MIGRATE D1.6, 2019)。 
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8. 結論 

電力・エネルギーシステムの設計と運用は、進化しつつある分野である。世界的

に脱炭素エネルギーシステムの実現に向けた意欲的な目標が発表される中、風力や

太陽光を中心とした変動する再生可能エネルギーを大量に導入するシナリオが多く

描かれている。電力システムはますます複雑化している。変動性再生可能エネルギ

ーと新たな電化負荷が両方共に増加し、送配電システムとの調整を必要とする配電

システム資源も増加することで、電力システムごとに異なる課題に対処することに

なる。 

将来の電力・エネルギーシステムを研究するためのツールや手法も進化する必要

があり、短期的な運用面(電力システムの安定度など)と長期的な運用面(供給力の

アデカシーなど)の両者で、おそらく新しい運用・設計のパラダイムが見られるよ

うになる。大量の変動電源を伴う電力システムの運用・計画の経験が蓄積され、イ

ンバータを用いた非同期電源の課題に取り組む研究が進んでいる。また、エネルギ

ー転換とデジタル化は、短期的にも長期的にも、新たな柔軟性の機会をもたらす。 

本報告書は、IEA Wind TCP Task 25 における国際協力に取り組む 17 カ国から得ら

れた経験と研究結果をまとめたものである。主な報告事項は以下のとおりである。 

• 風力・太陽光発電の出力と予測を系統運用やシミュレーションに組み

込む方法(第 2 章) 

• 送電システムと発電容量の長期的なアデカシーを計画する方法(第 3 節、

第 4 節) 

• 安定面を含む電力システムの運用の管理方法(第 5 章) 

• 将来の電力・エネルギーシステムにおける風力発電について、不必要

な出力抑制を避け、風力発電所から系統支援を提供し、運用方法と柔

軟性を改善しつつ、風力発電の価値を高める方法(第 6 節) 

• 再生可能エネルギー100%システムの実現に向けて現状を打破し、課題

を浮き彫りにし、評価に必要な方法論を進化させること(第 7 章) 

電力システム全体に亘る風力発電の変動性と不確実性：大規模な風力発電の実測デ

ータも増えてきており、平滑化の強い影響があることがわかる。欧州では、風力発

電の総出力が設備容量の 5%以下になるのは年間 1時間だけで、それ以上の時間、設

備容量の 10%以下になることは稀である(年間最大で 30〜40時間連続)。暴風雨時の

出力変化は 1 時間で設備容量の 25%に達することもあるが、大きな国であれば極端

な出力変化でも設備容量の 10%程度である。また、暴風雨は最も大きな予測誤差を

もたらす。模擬された時系列は、これまで平滑化の影響を捉えることが難しいとい

う問題があった。しかし、欧州の ERA5 などの最新の気象データセットでは、将来

の風力発電を表しているという点で優れた性能を示している。風力と太陽光の相補

性が高く、複合的な変動を抑えることができる。短期的な予測はまだ改善されてお

らず、電力システム研究のために予測誤差を模擬する方法も進化している。 

送電計画：風力発電の比率が高い場合、新たな送電が必要となる。風力や太陽光

のシェアが高くなると、インフラ構築のコストを上回って送電の便益が大きくなる。

地域送電計画は欧州では良い経験となっており、米国の電力システム向け HVAC リ

ンクで拡張された特別な HVDC オーバーレイが良い費用対効果を示している。洋上

の大型設備、オフショアグリット、エネルギー島などのハイブリッド化の流れは、

多くの国や電力システムに見られるようになり、これらは系統計画の課題を増やす

ことになる。 

長期的供給信頼度と電力の安定供給の確保：ほとんどの国では、長期的な(戦略的)
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予備力や容量支払の評価において、風力発電はまだ考慮されていない。アデカシー

分析に調査対象エリアと隣接エリアの両者の風力発電容量を反映させる(実際の受

け入れ可能性を考慮する)ことが望ましい。風力の容量価値は、面積が広いほど高

くなり、風力発電の増加による減少傾向は顕著ではない。風力や太陽光のシェアが

高い場合は、極値的事象を捉えるために十分なデータを考慮し、発電アデカシーや

風力発電の容量価値を評価する際に隣接エリアを考慮するマルチエリア法を適用す

ることが重要である。風力発電や太陽光発電が主体の将来のシステムでは、電力貯

蔵や需要側の柔軟性をアデカシー分析で捉えるための新しい指標やツールが必要で

ある。 

短期的システム信頼度の確保：風力発電の統合に関する研究では、電力需要に占め

る風力の割合が 30%から 40%の場合、風力と太陽光をより広い地域でバランスさせ

ることができれば、需給調整の課題が減り、送電電力量の増加により出力抑制の課

題が減り、電力システムレベルの需給調整のための新たな電力貯蔵施設は必要ない

ことが示されている。変動性や不確実性の増大による運転予備力の増加の見積もり

は、動的な予備力設定へと発展してきた。経験上、運用方法を変えることで、風力

発電や太陽光発電の容量増加による予備力増加を相殺できる可能性がある。風力シ

ェアが高い評価では、電力システムの動特性の重要性が増している。低慣性を緩和

する方法は、アイルランド、テキサス、イギリス、北欧の電力システムなどの中小

規模のシステムや、イタリアなどの同期システムの周辺部ですでに使われている。

また、風力や太陽光が高い比率を占める場合を研究する際には、新しい制御技術

(グリッドフォーミングインバータ技術の導入など)により同期調相機や送電線の追

加の必要性を抑えられるため、脆弱な電力システムよる他の動的安定度の問題も重

要になってきている。 

運用中の風力発電の価値を最大化：より柔軟な電力システムは、変動エネルギー

源をより高い価値で利用できる。したがって、風力発電の価値を最大化するための

主な要因は、風力発電以外にある。しかし、風力発電は系統サービスを提供するこ

とによってもその価値を高めることができる。需給調整と周波数制御のためのサー

ビスは、一部の電力システムではすでに最先端となっており、電圧制御も登場して

いる。安定度支援のための新しい機能を提供することができ、グリッドフォーミン

グインバータによる機能が実証されてきた。中国での出力抑制の経験から、電力シ

ステムを増強し発電所の柔軟性を向上させると、風力発電を出力抑制する必要が抑

えられることがわかっている。欧州では、風力や太陽光の比率が高まるにつれて、

徐々に出力抑制が高まっている。今後、これを管理するための主要な解決策として、

電力システムの増強が考えられている。また、既存の電力システムを十分に活用す

るための運用手法も重要である。その際、セキュリティマージンを決定するための

ほぼリアルタイムの情報に加え、有効電力管理(移相変圧器、動的線路定格、潮流

制御)および無効電力管理(リアクトル・コンデンサ、同期調相機、STATCOM)が用

いられる。混雑管理は進化しており、配電システムに接続された資源から柔軟性を

引き出す新たな方法が開発されている。運用慣行を変える手段のひとつに、市場が

ある。さまざまな電源による柔軟性と、電力供給に近い運用を可能にし、インセン

ティブを与える市場設計は、風力発電と太陽光発電の設備容量の増加を促進する。

風力発電や太陽光発電のシステムサービスを可能にすることは、電力システムレベ

ルでの便益だけでなく、市場環境において風力発電や太陽光発電の新しい収入源と

なり得る。送電、水力・火力発電所、電力貯蔵、需要側からの柔軟性による便益は、

さまざまな研究によって示されている。 

現状の打破：再生可能エネルギー100%の電力システムや、電力以外のエネルギー

部門を脱炭素化したネットゼロエネルギーシステムにおいて、時間毎のエネルギー
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収支がどのように維持されるかを検討した技術経済研究もある。しかし、電力シス

テムの安定度は、時間毎の需給一致に主眼を置いた 100%(エネルギーバランス)研

究の一環として見落とされがちであった。これまでのところ、長期的な課題と短期

的な課題の両方を包括的に取り上げた研究はない。100%IBR 接続システムの安定度

に関する最初の研究が行われ、有望な結果が得られている。IBR は、有効電流と無

効電流を独立に制御し、さまざまな系統条件に対して機器の応答を形成することが

できるため、高い柔軟性と制御性を持つことができる。その結果、ある面では IBR

が同期機よりも系統支援できるような動作をするように仕向ける機会がある可能性

がある。しかし、その変化は非常に大きく、必要とされる系統サービスの定義など、

電力システムの根本的な見直しが必要となっている。 

風力・太陽光発電は、将来の電力システムに大きく貢献し、現在の電力需要の

150%から 300%という意欲的な電化需要の増加に必要な再生可能エネルギーを提供

することは間違いない。これらのエネルギーはまた、インバータの能力をフルに活

用することで、将来の電力システムの基幹となる可能性を秘めている。これはまだ

進行中であるが、非同期電力システムの運用と長期的な資源アデカシーの新しいパ

ラダイムが開発されつつあり、送電システム運用者のために一連の新しいツールや

方法が実装されている。 
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国／組織 名称／説明 年 リンク 
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2018–2021 https://www.osmoseh2020.eu

/ 

EU プロジェクト openENTRANCE：低炭素経済のための

オープンエネルギー転換分析。欧州の

エネルギーシステムの脱炭素化に関す

る分析のためのオープンモデリングプ

ラットフォーム。 

–2023 https://openentrance.eu/ 

EU プロジェクト Smart4RES:(WP5) 再生可能エネルギー

源の普及率が高いユースケース(混雑管

理、地理的孤立システムの管理、再生

可能エネルギー源と蓄電の連携など)の

ための先進的な方式 

2019–2023 https://www.smart4res.eu/ 

EU プロジェクト ERIGrid 2.0:スマートグリッドの研究、

技術開発、検証、水平展開 

2020–2024 https://erigrid2.eu/ 

EU プロジェクト InnoDC: 洋上風力発電と DC 系統のため

の革新的なツール 

2018– https://innodc.org/ 

EU プロジェクト WinGrid(風力発電所と電力システムの

相互作用: 探索と開発): 油圧変速機を用

いたウインドファームの系統評価、風

車(ウィンドファーム)からの電力シス

テム全体にわたる高速周波数応答の調

整 

2019–2023 https://www.wingrid.org/ 

EU プロジェクト SysFlex: 再生可能エネルギー電源の割

合が 50%以上の電力システムのニーズ

を満たす新しいタイプのサービスを考

え出すために、再生可能エネルギー電

源の大きな割合を統合するための柔軟

性を効率的に調整して使用する汎欧州

的なシステム。 

2017–2022 https://eu-sysflex.com/ 

デンマーク エネルギー島計画 2030：3 GW(北海)ま

たは 2 GW(バルト海)の 2 つの島(近隣

との潜在的な接続、潜在的なセクター

 https://en.energinet.dk/Green-

Transition/Energy-Islands 

http://www.spine-model.org/
https://www.osmose-h2020.eu/
https://www.osmose-h2020.eu/
https://en.energinet.dk/Green-Transition/Energy-Islands
https://en.energinet.dk/Green-Transition/Energy-Islands
https://en.energinet.dk/Green-Transition/Energy-Islands
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の要素を含む)。 

ENTSO-E 電力システムのニーズの特定と CBA の

ための地域送電計画手法の開発、洋上

ハイブリッドプロジェクト(複数の市場

とセクターカップリングに接続される)

にも対応。 

 https://tyndp.entsoe.eu/ 

エネルギーシス

テム統合グルー

プ(ESIG) 

マクログリッド送電オーバーレイに関

するタスクフォース。 

資源アデカシーの再定義に関するタス

クフォース。 

2020- https://www.esig.energy/syste

m-planningworking-group/ 

フィンランド FlexiB: 建物の冷暖房による柔軟性。こ

れにより新しい冷暖房コンセプトによ

る柔軟性の価値を評価する。 

2020–2024 https://www.researchgate.net/

project/FlexiB-Integration-

ofbuilding-flexibility-into-

future-energy-systems 

フィンランド HOPE: エネルギーシステムの多目的最

適化のためのツールやソリューション

の開発、リファレンスシステムの構

築。 

2020–2022 https://clicinnovation.fi/proje

ct/hope/ 

フランス 電力網の運用を学ぶチャレンジ 2021 

(RTE、電力研究所)：人工知能が、

RES の比率が増加するにつれて変化す

る需要や発電プロファイルに対応し、

人間の運用者がリアルタイムでグリッ

ドを運用するのを支援する可能性。学

術的なデータセットを用いて実施され

た 2020 年のオープンコンテストは、

2021 年には実際のデータでテスト予

定。世界の参加者に公開。 

2020- https://www.epri.com/l2rpn 

ドイツ SIROP:シナリオの相互運用性に向けて 2021-2024 https://www.iee.fraunhofer.de

/de/projekte/suche/2021/SIR

OP.html 

ドイツ Gridcast:  確率的・物理的ハイブリッド

手法に基づく柔軟な気象・電力予測モ

デルによる電力網セキュリティの向上 

2017-2022 http://gridcast.iee.fraunhofer.

de/ 

ドイツ WindRamp: 電力システムの運用管理お

よび取引のため、電力システムの混雑

状況と洋上風力発電の導入可能性を観

測機器の支援のもと予測。 

2020-2023 https://www.energymeteo.co

m/customers/research_project

s/windramp.php 

ドイツ WAFB4.0: データドリブン方式および光

ファイバ方式を用いた天候に依存する

動的線路定格による電力システムの送

電容量の増強 

2021-2024 https://www.iee.fraunhofer.de

/en/research_projects.html 

ドイツ eXtremOS: 欧州の脱炭素化シナリオ：

全エネルギー最終利用部門の脱炭素化

の道筋(せクターカップリング対策を含

む)と、その結果生じるエネルギー供

給・輸送インフラへの影響(欧州送電網

2018–2021 https://extremos.ffe.de 

https://www.esig.energy/system-planning-working-group/
https://www.esig.energy/system-planning-working-group/
https://www.esig.energy/system-planning-working-group/
https://www.esig.energy/system-planning-working-group/
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://www.researchgate.net/project/FlexiB-Integration-of-building-flexibility-into-future-energy-systems
https://clicinnovation.fi/project/hope/
https://www.iee.fraunho/
https://www.iee.fraunhofer.de/de/projekte/suche/2021/SIROP.html
https://www.iee.fraunhofer.de/de/projekte/suche/2021/SIROP.html
https://www.iee.fraunhofer.de/de/projekte/suche/2021/SIROP.html
https://www.iee.fraunhofer.de/de/projekte/suche/2021/SIROP.html
https://www.energymeteo.com/customers/research_projects/windramp.php
https://www.energymeteo.com/customers/research_projects/windramp.php
https://www.energymeteo.com/customers/research_projects/windramp.php
https://www.energymeteo.com/customers/research_projects/windramp.php
https://www.energymeteo.com/customers/research_projects/windramp.php
https://www.iee.fraunho/
https://www.iee.fraunhofer.de/en/research_projects.html
https://gridcast.iee.fraunhofer.de/
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およびガス網の解析)。 

G-PST グローバル電力システム転換コンソー

シアム 

2020– https://globalpst.org/resources

/ 

アイルランド 将来の電力市場におけるエネルギー貯

蔵と需要側の柔軟性。送配電網の拡張

を回避するため、動的線路定格を含む

電力網利用率向上のための積極的な施

策の展開 

2017–2022 https://energyinstitute.ucd.ie/r

esearch/ 

アイルランド エネルギーシステム統合パートナーシ

ッププログラム(ESIPP)は、進化する統

合エネルギーシステムにおける運用、

計画、技術革新に取り組み、柔軟性、

持続可能性、電力の安定供給、競争力

を実現できる電気、ガス、熱、水の最

終エネルギーソリューションを特定す

ることを目的としている。 

2015-2021 https://esipp.ie/ 

アイルランド EMPowER(排出量と燃料ミックス、市

場とコスト、電力潮流と電力網、最終

用途と導入率)プログラムは、脱炭素ビ

ジョン達成のための技術的課題を調査

し、再生可能エネルギーの変動、市場

と相互接続の役割、消費者行動の予測

不可能性、新しい電力システム負荷の

影響、従来の配電網の性能について考

察している。 

2019-2023 https://energyinsti-

tute.ucd.ie/work-with-

us/industry-affiliates-

programme-iap/ 

 

国際再生可能エ

ネルギー機関
(IRENA) 

FlexTool 3.0: 使いやすさを追求したエ

ネルギーシステム最適化ツールの第 3

弾を開発 

2021–2022 https://www.irena.org/energyt

ransition/Energy-System-

Models-and-Data/IRENA-

FlexTool 

NSWPH 北海風力発電ハブに関する技術・経済

調査 

 https://northseawindpow- 

erhub.eu/knowledge 

北欧プロジェク

ト 

BaltHub: 洋上エネルギーハブを介した

バルト海沿岸諸国の相互接続 

2021–2022 https://feee.ktu.edu/projects/i

nterconnecting-baltic-sea-

countries-via-offshore-

energy-hubs-balthub/ 

北欧プロジェク

ト 

FasTen: バルト海沿岸諸国の脱炭素化 2020–2021 https://cris.vtt.fi/en/projects/fa

st-flexible-and-secure-

decarbonisation-of-the-baltic-

states-pos 

北欧プロジェク

ト 

Amber: バルト海沿岸諸国の脱炭素化 2021–2022 https://cris.vtt.fi/en/projects/i

mpacts-of-ambitious- energy-

policy-pathways 

ノルウェー NTRANS:ノルウェー・エネルギー転換

戦略センター。ノルウェーにおける浮

体式洋上風力発電の大規模導入に関す

るユースケース、システムモデリング

活動、2050 年の欧州低炭素化シナリオ

の拡張計画モデル。 

–2028 https://www.ntnu.no/ntrans 

https://globalpst.org/resources/
https://globalpst.org/resources/
https://energyinstitute.ucd.ie/research/
https://energyinstitute.ucd.ie/work-with-us/industry-affiliates-programme-iap/
https://energyinstitute.ucd.ie/work-with-us/industry-affiliates-programme-iap/
https://energyinstitute.ucd.ie/work-with-us/industry-affiliates-programme-iap/
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://www.irena.org/energytransition/Energy-System-Models-and-Data/IRENA-FlexTool
https://northseawindpowerhub.eu/knowledge
https://feee.ktu.edu/projects/interconnecting-baltic-sea-countries-via-offshore-energy-hubs-balthub/
https://feee.ktu.edu/projects/interconnecting-baltic-sea-countries-via-offshore-energy-hubs-balthub/
https://cris.vtt.fi/en/pro
https://cris.vtt.fi/en/projects/fast-flexible-and-secure-decarbonisation-of-the-baltic-states-pos
https://cris.vtt.fi/en/projects/fast-flexible-and-secure-decarbonisation-of-the-baltic-states-pos
https://cris.vtt.fi/en/projects/fast-flexible-and-secure-decarbonisation-of-the-baltic-states-pos
https://cris.vtt.fi/en/projects/fast-flexible-and-secure-decarbonisation-of-the-baltic-states-pos
https://cris.vtt.fi/en/projects/impacts-of-ambitious-energy-policy-pathways
https://cris.vtt.fi/en/projects/impacts-of-ambitious-energy-policy-pathways
https://cris.vtt.fi/en/projects/impacts-of-ambitious-energy-policy-pathways
https://cris.vtt.fi/en/projects/impacts-of-ambitious-energy-policy-pathways
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ノルウェー FME CINELDI:ノルウェー・インテリジ

ェント配電研究センター 

2016–2024 https://www.sintef.no/project

web/cineldi/ 

ノルウェー FME NorthWind:ノルウェー風力エネル

ギー研究センター。電力システム関連

業務(例：北海における風力発電のマル

チエネルギーキャリアオプションの最

適化に関する博士号) 

2021–2029 https://www.northwindresear

ch.no/ 

ノルウェー HydroConnect:ノルウェーの水力発電を

ヨーロッパ大陸およびイギリスに接続

した場合の影響。変動する再生可能エ

ネルギーのバランスをとるための大規

模水力発電の活用。 

2021–2025 https://www.sintef.no/en/proj

ects/2021/hydroconnect/ 

ポルトガル OPTIGRID: 電力網の動的線路定格解析

と最適管理のための方法論 

 

OptiRES: 変動再生可能エネルギーの高

い導入率に伴う最適な電力システム運

用のための先進モデル 

2018–2021 https://optigrid.lneg.pt/ 

 

https://www.researchgate.net/

project/OptiRES-Advanced- 

Models-for-Optimal-Grid- 

Operation-with-High-

Variable-Renewable-Energy- 

Penetration 

スペイン FLEXENER: 新しい脱炭素技術の効率的

な統合のための柔軟なエネルギーシス

テム 

2021–2023  

米国 大気から電子・電力システムへ
(A2E2G) 

 https://www.energy.gov/eere/

wind/renewable-systems-

integration 

米国 電力システム現代化イニシアティブ
GMLC 

 https://www.energy.gov/gmi/

grid-modernization-lab-

consortium 

 

 

https://www.sintef.no/pro
https://www.northwindresearch.no/
https://www.northwindresearch.no/
https://www.sintef.no/en/projects/2021/hydroconnect/
https://www.sintef.no/en/projects/2021/hydroconnect/
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.researchgate.net/project/OptiRES-Advanced-Models-for-Optimal-Grid-Operation-with-High-Variable-Renewable-Energy-Penetration
https://www.energy.gov/eere/wind/renewable-systems-integration
https://www.energy.gov/eere/wind/renewable-systems-integration
https://www.energy.gov/eere/wind/renewable-systems-integration
https://www.energy.gov/gmi/grid-modernization-lab-consortium
https://www.energy.gov/gmi/grid-modernization-lab-consortium
https://www.energy.gov/gmi/grid-modernization-lab-consortium
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